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1．研究の目的と方法
（1）研究の目的

2011年3月の福島第一原子力発電所事故（以下「福島原発事

故」）の発生に伴って、福島第一原子力発電所が立地する、また

は、その周辺に位置する富岡町、大熊町、双葉町、浪江町、

葛尾村、飯舘村の 6市町村の全域と、川俣町、田村市、南相

馬市、楢葉町、川内村の5市町村の一部の区域は、放射能汚

染が深刻であることなどを理由として、2011年 4月に警戒区域

または計画的避難区域に指定され、住民は長期にわたって避

難することを余儀なくされた。警戒区域と計画的避難区域は、

2012年 4月から、順次、避難指示解除準備区域、居住制限

区域、帰還困難区域に再編されることになったが、我が国で

は、これらの区域に指定された地域であっても、基本的には、

除染を復興の起点かつ基盤として位置づけ、「住民の復興=生

活の再建」と「ふるさとの復興=場所の再生」を同時的に実現

することが可能な法的・制度的状態を創造することを目的とす

る復興政策が組み立てられ、実行されてきた
1）。

除染の根拠法は、2011年 8月に公布・一部施行され、2012
年1月に全面的に施行された放射性物質汚染対処特別措置法

（以下「除染特措法」）である（表1）。上述した11市町村の地

域は、基本的に除染特措法に基づく除染特別地域に指定され

ており（図 1）、これまで国によって除染が実施されてきたが、
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表1	 除染および福島復興に関する主な政策動向
【●：直接的に除染にかかわる事項　　○：その他の事項　　斜体文字：予定事項】

年 月 日 事 項
2011 3. 11 ○東日本大震災および福島第一原子力発電所事故の発生

4. 22 ○警戒区域、計画的避難区域、緊急時避難準備区域の設定（内閣総理大臣の指示）

6. 24 ○東日本大震災復興基本法の公布・施行

7. 29 ○「東日本大震災からの復興の基本方針」の閣議決定

8. 5 ○「東京電力株式会社福島第一、第二原子力発電所事故による原子力損害の範囲の判定等に関する中間指針」の公表（原子力損害賠
償紛争審査会）

8. 12 ○原発避難者特例法の公布・施行

8. 26 ●「除染に関する緊急実施基本方針」の公表（原子力災害対策本部）
●「市町村による除染実施ガイドライン」の公表（原子力災害対策本部）

8. 30 ●放射性物質汚染対処特別措置法の公布・一部施行

9. 30 ●「農地の除染の適切な方法等の公表について」の公表（原子力災害対策本部）
●「森林の除染の適切な方法等の公表について」の公表（原子力災害対策本部）
○緊急時避難準備区域の解除（内閣総理大臣の指示）

10. 29 ●「東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物質による環境汚染の対処において必要な中間貯蔵施設等の基本的考え方に
ついて」の公表（環境省）

11. 11 ●放射性物質汚染対処特別措置法に基づく基本方針の閣議決定

11. 22 ●「除染技術カタログ」の公表（内閣府原子力被災者生活支援チーム）

12. 2 ○復興財源確保法の公布・施行

12. 14 ●「除染関係ガイドライン〈第 1 版〉」の公表（環境省）

12. 16 ○福島第一原子力発電所事故の収束宣言（内閣総理大臣）
○復興庁設置法の公布（2012 年 2 月10 日施行）

12. 21 ○「東京電力（株）福島第一原子力発電所 1～ 4 号機の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ」の公表（原子力災害対策本部・政府
・東京電力中長期対策会議）

12. 22 ●東日本大震災により生じた放射性物質により汚染された土壌等を除染するための業務等に係る電離放射線障害防止規則の公布
●「除染等業務に従事する労働者の放射線障害防止のためのガイドライン」の公表（厚生労働省）

12. 26 ○「ステップ 2 の完了を受けた警戒区域及び避難指示区域の見直しに関する基本的な考え方及び今後の課題について」の公表（原子
力災害対策本部）

12. 27 ●｢廃棄物関係ガイドライン｣の公表（環境省）

12. 28 ●除染特別地域と汚染廃棄物対策地域、汚染状況重点調査地域の指定（環境大臣）

2012 1. 1 ●放射性物質汚染対処特別措置法の全面施行

1. 4 ●福島環境再生事務所の開所（環境省）

1. 26 ●「除染特別地域における除染の方針（除染ロードマップ）について」の公表（環境省）

3. 12 ●「放射性物質による局所的汚染箇所への対処ガイドライン」の公表（環境省）

3. 31 ○福島復興再生特別措置法の公布・施行（2013 年 5月10 日に改正）

4. 1 ○避難指示区域の見直しの開始（内閣総理大臣の指示）

※ 2013 年 8 月 8日に川俣町で避難指示区域の見直しが行われ、すべての市町村で終了
●特別地域内除染実施計画の策定〈田村市、楢葉町、川内村〉（環境省）

※以後、2014 年 7月15日に双葉町の計画が策定されるまで、順次策定

6. 11 ●対策地域内廃棄物処理計画の公表（環境省）

6. 27 ○原発事故子ども・被災者支援法の公布・施行

7. 2 ○「避難指示区域の見直しに伴う賠償基準の考え方」の公表（経済産業省）

7. 13 ○「福島復興再生基本方針」の閣議決定

7. 24 ○「避難指示区域の見直しに伴う賠償の実施について（避難指示区域内）」の公表（東京電力）

9. 4 ○「原子力発電所の事故による避難地域の原子力被災者・自治体に対する国の取組方針」の公表（復興庁）

9. 22 ○長期避難者等のための生活拠点の検討のための協議会の設立（復興庁）

9. 24 ●「今後の森林除染の在り方に関する当面の整理について」の公表（環境回復検討会）

10. 23 ●「除染推進パッケージ」の公表（環境省）

10. 30 ●「除染関係 Q&A」の公表（環境省）　※その後、随時改訂

2013 1. 11 ●「除染・復興加速のためのタスクフォース」の設置（復興庁）

1. 18 ●「除染適正化プログラム」の公表（環境省）

2. 1 ○福島復興再生総局の設置（復興庁）

3. 7 ○「早期帰還・定住プラン」の公表（復興庁）

3. 12 ●「廃棄物関係ガイドライン〈第 2 版〉」の公表（環境省）

3. 15 ○「原子力災害による被災者支援策パッケージ」の公表（復興庁）

3. 19 ○避難解除等区域復興再生計画の決定（内閣総理大臣）

4. 2 ○「原子力災害による風評被害を含む影響への対策パッケージ」の公表（復興庁）

5. 2 ●「除染関係ガイドライン〈第 2 版〉」の公表（環境省）

6. 28 ●田村市の除染特別地域における除染の終了
●常磐自動車道の除染の終了

9. 3 ○「東京電力（株）福島第一原子力発電所における汚染水問題に関する基本方針」の閣議決定

9. 4 ●中間貯蔵施設等福島現地推進本部の設置（復興庁・環境省）
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表1	 除染および福島復興に関する主な政策動向（続き）
【●：直接的に除染にかかわる事項　　○：その他の事項　　斜体文字：予定事項】

年 月 日 事 項
9. 10 ●「除染の進捗状況の総点検」および「除染特別地域における市町村ごとの今後の進め方」の公表（環境省）

10. 11 ○原発事故子ども・被災者支援法に基づく「被災者生活支援等施策の推進に関する基本的な方針」の閣議決定

12. 20 ○「原子力災害からの福島復興の加速に向けて」の閣議決定

12. 26 ●「特別地域内除染実施計画の見直しについて」の公表（環境省）
●特別地域内除染実施計画の変更〈南相馬市、飯舘村、川俣町、葛尾村、浪江町、富岡町〉（環境省）
●「除染関係ガイドライン〈第 2 版〉・平成 25 年 12 月追補」の公表（環境省）
○「東京電力株式会社福島第一、第二原子力発電所事故による原子力損害の範囲の判定等に関する中間指針第四次追補（避難指示
の長期化等に係る損害について）」の公表（原子力損害賠償紛争審査会）

2014 3. 20 ●「除染のフォローアップについて」の公表（環境省・第 11 回環境回復検討会資料）

4. 1 ○田村市都路地区の避難指示の解除（旧警戒区域では初）

8. 22 ●「今後の河川・湖沼等における対応の考え方の整理」の公表（環境省除染チーム・第 12 回環境回復検討会資料）

11. 14 ●「中間貯蔵施設への除去土壌等の輸送に係る基本計画」の公表（環境省）

12. 15 ●大熊町が中間貯蔵施設の建設を容認

12. 24 ●日本環境安全事業株式会社法の一部を改正する法律の施行

12. 26 ●「除染関係ガイドライン〈第 2 版〉・平成 26 年 12 月追補」の公表（環境省）

2015 1. 1 ●双葉町が中間貯蔵施設の建設を容認

2. 25 ●福島県、大熊町及び双葉町が中間貯蔵施設への除去土壌等の搬入受入れを容認

3. 13 ●中間貯蔵施設の保管場（ストックヤード）へのパイロット輸送による除去土壌等の搬入の開始

6. 12 ○「『原子力災害からの福島復興の加速に向けて』改訂」の閣議決定

6. 15
●「東日本大震災に係る応急仮設住宅の供与期間の延長について」の公表（福島県）

※ 2017 年 3月で自主避難者に対する仮設住宅の供与を終了するとの方針

7. 30 ○「福島 12 市町村の将来像に関する有識者検討会提言」の公表（福島 12 市町村の将来像に関する有識者検討会）

8. 25 ○「被災者生活支援等施策の推進に関する基本的な方針」の改定（復興庁）

12. 4 ●福島県、富岡町、楢葉町が管理型処分場（フクシマエコテッククリーンセンター）を活用した特定廃棄物の埋立処分事業を容認

12. 21 ●「森林における放射性物質対策の方向性について」の公表（環境省）

2016 3. 9 ●「福島の森林・林業の再生に向けた総合的な取組」の公表（復興庁・農林水産省・環境省）

3. 11 ○「『復興・創生期間』における東日本大震災からの復興の基本方針」の閣議決定

3. 25 ●「中間貯蔵施設への除染土壌等の輸送に係る実施計画」の公表（環境省）

3. 27 ●「中間貯蔵施設に係る『当面 5 年間の見通し』」の公表（環境省）

3. 31 ●「放射性物質の影響が懸念される河川において堆積土砂の除去を開始します。」の公表（福島県）

8. 31 ○「帰還困難区域の取扱いに関する考え方」の公表（原子力災害対策本部・復興推進会議）

9. 12 ●「除染関係ガイドライン〈第 2 版〉・平成 28 年 9月追補」の公表（環境省）

9. 30 ●「除染対象以外の道路等側溝堆積物の撤去・処理の対応方針」の公表（復興庁・環境省）

2017 3. 31 ○すべての避難指示解除準備区域と居住制限区域における避難指示の解除
○避難指示が解除された地域からの避難者を含む自主避難者に対する仮設住宅の供与の終了（福島県）

2020 7. 24 ○東京オリンピック（～ 9月 6日）

2021 3. 31 ○復興期間の終了、復興庁の廃止

2041 1. 1 ○福島第一原子力発電所の廃炉措置の終了（～ 2051年 3月 31日）

2044 12. 31 ●福島県外における除去土壌等の最終処分の完了
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その除染は、避難指示解除準備区域と居住制限区域に指定

された地域については、2017年3月で終了になることが予定さ

れている
A）, 2）。この除染の終了は、復興期間が終了し、復興

庁が設置期限を迎え、東京オリンピックが開催される2020年
までに、福島原発事故を克服した国の姿を形づくることをめざ

して、避難指示の解除、精神的損害賠償の終了、自主避難者

に対する仮設住宅の供与の終了などとあわせて予定されてい

るものである
3）。

除染特別地域における除染の主体は国である一方で、東日

本大震災からの復興を担う行政主体は市町村が基本とされて

いる
4）。このため、現在、除染特別地域に指定された11市町

村では、上述したような一連の福島復興政策の転換を見据え

つつ、復興拠点の整備をはじめとする帰還に向けた取り組み

を進めているが
5）、これらの市町村は、これまでの国の除染に

ついてどのように評価しているのか、除染によって住民の帰還

や安全・安心な生活の回復は可能であると考えているのか、

除染に関する課題はどこにあると認識しているのか？

本研究は、こうした除染特別地域に指定された 11市町村

の除染に関する評価と見解を把握することを目的として、

2013年から 2016年までの 4年にわたって毎年実施してきた

アンケート調査などの結果に基づき、除染特別地域における

除染の実態と課題について明らかにすることを目的とするもの

であり、除染を起点かつ基盤として位置づけてきた福島復興

政策の合理性や妥当性を検証するための基礎研究として、ま
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福島県
伊達市

田村市

川俣町

浪江町

双葉町

川内村

いわき市

大熊町
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福島第一原子力発電所

福島第二原子力発電所

凡 例

0	 2.5	 5	 10 km

図1	 �除染特別地域の指定状況と避難指示区域の
指定状況（2016 年 7月12日現在）

注 : �避難指示区域の指定状況については、

2016 年 7月12日現在のものである。

N

除染特別地域

帰還困難区域

居住制限区域

避難指示解除準備区域

避難指示が解除された区域

旧緊急時避難準備区域
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た、世界的に前例のない規模での除染に関して継続的に実

施してきた学術的な記録として、重要な意義を有するものと考

えられる
6 - 8）。

（2）研究の方法
先述の通り、本研究は、除染特別地域に指定された11市

町村を対象として、2013年から2016年までの 4年にわたって

毎年実施してきたアンケート調査などの結果に基づくものであ

る。アンケート調査の内容は、基本的には 2013年調査から

2016年調査まで同様であるが、例えば、中間貯蔵施設につい

ては、2013年調査と2014年調査の調査時点では、その整備

時期と整備場所が決定していなかったことから、整備の必要

性や可能性に関する問いを設けたが、2015年調査と2016年
調査では、国が当初予定していた中間貯蔵施設への搬入開始

時期が過ぎ、パイロット輸送が開始されたことを背景として、

整備・完成または除去土壌等の搬出にかかわる経緯や現状

に関して問題と考えることなどに関する問いを設けるなど、一

部変更した（表 2）。
アンケート調査票は、毎年、7月初旬に11市町村の除染担

当課宛てに電子メールで配布し、9月末までに回収した。2013
年調査については、田村市と浪江町から調査票を回収するこ

とができなかったが、2014年調査からは、すべての市町村か

ら調査票を回収することができた。なお、除染特別地域が行

政区域の一部の区域に指定された市町村については、除染特

別地域に指定された地域に関する回答を得た。

また、除染特別地域における除染の実態と課題を把握する

ため、福島原発事故の発生後から、11市町村、住民、福島県、

環境省など対するヒアリング調査、11市町村の現地調査、11
市町村に関する文献調査を継続的に実施した。また、アンケー

ト調査の回答について確認・補足するため、ヒアリング調査と

現地調査を実施した。

2．除染特別地域における除染の実態
（1）除染特別地域内の市町村の概要

除染特別地域は、2011年12月に、楢葉町、富岡町、大熊町、

双葉町、浪江町、葛尾村、飯舘村の7市町村の全域と、川俣

町、田村市、南相馬市、川内村の 4市町村の一部の区域に指

定された。先述の通り、除染特別地域の大部分の地域は、警
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表 2	 アンケート調査の概要

調 査 名 称 2013 年調査 2014 年調査 2015 年調査 2016 年調査

調 査 目 的 除染特別地域に指定されている11市町村の除染に関する評価と見解を把握すること

調 査 対 象 除染特別地域に指定されている福島県内の 11市町村

調 査 期 間 2013 年 7月～ 9月 2014 年 7月～ 9月 2015 年 7月～ 9月 2016 年 7月～ 9月
配 布 数 11 11 11 11

回 収 数 9 11 11 11

回 収 率 82% 100% 100% 100%

調

査

項

目

「除染特別地域における除染の方針（除染ロード

マップ）」に関する評価

〔選択肢から1つ選択し、「不適切」を選択した

場合は理由を記入〕

●

国の除染実施計画に基づく除染の進捗状況

〔選択肢から1つ選択し、「既に終了した」を選択

した場合は終了時期、「現在進めている」を選択

した場合で「終了する見込みが立っている」を選

択した場合は終了予定時期を記入〕

● ● ●

除染の終了後における除染の実施の必要性

〔上記の「国の除染実施計画に基づく除染の進

捗状況」において「既に終了した」を選択した市

町村が選択肢から1つ選択し、それぞれ選択の

理由などを記入〕

● ● ●

国の除染に関する取り組みについての評価

〔選択肢から1つ選択し、「不適切」を選択した

場合は理由と今後希望することを記入〕

● ● ● ●

国による除染の進み具合についての評価

〔選択肢から1つ選択〕
● ● ● ●

福島県の除染に関する取り組みについての評価

〔選択肢から1つ選択し、「不適切」を選択した

場合は理由と今後希望することを記入〕

● ● ● ●

除染によって達成すべき空間線量率

〔それぞれ選択肢から1つ選択しそれぞれ選択

の理由などを記入（理由の記入については 2014
年調査から）〕

● ● ● ●

住民が安全に安心して生活できる空間線量率

〔それぞれ選択肢から1つ選択しそれぞれ選択

の理由などを記入（理由の記入については 2014
年調査から）〕

● ● ● ●

避難指示区域の種類ごとの除染による住民の帰

還と安全・安心な生活の回復の可能性

〔それぞれ選択肢から1つ選択し、それぞれ選択

の理由を記入〕

● ● ● ●

除染に関する課題

〔3 つ以内で記入〕
● ● ● ●

中間貯蔵施設の設置の必要性や可能性

〔自由に記入〕
● ●

中間貯蔵施設の整備・完成または除去土壌等の

搬出にかかかわる経緯や現状に関して問題と考

えること、あるいは、それらに関してこれから生

じると考えられる問題

〔選択肢から1つ選択し、「ある」を選択した場合

は具体的な内容を記入〕

● ●

仮置場の除去土壌等をすべて中間貯蔵施設に搬

出するまでの想定年数

〔選択肢から1つ選択〕

●

国による除染と市町村の復興まちづくりを連動さ

せた取り組み

〔選択肢から1つ選択し、「ある」を選択した場合

は具体的な内容を記入〕

● ● ● ●

除染を効果的かつ効率的に進めるにあたって必

要なことなど

〔自由に記入〕

● ● ● ●
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戒区域と計画的避難区域に指定され、避難指示解除準備区

域、居住制限区域、帰還困難区域に再編された地域であり、

その後、2014年 4月に田村市、同年10月に川内村の一部、

2015年 9月に楢葉町、2016年 6月に葛尾村と川内村の一部、

同年 7月に南相馬市の一部において、避難指示解除準備区域

と居住制限区域が解除されているが、除染特別地域の区域は

変更されていない。

除染特別地域の面積は 1,167 km2
であり、福島県の県土面

積の 8%を占めている（表 3）B）。除染特別地域内の人口は、す

べての市町村で避難指示区域の見直しが終了した 2013年 8月
の時点では 81,341人（福島県の人口の 4%）であったが、その

後の転出や死亡などにより、南相馬市の一部で避難指示が解

除された 2016年 7月の時点では 76,865人（同 4%）に減少して

いる。

（2）除染の制度的枠組み
a）除染の目的と対象と範囲
除染特措法は、「事故由来放射性物質による環境の汚染が

人の健康又は生活環境に及ぼす影響を速やかに低減するこ

と」を目的とする法律であり、除染は放射線防護を目的として

実施される。このため、人が日常生活で多くの時間を過ごす公

共施設や住宅などは除染の対象とされているが、森林や、河

川やため池などについては、健康や生活環境に影響を及ぼす

場所ではないとして、基本的に除染の対象外とされている。

具体的には、森林については、林縁部から 20 m以内の範

囲（生活圏）は健康や生活環境に影響を及ぼす可能性がある

ので、その範囲に限って落葉などの堆積有機物の除去やそ

の残渣の除去などを実施するものの、 20 mを超える部分は

基本的には除染を実施しないものとされている
9）。また、河

川やため池などについては、一定の条件を満たす河川敷の公

園やグラウンドなどは健康や生活環境に影響を及ぼす可能性

があるので、それらに限って除染を実施するものの、底質の

除染は実施しない、ため池については、一定期間水が干上が

ることによって、周辺の空間線量率が著しく上昇する場合に

限って底質の除染を実施するものの、その他の場合は実施し

ないものとされている
10）。

また、除染の範囲に関して、環境省は、除染特別地域のう

ち、早期に避難指示を解除し、住民の帰還を促すという観点

から、避難指示解除準備区域と居住制限区域に指定された

地域において優先的に除染を実施し、帰還困難区域に指定さ

れた地域においては、除染モデル実証事業を実施し、その結

果等を踏まえて対応の方向性を検討するものとしてきた
11）。し

かし、避難指示解除準備区域と居住制限区域における除染

の終了のめどが立ってきたことなどを背景として、国は、2016
年 8月に、帰還困難区域について、市町村が復興拠点等を整

備する場合、国がインフラ整備とあわせて除染を行うとの方針

を決定しており、今後、除染が実施される予定となっている
12）。

b）除染の目標
2011年11月に、除染特措法に基づく基本方針が閣議決定

され、除染等の措置にかかわる目標値が示された
13）。この目

標値は、除染特措法の成立とあわせて決定された「除染に関

する緊急実施基本方針」を継承したものであるが
14）、国際放射

線防護委員会（ICRP）の 2007年基本勧告などを踏まえつつ、

①追加被曝線量が年間 20 mSv以上である地域、すなわち

避難指示が発令された地域であり、概ね除染特別地域に相

当する地域については、当該地域を段階的かつ迅速に縮小す

ること、②追加被曝線量が年間 20 mSv未満である地域、す

なわち概ね汚染状況重点調査地域に相当する地域について

は、1）長期的な目標として追加被曝線量が年間 1 mSv以下と

なること、2）2013年 8月末までに、一般公衆の年間追加被

曝線量が 2011年 8月末と比べて、放射性物質の物理的減衰

等を含めて約 50%減少した状態を実現すること、3）2013年
8月末までに、子どもの年間追加被曝線量が2011年 8月末と

比べて、放射性物質の物理的減衰等を含めて約 60%減少し

た状態を実現することとされた
C）。

この除染等の措置にかかわる目標値に関しては、注意すべ

きことが 2 つある。

一つは、追加被曝線量が年間 20 mSv未満である地域の長

期的な目標として掲げられている「追加被曝線量が年間 1 mSv
以下」とは、除染のみならず、モニタリング、食品の安全管理、

リスクコミュニケーションなど、放射線リスクの総合的な管理

によってめざされるべきものであって、除染それ自体の目標値

ではないとされていることである。国は、除染それ自体の目標

値を定めていないのである。

もう一つは、これに関連して、国は、年間追加被曝線量 1 
mSvを空間線量率に換算した「0.23 µSv/h」を、汚染状況重

点調査地域の指定基準や除染実施区域の設定基準のほか、

除染対策事業交付金の交付基準、すなわち除染の実施基準と

しているが、除染の目標値とはしておらず、除染の実施後に

0.23 µSv/hを上回っていても、必ずしも再び除染が行われる

ことにはなっていないということである。環境省は、このフォ

ローアップ除染について、放射能汚染の状況や除染の効果は

場所によって異なること、また、同じ手法を用いて再度除染を

実施したとしても大幅な線量低減効果は期待できないなど除

染による線量低減には限界があることなどから、その実施基

準や空間線量率の低減目標を一律に定めることが難しい状況

にあるので、除染の終了後おおむね半年から1年後に行う事

後モニタリングの結果等を踏まえ、再汚染や取り残し等の除染

の効果が維持されていない箇所が確認された場合に、個々の

現場の状況に応じて原因を可能な限り把握し、合理性や実施

可能性を判断した上で実施することを基本とするとの方針を示

しているのみであり
15, 16）、具体的な実施基準を定めていない。

c）除染のスケジュール
先述の通り、環境省は、除染特別地域では、避難指示解
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表 3	 除染特別地域に指定された市町村の人口と面積

■ 2013 年 8月（すべての市町村で避難指示区域の見直しが終了した時点）

■ 2016 年 7月（南相馬市で避難指示が解除された時点）

注 ：太線内が概ね除染特別地域に指定されている区域である。

資料：内閣府原子力被災者生活支援チーム（2013）「帰還困難区域について」
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/kaihatu/016/shiryo/_ _icsFiles/afieldfile/2013/10/02/1340046_4_2.pdf（2016年 10月31日に最終閲覧）

注 ：太線内が概ね除染特別地域に指定されている区域である。

注2：�「人口」と「面積」の欄にある網掛けの部分は避難指示が解除された区域であるので、本来は人口も面積も「避難指示区域外」に記載すべきであるが、
除染特別地域の指定区域を明示するとともに、2013 年 8 月の状況と比較するために、このような表記にした。

資料：人口については、経済産業省（2016）「避難指示区域の概念図と各区域の人口及び世帯数（平成 28 年 7月12 日時点）」
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/kaihatu/016/shiryo/_ _icsFiles/afieldfile/2013/10/02/1340046_4_2.pdf（2016年 10月31日に最終閲覧）

面積については、内閣府原子力被災者生活支援チーム（2013）「帰還困難区域について」
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/kaihatu/016/shiryo/_ _icsFiles/afieldfile/2013/10/02/1340046_4_2.pdf（2016年10月31日に最終閲覧）

市町村
避難指示
区域の
見直しの
年月日

人口〔人〕 面積（概数）〔k㎡〕

合計
避難指示区域

避難指示
区域外 合計

避難指示区域
避難指示
区域外避難指示解除

準備区域
居住制限
区域

帰還困難
区域

避難指示解除
準備区域

居住制限
区域

帰還困難
区域

合計 -
189,768 81,291 33,079 23,394 24,818 108,477 2,021 1,150 509 304 337 871
100% 43% 17% 12% 13% 57% 100% 57% 25% 15% 17% 43%

川俣町 2013. 8. 8
15,086 1,204 1,077 127 0 13,882 128 33 29 3 0 95
100% 8% 7% 1% 0% 92% 100% 26% 23% 2% 0% 74%

田村市 2012. 4. 1
39,996 351 351 0 0 39,645 458 42 42 0 0 416
100% 1% 1% 0% 0% 99% 100% 9% 9% 0% 0% 91%

南相馬市 2012. 4.16
65,175 12,750 12,238 510 2 52,425 399 171 91 56 24 228
100% 20% 19% 1% 0% 80% 100% 43% 23% 14% 6% 57%

楢葉町 2012. 8.10
7,575 7,525 7,525 0 0 50 103 86 86 0 0 17
100% 99% 99% 0% 0% 1% 100% 83% 83% 0% 0% 17%

富岡町 2013. 3.25
14,413 14,413 1,319 8,821 4,273 0 69 69 25 35 8 0
100% 100% 9% 61% 30% 0% 100% 100% 36% 51% 12% 0%

川内村 2012. 4. 1
2,809 334 276 58 0 2,475 197 81 69 12 0 116
100% 12% 10% 2% 0% 88% 100% 41% 35% 6% 0% 59%

大熊町 2012.12.10
10,956 10,956 23 362 10,571 0 79 79 18 12 49 0
100% 100% 0% 3% 96% 0% 100% 100% 23% 15% 62% 0%

双葉町 2013. 5.28
6,492 6,492 255 0 6,237 0 51 51 2 0 49 0
100% 100% 4% 0% 96% 0% 100% 100% 4% 0% 96% 0%

浪江町 2013. 4. 1
19,505 19,505 7,902 8,260 3,343 0 224 224 21 23 180 0
100% 100% 41% 42% 17% 0% 100% 100% 9% 10% 80% 0%

葛尾村 2013. 3.22
1,511 1,511 1,329 64 118 0 84 84 64 5 16 0
100% 100% 88% 4% 8% 0% 100% 100% 76% 6% 19% 0%

飯舘村 2012. 7.17
6,250 6,250 784 5,192 274 0 230 230 62 157 11 0
100% 100% 13% 83% 4% 0% 100% 100% 27% 68% 5% 0%

市町村
避難指示の
解除の
年月日

人口〔人〕 面積（概数）〔k㎡〕

合計

避難指示区域
避難指示
区域外 合計

避難指示区域
避難指示
区域外

避難指示
解除準備
区域

居住制限
区域

帰還困難
区域

避難指示
解除準備
区域

居住制限
区域

帰還困難
区域

合計 -
183,315 76,827 30,522 22,433 23,872 106,488 2,021 1,150 509 304 337 871
100% 42% 17% 12% 13% 58% 100% 57% 25% 15% 17% 43%

川俣町 -
14,286 1,133 1,021 112 0 13,153 128 33 29 3 0 95
100% 8% 7% 1% 0% 92% 100% 26% 23% 2% 0% 74%

田村市 2014. 4. 1
38,592 329 329 0 0 38,263 458 42 42 0 0 416
100% 1% 1% 0% 0% 99% 100% 9% 9% 0% 0% 91%

南相馬市 2016. 7.12
63,465 10,859 10,400 457 2 52,606 399 171 91 56 24 228
100% 17% 16% 1% 0% 83% 100% 43% 23% 14% 6% 57%

楢葉町 2015. 9. 5
7,345 7,307 7,307 0 0 38 103 86 86 0 0 17
100% 99% 99% 0% 0% 1% 100% 83% 83% 0% 0% 17%

富岡町 -
13,726 13,726 1,338 8,341 4,047 0 69 69 25 35 8 0
100% 100% 10% 61% 29% 0% 100% 100% 36% 51% 12% 0%

川内村 2014.10. 1
2016. 6.14

2,749 321 270 51 0 2,428 197 81 69 12 0 116
100% 12% 10% 2% 0% 88% 100% 41% 35% 6% 0% 59%

大熊町 -
10,703 10,703 22 361 10,320 0 79 79 18 12 49 0
100% 100% 0% 3% 96% 0% 100% 100% 23% 15% 62% 0%

双葉町 -
6,195 6,195 240 0 5,955 0 51 51 2 0 49 0
100% 100% 4% 0% 96% 0% 100% 100% 4% 0% 96% 0%

浪江町 -
18,601 18,601 7,533 7,907 3,161 0 224 224 21 23 180 0
100% 100% 40% 43% 17% 0% 100% 100% 9% 10% 80% 0%

葛尾村 2016. 6.12
1,468 1,468 1,287 62 119 0 84 84 64 5 16 0
100% 100% 88% 4% 8% 0% 100% 100% 76% 6% 19% 0%

飯舘村 2017. 3.31
に決定済み

6,185 6,185 775 5,142 268 0 230 230 62 157 11 0
100% 100% 13% 83% 4% 0% 100% 100% 27% 68% 5% 0%
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除準備区域と居住制限区域における除染を優先的に実施する

ものとし、具体的には約 2年間、すなわち2014年 3月末まで

に除染を終了するものとした。しかし、避難指示区域の見直

しや除染実施計画の策定が遅れたこと
D）, 17）、地権者の同意取

得や仮置場の確保が難航したことなどから、すべての市町村

での除染を予定通りに進めることが困難になった。このため、

環境省は、2013年 9月に、スケジュールをはじめ除染方針を

変更するとの方針を示し
18）、同年12月に、川俣町、南相馬市、

富岡町、浪江町、葛尾村、飯舘村の 6市町村について、3年

以内に除染を終了する、すなわち、2017年 3月末までには除

染を終了するというスケジュールの変更を行った
19）。

その後にスケジュールの変更は行われておらず、例えば、

2015年 6月に閣議決定された「『原子力災害からの福島復興

の加速に向けて』改訂」では、避難指示区域のうち、帰還困

難区域以外の区域、すなわち避難指示解除準備区域と居住

制限区域については、2017年 3月までに避難指示を解除し、

住民の帰還を可能にするよう、除染の十分な実施などに取り組

むものとされている
20）。

d）仮置場と中間貯蔵施設
除染を進める上では、除染に伴って発生する除去土壌等を

保管・処分する場所が必要になるが、環境省は、2011年10月
に、この除去土壌等の保管・処分に関するロードマップを示

した
21）。その主たる内容は、①除染等に伴って発生する除去

土壌等について、最終処分が行われるまでの一定の期間、安

全に集中的に管理・保管するため、国が福島県に中間貯蔵施

設を確保し維持管理を行う、②除染特措法が全面的に施行さ

れる2012年1月からの 3年間は、除染特別地域にあっては

環境省が市町村またはコミュニティごとに仮置場を確保し、除

去土壌等を保管する、③政府は、2015年1月から中間貯蔵

施設の供用を開始できるよう最大限の努力を行う、④国は、

中間貯蔵開始後 30年以内に、福島県外で最終処分を完了す

るというものである。

しかし、中間貯蔵施設の整備は、こうしたスケジュールの

通りには進まず、2014年12月に大熊町、2015年1月に双葉

町が中間貯蔵施設の建設を容認、2015年 2月に、福島県と大

熊町と双葉町が除去土壌等の搬入を容認し、2015年 3月に

なってから、保管場（ストックヤード）へのパイロット輸送によ

る搬入が開始されることになったが、用地確保が難航してお

り、今なお完成までの見通しは立っていない。現在、環境省

が示している見通しは、復興期間の最終年であり、2020年東

京オリンピック・パラリンピックが開催される2020年度までに、

640 ～1,150 ha程度の用地を取得し、福島県内の除染土壌等

の推計発生量である約 1600万m3
～2200万m3

（減容化後）

のうち、500万～1250万m3
程度の除染土壌等を搬入するとい

うものである
22）。

なお、県外最終処分に関しては、2014年12月に日本環境

安全事業株式会社法の一部を改正した中間貯蔵・環境安全

事業株式会社法が施行され、国の責務として「中間貯蔵開始

後 30年以内に、福島県外で最終処分を完了するために必要

な措置を講ずる」と規定されることになった。しかし、今なお

具体的な場所は決まっていない。

（3）除染の実施状況等
a）除染の実施状況と除去土壌等の保管状況
先述の通り、帰還困難区域については、基本的に除染の対

象外とされているので、避難指示解除準備区域と居住制限区

域における除染の実施状況になるが、2016年 9月末現在、除

染特別地域に指定された11市町村のうち、川俣町、田村市、

楢葉町、川内村、川内村、大熊町、双葉町、葛尾村の7市町

村（64%）では除染が終了している一方で、南相馬市、富岡町、

浪江町、飯舘村の 4市町村（36%）では実施中である（表 4、
図 2）23 -26）。11市町村における対象数量の合計は、宅地が

22,097件、農地が9,870 ha、森林が5,676 ha、道路が1,504 
haであり、それぞれ実施率は 96%、71%、91%、82%となっ

ている。

除染に伴って発生する除去土壌等については、除染特別地

域の場合、すべて仮置場等で保管されている。2016年 9月末

現在の仮置場等の状況を見ると、11市町村における仮置場等

の箇所数の合計は、279箇所であり、7,127,112袋（m3
）の除去

土壌等が保管されている（表 5、図 3）27, 28）。これまでに発生し

た除去土壌等のうち、仮置場等から搬出されたのは 778,419 
m3
（10%）であり、そのうちの 96%は仮設焼却施設、4%は中

間貯蔵施設へと搬出されている。しかし、今なお多くの除去

土壌等が仮置場等に保管されている状況にあり、中間貯蔵施

設などへの搬出が終わっていないという意味では、すべての市

町村において、除染が完全に終了したところは存在しない。

b）被災家屋の解体撤去の実施状況
避難指示解除準備区域と居住制限区域に指定された地域

においては、2012年度から東日本大震災による全壊の家屋

の解体撤去、2013年度から半壊以上の家屋の解体撤去が進

められており、また、2014年度からは、帰還困難区域に指

定された地域を含めて、福島原発事故による長期避難に伴っ

て荒廃した家屋の解体撤去が進められている。この家屋の解

体撤去は、所有者等からの申請に基づき、除染特措法に基

づく除染ではなく、同法に基づく災害廃棄物処理事業として

実施されているものであり、除染との順序関係で言えば、二

重投資の回避や再汚染の防止を図るため、原則的には除染

に先立って実施することとされているものであるが、参考まで

に、以下にその実施状況について述べる。

表 6 は、2014年 9月から2016年 9月までの被災家屋の解

体撤去の実施状況の推移を整理したものである
29 -31）。2014

年 9月と2016年 9月を比較すると、申請受付済件数は 2,700
件程度から9,300件程度へ、解体撤去済件数は430件程度か

ら3,900件程度へと増加している。市町村ごとに見ると、田村
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表 4	 除染特別地域における除染の実施状況（2016 年 9月30日現在）

表 5	 除染特別地域における仮置場等の箇所数、保管物数及び搬出済保管物数（2016 年 9月30日現在）

注 1：�帰還困難区域については、「本格除染」が実施される特別地域内除染実施計画に基づく除染実施対象区域に含まれないことになっているので、この表は、基本的に避難指示解除

準備区域と居住制限区域における数量等を示すものである。

注 2：「除染対象区域人口」、「除染対象面積」、「除染の実施状況」の数値は、概数である。

注 3：�「仮置場等の確保」に関して、割合が表記されているものについては、必要とされる仮置場の面積に対して、借地契約済みの仮置場の面積が占める割合を指す。除染の進捗に応じて、

仮置場の必要面積の増減が発生することがあり、その場合、割合が増減することがある。

注 4：�「除染の実施状況」に関して、対象数量と実施数量は、それぞれの実数量を、上から3桁以下を四捨五入して上 2桁に丸めた値として表記されているが、実施率は丸めを行わない実数量をもとに算出されている。

注 5：�「除染の実施状況」に関して、実施率は、当該市町村において除染を実施できる条件が整った面積等に対して、一連の除染行為（除草、堆積物除去、洗浄等）が終了した面積等が

占める割合を指す。なお、「除染を実施できる条件が整った面積等」と「一連の除染行為が終了した面積等」は、今後の精査によって変わりうる。

注 6：�「除染の実施状況」に関して、実施率が100％に達した時点で、同意を得られていないものについては対象数量から除外されているが、これらについても最終的に同意が得られれば除染が実施される予定になっている。

注 7：�「除染の終了時期」は、各市町村の除染実施計画における除染対象のうち、同意を得られたものに対する面的除染が終了した（終了する）時期を指す。なお、同意を得られず面的

除染の対象とならなかった場合でも、最終的に同意が得られれば除染が実施される予定になっている。

注 8：「避難指示の解除」に関して、川内村では、2014 年 10 月1日に、それまで居住制限区域であった地域は避難指示解除準備区域に再編されている。

資料：環境省（2016）「国直轄除染の進捗状況（平成 28 年 9月 30 日時点）」、http://josen.env.go.jp/area/index.html（2016 年 10 月 31日に最終閲覧）

市町村
除染対象
区域人口
（人）

除染実施
対象面積
（ha）

避難指示
区域の
見直し

除染実施
計画の
策定年月日

仮置場等
の確保

除染の
同意取得

除染の実施状況 除染の
終了時期
（目途）

避難指示
の解除作業状況 集計項目 宅地（件） 農地（ha） 森林（ha） 道路（ha）

合計 61,200 24,800 - - - - -
対象数量 22,097 9,870 5,676 1,504

- -実施数量 21,297 7,050 5,166 1,234
実施率 96% 71% 91% 82%

川俣町 1,200 1,600 2013. 8. 8 2012. 8.10 確保済み 終了 終了
対象数量 360 480 500 68 2015.12

に終了

2017. 3. 31
に決定済み

実施数量 360 480 500 68
実施率 100% 100% 100% 100%

田村市 400 500 2012. 4. 1 2012. 4.13 確保済み 終了 終了
対象数量 140 140 190 29 2013.6

に終了
2014. 4. 1実施数量 140 140 190 29

実施率 100% 100% 100% 100%

南相馬市 13,300 6,100 2012. 4.16 2012. 4.18 確保済み ほぼ終了 実施中
対象数量 4,400 3,100 1,200 320 2017.3

までに
終了予定

2016. 7.12実施数量 4,300 1,200 810 150
実施率 98% 39% 68% 47%

楢葉町 7,700 2,100 2012. 8.10 2012. 4.13 確保済み 終了 終了
対象数量 2,500 810 450 170 2014.3

に終了
2015. 9. 5実施数量 2,500 810 450 170

実施率 100% 100% 100% 100%

富岡町 11,300 2,800 2013. 3.25 2013. 6.26 確保済み 終了 実施中
対象数量 6,000 670 460 170 2017.3

までに
終了予定

未定実施数量 6,000 660 460 170
実施率 100% 99% 100% 100%

川内村 400 500 2012. 4. 1 2012. 4.13 確保済み 終了 終了
対象数量 160 130 200 38 2014.3

に終了

2014.10. 1
2016. 6.14実施数量 160 130 200 38

実施率 100% 100% 100% 100%

大熊町 400 400 2012.12.10 2012.12.28 確保済み 終了 終了
対象数量 180 170 160 31 2014.3

に終了
未定実施数量 180 170 160 31

実施率 100% 100% 100% 100%

双葉町 300 200 2013. 5.26 2014. 7.15 確保済み 終了 終了
対象数量 97 100 6.2 8.4 2016.3

に終了
未定実施数量 97 100 6.2 8.4

実施率 100% 100% 100% 100%

浪江町 18,800 3,300 2013. 4. 1 2012.11.21 確保済み ほぼ終了 実施中
対象数量 5,800 1,900 380 240 2017.3

までに
終了予定

未定実施数量 5,100 990 360 190
実施率 88% 52% 95% 79%

葛尾村 1,400 1,700 2013. 3.22 2012. 9.28 確保済み 終了 終了
対象数量 460 470 630 110 2015.12

に終了
2016. 6.12実施数量 460 470 630 110

実施率 100% 100% 100% 100%

飯舘村 6,000 5,600 2012. 7.17 2012. 5.24 確保済み ほぼ終了 実施中
対象数量 2,000 1,900 1,500 320 2017.3

までに
終了予定

2017. 3. 31
に決定済み

実施数量 2,000 1,900 1,400 270
実施率 100% 100% 93% 84%

注 1：「仮置場等」には、仮置場のほか、一時保管所、仮仮置場等を含む。

注 2：「保管物数」の単位は「袋」である。なお、1 袋当たりの体積は、おおむね 1 m3
である。

注 3：�「②保管物の搬入が完了した仮置場等」とは、本格除染またはそれ以前の除染工事による除去土壌の搬入が完了したものを指す（フォローアップ除染等による除去土壌の搬入は、今後もあり得る）。

注 4：�「③搬出済保管物数」は、「①保管物の搬入が施工中の仮置場等」及び「②保管物の搬入が完了した仮置場等」とは重複しない。また、仮置場等からの搬出時に、減容化した保管

物等については複数個を 1 袋に集約して搬出することがあるため、中間貯蔵施設等が受け入れる袋数とは必ずしも一致しない。

資料：環境省（2016）「平成 28 年 9月 30 日時点の仮置場等の箇所数、保管物数及び搬出済保管物数（市町村別）」、

	 http://josen.env.go.jp/area/provisional_yard/number.html（2016 年 10月 31日に最終閲覧）

市町村

①保管物の搬入が
施工中の仮置場等

②保管物の搬入が
完了した仮置場等（注3） ① + ② の合計 ③搬出済保管物数

（累計）（注4）

箇所数 保管物数 箇所数 保管物数 箇所数 保管物数 うち
仮設焼却施設へ

うち
中間貯蔵施設へ

川俣町 25 392,858 17 219,716 42 612,574 0 0 0
田村市 - - 6 36,286 6 36,286 1,254 0 1,254
南相馬市 12 783,141 1 258 13 783,399 0 0 0
楢葉町 - - 23 585,251 23 585,251 3,465 0 3,465
富岡町 5 798,237 4 331,453 9 1,129,690 319,344 312,923 6,421
川内村 - - 2 93,748 2 93,748 1,600 0 1,600
大熊町 3 50,819 15 220,838 18 271,657 5,499 0 5,499
双葉町 1 6,819 7 115,925 8 122,744 6,287 0 6,287
浪江町 9 572,192 21 224,031 30 796,223 250,413 244,112 6,301
葛尾村 1 254 30 391,935 31 392,189 170,644 169,644 1,000
飯舘村 84 2,128,144 13 175,207 97 2,303,351 19,913 18,913 1,000
合計 140 4,732,464 139 2,394,648 279 7,127,112 778,419 745,592 32,827
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図 2	 除染特別地域における除染の実施状況の推移

資料 : �環境省（2013）「除染特別地域における計画に基づく除染の進捗状況（平成 25年 11月 8日付け）」

環境省（2014）「国直轄除染の進捗状況（平成26年 9月30日現在）」、http://josen.env.go.jp/area/index.html（2014年10月31日に最終閲覧）

環境省（2015）「国直轄除染の進捗状況の概要（平成27年9月30日時点）、http://josen.env.go.jp/area/index.html（2015年10月31日に最終閲覧）

環境省（2016）「国直轄除染の進捗状況（平成28年9月30日時点）」、http://josen.env.go.jp/area/index.html（2016年10月31日に最終閲覧）
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注：浪江町のみ、単位が
関係人の数（人）である。

注：浪江町のみ、単位が
関係人の数（人）である。
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図 3	 仮置場等の箇所数、保管物数及び搬出済保管物数
（m3） （m3）
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資料 : �環境省（2015）「平成27年 9月30日時点の仮置場等の箇所数・保管物数・搬出済保管物数（市町村別）」、

http://josen.env.go.jp/area/provisional_yard/number.html（2015年10月31日に最終閲覧）

環境省（2016）「平成28年 9月30日時点の仮置場等の箇所数、保管物数及び搬出済保管物数（市町村別）」、

http://josen.env.go.jp/area/provisional_yard/number.html（2016年10月31日に最終閲覧）

仮置場等における保管物数 搬出済保管物数

表 6	 廃棄物処理事業による被災家屋等の解体撤去の実施状況の推移

2014 年 9月29日時点 2015 年 9月 4日時点 2016 年 9月16日時点
申請受付済
件数

解体撤去済
件数 完了率 申請受付済

件数
解体撤去済
件数 完了率 申請受付済

件数
解体撤去済
件数 完了率

合計 2,654 430 - 6,249 1,209 - 9,316 3,893 -
川俣町 14 実施中 - 200 0 0 % 350 80 23 %
田村市 - 19 - 19 19 100 % 19 19 100 %
南相馬市 1,400 実施中 - 1,900 530 28 % 2,800 1,500 54%
楢葉町 750 実施中 - 1,200 460 38 % 1,243 780 63 %
富岡町 330 実施中 - 850 50 6 % 1,600 540 34%
川内村 60 - - 100 80 80 % 102 102 100 %
大熊町 - 実施中 - - 10 - 120 10 8 %
双葉町 - - - 20 0 0 % 22 2 9 %
浪江町 100 実施中 - 800 60 8 % 1,600 500 31%
葛尾村 - - - 180 0 0 % 360 90 25%
飯舘村 - 実施中 - 980 0 0 % 1,100 270 25%

注 1 : 申請受付済件数と解体撤去済件数は、基本的に概数である。

注 2 : 解体撤去済み件数は、完了検査が終了した件数である。

注 3 : 資料の制約から、合計欄の値と、各市町村の件数を合計した値は、一致しない場合がある。

資料 : �環境省（2014）「国直轄による福島県における災害廃棄物等の処理進捗状況（平成 26年 9月29日公表）」、http://shiteihaiki.env.go.jp/initiatives_
fukushima/waste_disposal/pdf/progress_1409.pdf（2016年10月31日に最終閲覧）

環境省（2015）「国直轄による福島県における災害廃棄物等の処理進捗状況（平成 27年10月2日公表）」、http://shiteihaiki.env.go.jp/initiatives_
fukushima/waste_disposal/pdf/progress_1509.pdf（2016年 10月31日に最終閲覧）

環境省（2016）「国直轄による福島県における災害廃棄物等の処理進捗状況（平成 28年 9月30日公表）」、http://shiteihaiki.env.go.jp/initiatives_
fukushima/waste_disposal/pdf/progress_1609.pdf（2016年10月31日に最終閲覧）
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市と川内村では既に解体撤去が終了しているが、その他の 9
市町村では今なお実施中という状況にある。申請受付は、原

則的に避難指示が解除されるまで行われているので、田村市

と川内村を除く9市町村のうち、南相馬市、楢葉町、葛尾村

の3市町村では、申請受付済件数は 2016年 9月時点で頭打

ちになったと考えられるが、その他の 6市町村では、今後、さ

らに申請受付件数が増加するものと推測される。

家屋の解体撤去の状況について、避難指示の解除の状況と

の関係で見ると、既に避難指示が解除されたのは田村市、南

相馬市、楢葉町、川内村、葛尾村の5市町村であるが、南相

馬市、楢葉町、葛尾村では、家屋の解体撤去の完了率が

100%になっていない。これは、避難指示が解除された後で
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川内村の地上1 m高さの空間線量率

（
µS
v/
h）

3.5

3.0

2.5

2.0

1.5

1.0

0.5

0.0

●除染前の測定時期 : 2012年8月10日～ 2014年 1月14日
●除染後の測定時期 : 2012年8月21日～ 2014年 1月20日
●事後の測定時期 : 2014年6月14日～ 2014年9月15日

総合計	 宅地	 農地	 森林	 道路
（N=13,449）	（N=2,605）	（N=1,933）	（N=1,967）	（N=6,944）

除染前 除染後 事後

大熊町の地上1 m高さの空間線量率

（
µS
v/
h）

3.5

3.0

2.5

2.0

1.5

1.0

0.5

0.0

●除染前の測定時期 : 2012年12月20日～ 2014年6月30日
●除染後の測定時期 : 2013 年2月14日～ 2014年8月22日
●事後の測定時期 : 2014年10月13日～ 2015年3月26日

総合計	 宅地	 農地	 森林	 道路
（N=10,177）	（N=3,881）	（N=1,720）	（N=2,368）	（N=2,208）

除染前 除染後 事後

田村市の地上1 m高さの空間線量率

（
µS
v/
h）

3.5
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2.5

2.0

1.5

1.0

0.5

0.0

●除染前の測定時期 : 2012年7月25日～ 2013年 5月23日
●除染後の測定時期 : 2012年8月7日～ 2013年 5月30日
●事後（1 回目）の測定時期 : 2013年9月14日～ 2013年11月26日
●事後（2回目）の測定時期 : 2014年10月1日～ 2015年1月26日

総合計	 宅地	 農地	 森林	 道路
（N=7,980）	（N=2,861）	（N=3,707）	（N=3,171）	（N=1,412）

除染前 除染後 事後（1回目） 事後（2回目）

楢葉町の地上1 m高さの空間線量率

（
µS
v/
h）

3.5

3.0

2.5

2.0

1.5

1.0

0.5

0.0

●除染前の測定時期 : 2012年6 月26日～ 2014 年 1 月29日
●除染後の測定時期 : 2012年9月17日～ 2014 年 3月25日
●事後（1 回目）の測定時期 : 2014年5月19日～ 2015年2月12日
●事後（2回目）の測定時期 : 2015年5月12日～ 2016年2月3日

総合計	 宅地	 農地	 森林	 道路
（N=67,841）	（N=40,959）	（N=11,443）	（N=5,925）	（N=9,514）

除染前 除染後 事後（1回目） 事後（2回目）

図 4	 除染の前後と事後モニタリングにおける地上1 m高さの空間線量率
資料 : �環境省の除染情報サイトの「事後モニタリングの状況について」、http://josen.env.go.jp/area/ex_post_monitoring/index.html

（2016年10月31日に最終閲覧）
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K. Kawasaki

も、戻るべき自宅が存在しない住民がいるということを意味し

ている。また、家屋の解体撤去の状況について、宅地除染の

実施状況との関係で見ると、宅地除染の対象数量に対する家

屋解体撤去の受付済件数の割合は、例えば、既に除染も家

屋の解体撤去も終了した田村市では 14%、川内村では 64%
であるなど、避難指示の解除が相対的に遅い市町村ほど高い

という傾向が見られるものの、事情は市町村によって異なって

いる。また、先述の通り、家屋の解体撤去は、原則的には除

染に先立って実施することとされているが、実際には両者は必

ずしも連動して進められているわけではなく、むしろ除染の方

が早い時期から実施され、2017年3月までに終了させるとのス

ケジュールに合わせて進められているので、除染が終了した市

町村であっても、家屋の解体撤去が終了していない市町村が

多くなっている。

なお、解体撤去に伴う廃棄物については、直接的に焼却場

に搬出された田村市を除き、それぞれの市町村の仮置場に搬

出されている。再生利用が可能な廃棄物については再生利用、

残りの不燃物については埋立処分、可燃物については仮設焼

却施設で焼却した上で、放射能濃度に応じて中間貯蔵施設ま

たは管理型処分場（フクシマエコテッククリーンセンター）で埋

立処分などを行うものとされている。

（4）除染の線量低減効果
除染の線量低減効果について、環境省が除染終了後の事後

モニタリングの結果を含めてデータを公表している田村市、楢

葉町、川内村、大熊町の 4市町村を対象として分析する（図4）。
一般に、除染の線量低減効果は、除染実施前の空間線量

率が高いほど高くなるが、4市町村の除染の実施前後における

線量平均値を見ると、全体としては、除染実施前の線量平均

値が最も低い田村市では 0.69 µSv/hから 0.51 µSv/hへ（低

減率 26%）、楢葉町では 0.78 µSv/hから 0.46 µSv/hへ（低

減率 41%）、川内村では 1.15 µSv/hから 0.72 µSv/hへ（低

減率 37%）、最も高い大熊町では 2.32 µSv/hから1.19 µSv/
hへ（低減率 49%）と低減している。しかし、除染の線量低減

効果は地目によって異なっており、例えば、宅地については、

いずれの市町村でも4 ～ 5割の低減率になっているが、森林
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2013 年調査

図 5	 �「除染特別地域における除染の方針
（除染ロードマップ）」に関する評価

表 7	 「除染特別地域における除染の方針（除染ロードマップ）」に関する評価

2013 年調査
選択 不適切である理由

川俣町 不適切
●明確な放射線量低減目標時期の提示がない。
●再除染に対する考え方が見受けられない。

田村市 無回答

南相馬市 適切 -
楢葉町 適切 -

富岡町 不適切
●�除染ロードマップでは、帰還困難区域を除く2 区域について、平成 25 年度末までに除染作業を終えるこ
ととなっているが、当町では物理的に不可能。

川内村 適切 -
大熊町 無回答 ●どちらとも言えない。

双葉町 不適切

●�モデル事業の結果とその後の経過を確認せずに、ロードマップを机上のみで作成し、これを基準として押

し付ける方法は不適切であり、被災地の感情を踏みつけるもの。除染の効果と以後の経過を確認した後に、

基礎データをもとにしたロードマップを作成すべきであり、遠からず見直しを迫られるものと考える。

浪江町 無回答

葛尾村 不適切

●�除染の実施期間について、除染モデル事業、先行除染によってある程度の進捗速度は把握できているに

もかかわらず、依然として 25 年度中を目途にし、現実に即したものとなっていないため。
●�除染の目標となる線量について、先行除染によって知見が集積されているにもかかわらず、依然として%
表記による漠然とした数値のみを提示しているため。

飯舘村 不適切
●国の区域見直しの区域ごとの除染計画は、自治体の意向に沿っていない。
●除染ロードマップを策定する時に自治体との協議がなかった。

N =11

不適切適切 無回答

注：�「無回答」には、アンケート

調査票を回収できなかった

2市町村（18％）が含まれて

いる。

27%

45%

27%

注：斜体の文字は、設問として求めた回答ではないが、市町村が記入した補足回答を指す。
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については、いずれの市町村でも除染実施前の空間線量率が

相対的に高いものの、2割程度の低減率になっている
E）, 32）。

また、事後モニタリングの結果を見ると、除染実施後の空間

線量率は、すべての市町村のすべての地目において、放射能

の自然減衰などに伴って低減している。しかし、すべての市町

村のすべての地目において、平均としては、除染の実施基準と

なっており、多くの住民に除染の目標値として定着している

0.23 µSv/hを超えている。

3．除染特別地域に指定された市町村の
除染に関する評価・見解

（1）�「除染特別地域における除染の方針
	 （除染ロードマップ）」に関する評価
環境省が2012年1月に公表した「除染特別地域における除

染の方針（除染ロードマップ）」に関する評価については、先に

触れた通り、2013年 9月に公表された「除染の進捗状況につい

ての総点検」において、スケジュールをはじめ除染方針を変更

するとの方針が示され、同年12月にスケジュールの変更が行

われたため、2013年調査にのみ設けた問いであるが、これを

「適切」と認識していたのは 3市町村（27%）、「不適切」と認識

していたのは、2013年12月に除染終了時期が延期になった市

町村を中心とする5市町村（45%）、無回答は 3市町村（27%）
である（表 7、図 5）。
「不適切」の理由は、除染の進捗状況に関することをはじめ、

多様である。具体的には、富岡町と葛尾村は、スケジュール

が現実的ではないこと、双葉町は、スケジュールを含めてロー

ドマップが除染の効果と以後の経過に基づかない机上のもの

にすぎないこと、川俣町は、線量低減目標時期が明確にされ

ていないこと、フォローアップ除染に関する考え方が示されて

いないこと、葛尾村は、上記のことに加えて、除染の目標が

低減率で示されているのみであり絶対的な線量で示されてい

ないこと、飯舘村は、避難指示区域の区分ごとに計画が作ら

れていて自治体の意向に沿っていないこと、ロードマップを策

定するときに自治体との協議がなかったことを挙げている。

（2）国の除染に関する取り組みについての評価
国の除染に関する取り組みについては、2013年調査では 3

市町村（27%）が無回答であることもあって、2014年調査以降

とは単純に比較することはできないが、一貫して「不適切」と

認識している市町村が半数を超えている（表 8、図 6）。
「不適切」の理由は多岐にわたるが、一貫して挙げられてい

るのは、住民に対する説明が不足していることや住民に寄り

添ったものになっていないこと（2013年調査の川俣町、葛尾
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表 8	 国の除染に関する取り組みについての評価

2013 年調査 2014 年調査 2015 年調査 2016 年調査
選択 不適切である理由 選択 不適切である理由 選択 不適切である理由 選択 不適切である理由

川俣町 不適切

●仮置場の設置の遅延。
●住民への説明不足。
●山林除染の方針がない。
●�担当者が短期間で替

わるため、意向が伝わ

りにくいことがある。

不適切

●�住民の不安解消への

要望は多岐にわたる

が、ガイドラインに固

執し、住民に寄り添っ

た対応をしていない。
●�森林除染の見通しが

ない。

不適切

●�住民の不安解消への

要望は多岐にわたる

が、ガイドラインに固

執し、住民に寄り添っ

た対応をしていない。
●�森林除染の見通しが

ない。

不適切

●�取り残し箇所がある

ため、フォローアップ

除染の徹底を要望する。

田村市 無回答 適切 - 適切 - 適切 -

南相馬市 不適切 ●着手に遅れが出ている。 適切 - 適切 - 適切 -

楢葉町 適切 - 適切 - 適切 - 適切 -

富岡町 不適切

●�国が除染作業を実施

するにあたり、詳細

な実施計画（地区ご

との実施時期など）

が示されていないた

め、町民に対して説

明ができない状況で

ある。

不適切

●�除染が進んでいない

ために、現在、示され

ている工期まで終了

する可能性が低い。

不適切

●�帰還困難区域に隣接す

る居住制限区域の除染

の取り扱い、舗装のク

ラック・つなぎ目部分

や局所的に高い部分な

ど、当初想定していな

かった問題が噴出して

きている。

不適切

●�元の線量の 5割～8割
の低減を目標としてい

るので、高線量地区の

住民の場合は十分に下

がりきっていないところ

がある。フォローアップ

除染も進めているが、

住民には年間 1 mSv
を換算した 0.23 µSv/h
が浸透しており、その

線量になるまで線量の

低減が求められる。

川内村 適切 - 適切 - 適切 - 適切 -

大熊町 無回答

●�どこまでの取り組みの、

どの部分に対して適切か

どうかの判断ができな

いので、回答できない。
不適切

●�空間線量率が比較的

低い帰還困難区域の

除染を要望している

が、空間線量率では

なく、区域区分での

除染実施計画の策定

であるため、実施の見

通しは立っていない。

不適切

●�帰還困難区域全域

の除染を早く実施し

て欲しい。

不適切

●�帰還困難区域の除

染がまだ一部しか実

施されておらず、区

域全域の除染を早期

に着手して欲しい。

双葉町 不適切

●�除染の目的とモデル

事業の結果が曖昧な

ままゼネコンに事業

を発注し、ノウハウの

蓄積と検証のないま

まに多額の経費を急

激に投下し、結果とし

て、ガイドブックや基

準表、労務単価の変

動・改訂という事態を

生んでいる。実態と除

染の意味と効果、そ

の後に来るもの（除染

水、土壌、除染廃棄物

など）を十分な検討な

しで進めようとする姿

勢には、何を急ぐのか

といった疑問を持つ

人たちが多い。
●�新しい除染技術の開

発があっても、従来の

方法をしばらくの間と

り続け、放射性物質

の拡散を進めたこと

は、姿勢としてはあま

り良いものではない。

不適切

●�常に後手後手の対応

である。特に、国道 6
号線の除染終了が 3
年以上かかったのは

酷い。

不適切

●�不適切除染等がマス

コミ報道されている

が、今後は不適切

除染がないよう受注

業者との報告、連絡、

相談を密に行ってい

ただきたい。
●�地権者等の関係者へ

の説明が適切ではな

く、町に対して「環

境省から説明がな

い。除染の必要性を

感じない。」などの苦

情が寄せられている。
不適切

●�地権者等の関係者へ

の説明が適切ではな

く、町に対して「環

境省から説明が不十

分である」等の苦情

が寄せられている。
●�環境省の本省と福島

環境再生事務所との

間での連携が不足し

ている（特に本省が現

場の現状を理解して

いないように感じる）。

浪江町 無回答 不適切

●�町民の希望する除染

が実施されていない。

町民にもっと寄り添っ

た除染をしてほしい。
●�計画通りの工程で除

染が進んでおらず、

計画の見直しが2013
年末に行われた。計

画通りに除染を進め

ていただきたい。

不適切

●�除染の低減目標値

（低減率ではなく絶

対値）及びフォローアッ

プ除染の基準が明確

に設定されていない。
●�中間貯蔵施設の建設

の遅れのため、仮置場

期間3年程度を大幅に
超える恐れがある。

不適切

●�中間貯蔵施設の建設

が遅れているため、仮

置場の契約年数（3年）
を超過する可能性が

ある。早急に対応して

いただきたい。
●�除染の低減目標値（低

減率ではなく絶対値）

及びフォローアップ除染

の基準値が明確に設定

されていない。明確に

しなければ何をもって

除染が完了したと言え

るのか不透明である。
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2013 年調査 2014 年調査 2015 年調査 2016 年調査
選択 不適切である理由 選択 不適切である理由 選択 不適切である理由 選択 不適切である理由

葛尾村 不適切

●�自治体の要望した事

項がくみ取られない

ケースが多い。自治体

や住民の要望をくみ

取り、住民が帰還す

るために必要な除染

を確実に実施するよ

う要望したい。
●�仮置場の必要面積や、

作業員の確保等、事前

に試算して把握しなけ

ればならないケースに

ついて試算が甘く、除

染開始後に問題を孕

むケースが多い。

不適切

●�基準を設けていない

ため、除染をしただけ

で終了となっており、

前よりも空間線量が下

がっただけで、安全と

は言い切れない。
●�住宅・農地や林縁部

20 mの森林の除染を
するだけであり、居住

空間が森林に囲まれ

ているところは、今な

お線量が高い。

不適切

●�農地除染後の農地が

営農再開できる状態

にはないため、農業

者の営農再開に向け

た準備作業の負担が

大きく、意欲を削いで

いる。特に農業者に

負担をかけている作

業（均平、客土流出に

よる圃場整形及び水

路管理、農道等の管

理）などを実施してほ

しい。

不適切

●�特別地域除染計画に

則り、概ね適切に実

施されていたと思わ

れるが、特別地域除

染計画自体が生活圏

の除染を優先する内

容であったことから、

森林の除染について

は生活環境に影響す

る範囲にとどまって

おり、森林除染につ

いては不十分な部分

がある。

飯舘村 不適切

●�国のガイドラインの除

染内容が、村民が意

とする、村民に寄り

添ったものになって

いない。

適切 - 不適切

●�国の除染は、住環境周

辺だけであり、営農再

開や生活環境の回復

に資する除染にはなっ

ていないので、特に河

川、ため池、水路、里

山等の除染を求める。
●�現在の除染方法では、

高線量地区の線量低

減に限界があるので、

法面の剥ぎ取りや林

縁部の剥ぎ取りを求

める。

不適切

●�除染工事の目標線量

値がない。
●�生活圏の宅地周りの

除染であり、河川、た

め池、水路や里山等

の除染計画がない。
●�除染をしても、高線

量地区の放射線量が

下がりきらない。

表 8	 国の除染に関する取り組みについての評価（続き）

注：斜体の文字は、設問として求めた回答ではないが、市町村が記入した補足回答を指す。

図 6	 国の除染に関する取り組みについての評価

注：�2013 年調査の「無回答」には、アンケート調査票を回収でき

なかった 2市町村（18％）が含まれている。

N =11
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図 7	 国による除染の進み具合についての評価

注：�2013 年調査の「無回答」には、アンケート調査票を回収でき

なかった 2市町村（18％）が含まれている。
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村、飯舘村、2014年調査の川俣町、浪江町、2015年調査の

川俣町、双葉町、2016年調査の双葉町）、森林や河川・ため

池などの除染が実施されていないこと（2013年調査の川俣町、

2014年調査の川俣町、葛尾村、2015年調査の川俣町、飯舘村、

2016年調査の葛尾村、飯舘村）、除染の実施や中間貯蔵施設

の整備が計画通りに進んでいないこと（2013年調査の南相馬

市、2014年調査の富岡町、双葉町、浪江町、2015年調査の

浪江町、2016年調査の浪江町）である。また、近年では、除

染が進展してきたことを背景として、除染の目標値やフォロー

アップ除染の実施基準値が定められていないため、除染終了

の妥当性について判断することができないこと（2014年調査の

葛尾村、2015年調査の浪江町、2016年調査の富岡町、浪江町、

飯舘村）が多く挙げられている。

（3）国による除染の進み具合についての評価
国による除染の進み具合については、2013年調査では 3市

町村（27%）が無回答であることもあって、2014年調査以降と

は単純に比較することはできないが、一貫して「遅い」または

「とても遅い」と認識している市町村が多く、2014年調査以降

では 6割を超えている（図 7）。
「遅い」または「とても遅い」と認識しているのは、2013年

12月に除染終了時期が延期になり、今なお除染が終了してい



©Journal of the Society for 

Remediation of Radioactive 

Contamination in the Environment

表 9	 福島県の除染に関する取り組みについての評価

2013 年調査 2014 年調査 2015 年調査 2016 年調査
選択 不適切である理由 選択 不適切である理由 選択 不適切である理由 選択 不適切である理由

川俣町 不適切

●�国への積極的な働き

かけが弱い（市町村の

意向をきちんと国へ働

きかけていない）。

不適切

●�国のガイドラインから

一歩前に出る姿勢が見

えない。住民が求める

除染の要望・苦情は、

市町村が受けている。
●�国への積極的な働きか

けが弱い（市町村の意

向をきちんと国へ働き

かけていない）。

不適切

●�国のガイドラインから

一歩前に出る姿勢が見

えない。住民が求める

除染の要望・苦情は、

市町村が受けている。
●�国への積極的な働きか

けが弱い（市町村の意

向をきちんと国へ働き

かけていない）。

適切 －

田村市 無回答 不適切

●�中間貯蔵施設への

除染除去物搬出に係

る環境省との調整及

び対応の遅さ。
無回答

●�適切な選択肢がない。

環境省に対する福島県

の関わりということで

あれば、特別地域に

関して県に希望するこ

とはない。

無回答

●�適切な選択肢がない。

環境省に対する福島県

の関わりということで

あれば、特別地域に

関して県に希望するこ

とはない。

南相馬市 無回答 - 無回答

●�県と国の関係が不明確

なため判断がつかない。 不適切

●�除染特別地域についての

福島県の除染に対する取

り組みが見られない。

不適切

●�除染特別地域についての

福島県の除染に対する取

り組みが見られない。

楢葉町 無回答
●�あまり関わりがないの

でわからない。
適切 － 適切 － 適切 －

富岡町 不適切

●�今まで実施してきた除

染に関する各種協議の

場にほとんど出席した

ことがない。定期的な

アンケートを集約した

だけで現実を把握でき

るのか疑問である。

不適切

●�定期的なアンケート

を取るだけでなく、現

状を把握することが大

事である。
●�住民が要望している立

木等の伐採を行うた

め、ガイドラインの改

定が必要だが、県は手

も出さず静観している。

不適切

●�国直轄除染に対して

福島県は、手も出さ

ず静観している状況

である。

不適切

●�県は国直轄除染に対

して傍観しているだけ

であり、具体的な進言

があまりない。国直轄

の除染地域に対して

も県は何かしらの考え

を示す必要がある。

川内村 不適切

●�当初は、除染事務が

市町村担当者の負

担にならないような

申請方法にしたいと

言っていたが、除染

交付金の申請が徐々

に厳しくなってきてお

り、交付申請が非常

に煩雑になってきて

いる。
●�県管理道路の除染ス

ピードが非常に遅い。
●�県管理施設（県道等）

の除染廃棄物のため

の仮置場を確保してい

ないこと。

適切 － 適切 － 適切 －

大熊町 無回答

●�どこまでの取り組み

の、どの部分に対して

適切かどうかの判断が

できないので、回答で

きない。

無回答

●�大熊町は、国により除

染特別地域に指定され

ており、福島県との関

わりがあまりないため、

除染に対する何の取り

組みの部分が適切かど

うかの回答はできない。

無回答

●�当町は国直轄事業のた

め福島県とはあまり関わ

りがないため回答でき

ない。しかしこれから

も福島県から国へ帰還

困難区域の除染の早期

着手を要望して欲しい。

無回答

●�当町は国直轄事業のた

め福島県とはあまり関

わりがないため回答で

きない。しかし福島県

から国へ帰還困難区域

の除染の早期着手を積

極的に要望して欲しい。

双葉町 不適切

●�環境省が前面に出て

色々と対応するため、

県の存在感がいまいち

弱いイメージがある。
●�町単位で区切った除

染計画は意味が無く、

県がその汚染度合い

に応じた広域的なプ

ランを提示すべきで

はなかったかと考え

る。川上の町を除染

しなければ、川下の

町の除染は一時的な

効果しか望めない。な

ので、広域的に改善

するという考えはな

かったのか疑問。

不適切

●�当町の除染は国管

轄なので、県は直接

絡んでくることはな

く、町の要望を国に

伝える程度である。

実際、除染関係で県

と打合せをもったのは

一度だけである。

不適切

●�直轄除染に関して県

の姿が見えない。

不適切

●�直轄除染に関して県

の姿が見えない。

124

K. Kawasaki



©Journal of the Society for 

Remediation of Radioactive 

Contamination in the Environment

表 9	 福島県の除染に関する取り組みについての評価（続き）

注：斜体の文字は、設問として求めた回答ではないが、市町村が記入した補足回答を指す。

2013 年調査 2014 年調査 2015 年調査 2016 年調査
選択 不適切である理由 選択 不適切である理由 選択 不適切である理由 選択 不適切である理由

浪江町 無回答 不適切

●�県管轄不動産等の除

染や復旧工事が実施

される際、県も仮置

場の確保や円滑な除

染の実施のために協

力していただきたい。
●�他の除染特別地域の

市町村と連携していか

なければならない場

面が出てきた際には、

取りまとめ役として先

頭に立って除染が進捗

していくように行動し

ていただきたい。

不適切

●�県では国直轄除染で

あるとしても、各地域

の除染手法や工程な

どの違いの聞き取りや

積極的な除染現地監

視などを行い、市町村

間の取りまとめ役とし

て先頭に立って除染が

進捗していくように行

動していただきたい。
●�県管轄不動産等の除

染や県道復旧工事が

実施される際、県が

仮置場の確保や円滑

な除染業務の実施の

ための協力をしていた

だきたい。

不適切

●�県では国直轄除染で

あるとしても、各地域

の除染手法や工程な

どの違いの聞き取りや

積極的な除染現地監

視などを行い、市町村

間の取りまとめ役とし

て先頭に立って除染が

進捗していくように行

動していただきたい。
●�県管轄不動産等の除

染や県道復旧工事が

実施される際、県が

仮置場の確保や円滑

な除染業務の実施の

ための協力をしていた

だきたい。

葛尾村 不適切

●�国直轄除染区域での対

応がおざなりである。

不適切

●�市町村により、除染方

法等が異なっており、

市町村ごとに環境省と

調整をとってきた。県

はもっと積極的に市町

村の立場に立って国に

要請すべきである。

不適切

●�農林地除染連絡会等

で各省庁との連携は

とっているが、もう少

しきめ細やかな市町村

連携をお願いしたい。

適切 －

飯舘村 無回答

●どちらとも言えない。

適切 － 不適切

●�福島県の対応は、震

災時でも平時の対応

であり、除染や復興工

事の土取りの申請緩和

などをせずに、工事

進捗の妨げになってい

る状況である。
●�復興の工事に際し、職

員の市町村派遣や県

条例の規制緩和など

を積極的にすることを

求める。

不適切

●�県内の状況をよく知

る福島県が主となり、

除染を主導するべき。
●�権限（財源）移譲す

べき。

図 8	 福島県の除染に関する取り組みについての評価

注：�2013 年調査の「無回答」には、アンケート調査票を回収でき

なかった 2市町村（18％）が含まれている。
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ない市町村、または、除染が終了していても除染が未実施の

帰還困難区域が指定された市町村が多い。「普通」と認識して

いるのは、先述の除染ロードマップにおいて示されたスケ

ジュールの通りに、2013年度で除染が終了になった市町村が

多い。

（4）福島県の除染に関する取り組みについての評価
除染特別地域の除染に関する福島県の役割としては、市町

村との直接的なかかわりで言えば、広域自治体としての市町

村間の調整・連携、市町村の要望を実現するための国への働

きかけ、職員の派遣などを通じた人的支援、県所有・管理不

動産の除染などがあり、間接的なかかわりで言えば、講習会

の開催などを通じた除染事業者の育成、設計・積算基準や除

染技術指針などの整備、除染に関する情報提供を通じた住民

の理解促進などがある。

その福島県の除染に関する取り組みについては、2013年調

査では 6市町村（55%）が無回答であることもあって、2014年
調査以降とは単純に比較することはできないが、一貫して「不

適切」と認識している市町村がほぼ半数を占めている（表 9、

図 8）。
「不適切」の理由としては、そもそも何もやっていない、あ

るいは、姿すら見えないというものが最も多く（2013年調査、

富岡町、双葉町、葛尾村、2014年調査の川俣町、富岡町、双

葉町、2015年調査の川俣町、南相馬市、富岡町、双葉町、

2016年調査の南相馬市、富岡町、双葉町）、無回答の市町村



©Journal of the Society for 

Remediation of Radioactive 

Contamination in the Environment

表10	 除染によって達成すべき空間線量率

2013 年調査 2014 年調査 2015 年調査 2016 年調査

選択 選択 理由 選択 理由 選択 理由

川俣町 原発事故前

と同程度
0.23 µSv/h

●�非直轄除染である町の除

染計画では、0.23 µSv/hを
記載している。国直轄除

染であっても同じ町民であ

るので、同様に考えている。

0.23 µSv/h 無回答 0.23 µSv/h

●�報道等により、個人被ば

く線量ではなく、空間線

量率で 0.23 µSv/h が基
準として広く住民に浸透

しているため。

田村市 無回答 無回答 無回答 ●適切な選択肢がないため。 無回答 ●適切な選択肢がないため。

南相馬市 0.23 µSv/h 0.23 µSv/h

●�長期目標である年間追加

被ばく線量 1 mSv の空
間線量率であるため。

0.23 µSv/h

●�国は、放射性物質汚染

対処特措法の基本方針

において、土壌等の除

染等の措置に係る目標

値について、「長期的な

目標として追加被ばく線

量が年間 1ミリシーベル
ト以下となること」を目指

すとしていることから。

0.23 µSv/h

●�国は、放射性物質汚染

対処特措法の基本方針

において、土壌等の除

染等の措置に係る目標

値について、「長期的な

目標として追加被ばく線

量が年間 1ミリシーベル
ト以下となること」を目指

すとしていることから。

楢葉町 0.23 µSv/h 0.23 µSv/h
●�当初、国が目標として除

染に取り組んだ数値であ

るから。

0.23 µSv/h
●�国が目標とする年間追加

被ばく線量 1 mSv の根
拠となる線量であるため。

0.23 µSv/h
●�国が目標とする年間追加

被ばく線量 1 m ㏜の根拠
となる線量であるため。

富岡町 0.23 µSv/h 0.23 µSv/h

●�原発事故前の基準であ

る年間 1 mSv の上限値

である 0.23 µSv/h が広
く世間に浸透し、それ以

上の値になった場合に、

どのような健康被害が生

じるのか科学的根拠が

示されていないため。

0.23 µSv/h

●�原発事故前の基準である

年間 1ミリシーベルトの上

限値である毎時 0.23 µSv/
h が広く世間に浸透し、そ
れ以上の値になった場合

にどのような健康被害が生

じるのか科学的根拠が示

されていないため。

0.23 µSv/h

●�年間 1ミリシーベルトの

上限値である 0.23 µSv/
h が広く住民に浸透して
おり、それ以上の線量に

なった場合にどのような

健康被害が生じるのか科

学的根拠が示されていな

いため。

川内村 0.23 µSv/h 0.23 µSv/h

●�汚染状況重点調査地域を

指定する際の基準となる

0.23 µSv/h以下と考える。 0.23 µSv/h

●�除染を必要とする基準と

して 0.23 µSv/h 以上の
数字が定着していること

もあり、基準値以下であ

れば住民の不安を払拭

できると考える。

0.23 µSv/h

●�除染を必要とする基準と

して 0.23 µSv/h 以上の
数字が定着していること

もあり、基準値以下であ

れば住民の不安を払拭く

できると考える。

大熊町 無回答

その他

（具体的な

数値は

無回答）

●�「原発事故前と同程度」

と回答したいが、現実を

見ればそれは不可能であ

り、事故後、新聞報道等

により、年間 1 mSv（0.23 
µSv/h）が一人歩きしてい
る感が否めない。最近の

新聞報道では、これらの

基準が見直される可能性

があるとの話があるので、

どこまで除染を続けるべ

きかの判断はできない。

無回答

●�空間放射線率の考え方は

個人差があるので一概に

回答できない。

その他

（具体的な

数値は

無回答）

●�空間線量の考えには個

人差があるので一概に

回答できないが、可能な

限り線量低減すべき。

双葉町 0.23 µSv/h

その他

（具体的な

数値は

無回答）

●�そもそも年間 1 mSv 以
下の被ばくは安全であ

るという説自体が眉唾物

であり、逆にそれを超え

る年間 2～ 4 mSv/年程
度被ばくしていると言わ

れている航空会社の搭

乗員、ましてや 20 mSv/
年の原発作業員などは、

みな癌などの病気になっ

ているのか。また、平地

を除染しても、それより

も高い位置にある山など

からの汚染物質の流入

は止めようがなく(山を

丸坊主にして表土を剥ぐ

ことは、それによる災害

等が予測されるので物理

的に無理 )、何度も除染

を行う羽目になり、莫大

な費用と時間がかること

になる。よって、目標数値

を挙げること自体がナン

センスだと考える。

0.23 µSv/h

●�特別地域内除染実施計

画に「長期的目標として

追加被ばく線量が年間 1
ミリシーベルト以下とな

ることを目指し」と記載

されているため。

0.23 µSv/h

●�特別地域内除染実施計

画に「長期的目標として

追加被ばく線量が年間 1
ミリシーベルト以下とな

ることを目指し」と記載

されているため。
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表10	 除染によって達成すべき空間線量率（続き）

2013 年調査 2014 年調査 2015 年調査 2016 年調査

選択 選択 理由 選択 理由 選択 理由

浪江町 無回答
原発事故前と

同程度

●�今回の事故は東京電力

が起こした人災であり、

国が責任を持って除染

を実施するということに

なっている。町としては、

汚してしまったものは元

通りに綺麗にするという

のは当たり前であり、原

発事故前の状況に戻す

べきと考える。

原発事故前と

同程度

●�除染計画の中では、年

間追加被ばく線量が長

期的に 1ミリシーベルト
としている。原状に近

い状態に回復する責任

が国または東京電力に

あるため。

原発事故前と

同程度

●�除染計画の中では、年

間追加被ばく線量が長

期的に 1ミリシーベルト
としている。原状に近

い状態まで回復させる

責任と義務が国、東京

電力にあるため。帰還

困難区域も同様である。

葛尾村 0.23 µSv/h 0.23 µSv/h

●�「原発事故前と同程度」

と答えたいところではあ

るが、国で目標としてい

る年間積算量 1 mSv 以
下と考える。 原発事故前と

同程度

●�原発事故前に戻すこと

が当然であり、不可能で

も努力すべきである。

原発事故前と

同程度

●�除染は、ここまでで終了

というものではなく、新

たな知見や技術を基に、

少しづつでも範囲を広げ

ていくべきものと考える。

そのため、強いて目標を

掲げるとすれば、長期的

には原発事故前と同程度

まで線量を低減すること

が適切であると考える。

飯舘村 その他

（1µSv/h）
その他

（1 µSv/h）

●�当面、村の除染目標を、

5 mSv/年としている。
その他

（1 µSv/h）

●�村の復興計画では、年間

5 mSv を目指しており、
高線量地区では、除染

後もまだまだ低減しない

状況である。

0.23 µSv/h

●�除染により安全は確保さ

れても、安心を得るため

には年間 1 mSvを目指
すべき。

注：斜体の文字は、設問として求めた回答ではないが、市町村が記入した補足回答を指す。

図 9	 除染によって達成すべき空間線量率

注：�2013 年調査の「無回答」には、アンケート調査票を回収でき

なかった 2市町村（18％）が含まれている。

N =11

2013年

2014年

2015年

2016年

0%	 20%	 40%	 60%	 80%	 100%

9% 55% 27% 9%

18% 55% 9% 18%

18% 64% 9% 9%

55% 9%9% 27%

0.23 µSv/h原発事故前と同程度 その他 無回答

図 9	 除染によって達成すべき空間線量率
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でも同様の趣旨を補足的に回答しているところもある（2013年
調査の楢葉町、2014年調査以降の大熊町）。また、国への働

きかけが弱いこと（2013年調査の川俣町、2014年調査の川俣

町、田村市、葛尾村、2015調査の川俣町）、県所有・管理不

動産等の除染に関する取り組みが不十分であること（2013年
調査の川内村、2014年調査以降の浪江町）、広域自治体とし

ての取り組みが不十分であること（2013年調査の双葉町、2015
年調査の浪江町、葛尾村、2016年調査の浪江町）などが挙げ

られている。

（5）除染によって達成すべき空間線量率
除染によって達成すべき空間線量率については、2013年調

査から一貫して「0.23 µSv/h」が半数を超えており、「原発事故

前と同程度」が1～2割となっている（表10、図 9）F）。

「0.23 µSv/h」の理由としては、国が長期的な目標とする年

間追加被曝線量 1 mSvを空間線量率に換算した値であること

（2014年調査の南相馬市、楢葉町、葛尾村、2015年調査の南

相馬市、楢葉町、双葉町、2016年調査の南相馬市、楢葉町、

双葉町）、住民に除染の実施基準値や目標値として浸透してい

ること（2014年調査の富岡町、2015年調査の富岡町、川内村、

2016年調査の川俣町、富岡町、川内村）などが挙げられてい

る。また、「原発事故前と同程度」の理由としては、国や東京

電力には原状回復を行う責任があること（2014年調査以降の

浪江町）、原発事故前に戻すことが当然であること（2015年調

査以降の葛尾村）が挙げられている。

（6）住民が安全に安心して生活できる空間線量率
住民が安全に安心して生活できる空間線量率については、

2013年調査から一貫して「原発事故前と同程度」が 4割程度で

最も多く、次いで、2014年調査以降では「0.23 µSv/h」が3割
程度で多くなっている（表11、図 10）。上述した除染によって

達成すべき空間線量率に関する結果を踏まえると、除染は空

間線量率が 0.23 µSv/hになるまで続けられるべきであるが、

原発事故前と同程度にならなければ、住民は安全に安心して

生活できないと考えている市町村が多いと言える。

「原発事故前と同程度」の理由としては、低線量被曝による

健康影響については科学的に十分には解明されていないこと
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表11	 住民が安全に安心して生活できる空間線量率

2013年調査 2014年調査 2015年調査 2016年調査
選択 選択 理由 選択 理由 選択 理由

川俣町 原発事故前

と同程度
0.23 µSv/h

●�住民が考えるのは「原発事故

前と同程度」であるが、町が

国に求めているのは、長期

的に年間追加被ばく線量 1 
mSv 以下となることである。

原発事故前

と同程度

●�事故前（汚染前）の環境に

戻ることが、住民の思いと

して当然と考えるため。
原発事故前

と同程度

●�放射線による人体への影響

がないレベルになっても、

完全に放射性セシウムは取

り除かれていないため。

田村市 無回答 無回答

●�安心の基準は個々の判断に

基づくものであり、選択肢に

該当するものはない。

無回答

●適切な選択肢がないため。

無回答

●適切な選択肢がないため。

南相馬市 0.23 µSv/h 無回答

●�安全について専門家の意見

も分かれていることから、住

民個々に様 な々考え方を持っ

ている。また、安心について

も同様に、年齢や家族構成

などで考え方が異なることか

ら、数値に表せない。

原発事故前

と同程度

●�個 人々が安心できるレベル

はそれぞれであり、全住民

が納得する安心の基準は

事故前の数値と考える。
原発事故前

と同程度

●�個 人々が安心できるレベル

はそれぞれであり、全住民

が納得する安心の基準は

事故前の数値と考える。

楢葉町 0.23 µSv/h 原発事故前

と同程度

●�除染は国が目標としている

数値まで実施してもらいた

いと思うが、住民は、安全・

安心の面から言えば、事故

前の数値になって初めて安

全・安心と言えると思う。

原発事故前

と同程度

●�町民が不安や不満をなくし

て帰町するためには、原

発事故前と同程度まで空

間線量率を低減すること

が望ましい。

原発事故前

と同程度

●�町民が不安や不満をなくし

て帰町するためには、原

発事故前と同程度まで空

間線量率を低減すること

が望ましい。

富岡町 原発事故前

と同程度

原発事故前

と同程度

●�低線量被ばくについては、

専門家でも意見が様々に

分かれるところであるので

リスク・ヘッジをとるという

意味合いでも、原発事故

前と同程度の放射線量率

が良いと思われる。

原発事故前

と同程度

●�被ばく線量については、専

門家の意見でも様々に分か

れるところであるのでリス

ク・ヘッジをとるという意味

でも、原発事故前と同程度

の放射線量率が良いと思わ

れるため。

0.23 µSv/h

●�年間 1ミリシーベルトの上

限値である 0.23 µSv/h が
広く住民に浸透しており、

それ以上の線量になった

場合にどのような健康被害

が生じるのか科学的根拠

が示されていないため。

川内村 その他

（1.0 µSv/h） 0.23 µSv/h

●�汚染状況重点調査地域を

指定する際の基準となる

0.23 µSv/h 以下と考える。

0.23 µSv/h

●�原発事故前と同程度となれ

ば幸いであるが、除染作業

で基準値以下になることが

見込めない場合もあること

から、除染を必要とする基

準として 0.23 µSv/h 以上
の数字が住民に定着してい

ることもあり、基準値以下

であれば住民の不安を払

拭できると考える。

0.23 µSv/h

●�除染を必要とする基準とし

て 0.23 µSv/h 以上の数字
が住民に定着していること

もあり、基準値以下であ

れば住民の不安を払拭で

きると考える。

大熊町 無回答

その他

（具体的な

数値は

無回答）

●�空間線量率の考え方・感じ

方は人それぞれで違い、一

概に空間線量率がどの程度

で安全で安心して生活できる

かは各人の判断であり、知見

が無いため、回答しかねる。

無回答

●�空間放射線率の考え方は個

人差があるので一概に回答

できない。

その他

（具体的な

数値は

無回答）

●�空間線量の考えには個人

差があるので一概に回答

できないが、可能な限り

線量低減すべき。

双葉町 原発事故前と

同程度

原発事故前

と同程度

●�「安全に安心して」というこ

とであれば、事故前と同

程度もしくはそれ以下とし

か答えようがない。 0.23 µSv/h

●�特別地域内除染実施計画に

「長期的目標として追加被

ばく線量が年間 1ミリシー
ベルト以下となることを目指

し」と記載されているため。

また、年間 1ミリシーベルト
以下という数字が町民の考

えにもなってしまっている。

0.23 µSv/h

●�特別地域内除染実施計画に

「長期的目標として追加被

ばく線量が年間 1ミリシー
ベルト以下となることを目指

し」と記載されているため。

また、年間 1ミリシーベルト
以下という数字が町民の考

えにもなってしまっている。

浪江町 無回答
原発事故前

と同程度

●�大半の町民は、原発事故前

の浪江町の空間線量に戻る

ことを願っていると思われ

る。だが、仮に線量がゼロ

になっても、福島第一原発

が完全に廃炉にならない限

り、心から安心して生活をす

ることはできない。線量率

の低減と廃炉は安心に生活

するためのあくまでも一つ

の要因にしかすぎず、現実

的に考えるとインフラ整備、

就業場所の確保、住環境の

整備なども要因になる。そ

ういった中で、一つでも不

安要素を解消するためにも、

事故前の線量率でないとい

けないのではないか。

原発事故前

と同程度

●�放射線量に関して、多くの

住民が抱く安心といえるレ

ベルは当時の状況と同じ

状態であることが前提とな

る。安全に管理するから

生活ができるということを

住民の方に理解を得るに

は、それだけの根拠デー

タがなければいけないが

明確ではない。
原発事故前

と同程度

●�放射線量に関して、多くの

住民が安心できる数値は、

原発事故前と同様の数値

であると言えるが、やはり

安全であるという明確な数

値、データが必要である。
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表11	 住民が安全に安心して生活できる空間線量率（続き）

図10	 住民が安全に安心して生活できる空間線量率

2013年調査 2014年調査 2015年調査 2016年調査
選択 選択 理由 選択 理由 選択 理由

葛尾村 原発事故前

と同程度
0.23 µSv/h

●�「原発事故前と同程度」と

答えたいところではあるが、

国で目標としている年間積

算量 1 mSv 以下と考える。

0.23 µSv/h

●�国が目標とする数値に近

づくまで、何回も何年でも

フォローアップ除染を継続

すべきである。
その他

（具体的な

数値は

無回答）

●�長期的な目標としては、原

発事故前と同程度まで線

量を低減することが適切で

あると考えるが、住民には

個々の考え方があるため、

一律に線量率を想定するこ

とは困難である。国の現在

の指針で問題ないと考える

方もいれば、あくまで原発

事故前の線量まで下げるこ

とを要求している方もいる。

飯舘村

その他

（具体的な

数値は

無回答）

0.23 µSv/h

●�年間 1 mSvを求めている
村民が多いため。

0.23 µSv/h

●�年間1 mSvの数値が標準化

されており、0.23 µSv/h にな
らなければ住民の安心は得

られない。

●�国は、年間 20 mSv 以下を
目指すとしているが、安全の

根拠を明確化すべきである。

原発事故前

と同程度

●�住民全てが安全・安心を

感じるには、原発事故前と

同程度までになることが必

要である。

注：斜体の文字は、設問として求めた回答ではないが、市町村が記入した補足回答を指す。

N =11

2013年

2014年

2015年

2016年

0%	 20%	 40%	 60%	 80%	 100%

36% 36% 9% 18%

45% 36% 0% 18%

45% 27% 18% 9%

18% 18%36% 27%

注：�2013 年調査の「無回答」には、アンケート調査票を回収でき

なかった 2市町村（18％）が含まれている。

0.23 µSv/h原発事故前と同程度 その他 無回答
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（2014年調査の富岡町、2015年調査の富岡町、浪江町、2016
年調査の浪江町）、住民の願い・思いであること（2014年調査

の浪江町、2015年調査の川俣町）などが挙げられている。また、

「0.23 µSv/h」の理由としては、住民に除染の実施基準値や目

標値として浸透していること（2015年調査の川内村、双葉町、

飯舘村、2016年調査の富岡町、川内村、双葉町）、国が長期

的な目標とする年間追加被曝線量 1 mSvを空間線量率に換算

した値であること（2014年調査の葛尾村、2015年調査の双葉

町、葛尾村、2016年調査の双葉町）などが挙げられている。

（7）�避難指示区域の種類ごとの除染による住民の帰還と
安全・安心な生活の回復の可能性

以下では、避難指示区域の種類ごとの除染による住民の帰

還と安全・安心な生活の回復の可能性に関する市町村の認識

について分析する。避難指示が解除された地域がある市町村

からは、除染による住民の安全・安心な帰還生活の回復の状

況に関する認識に関する回答を得た。

もとより、住民の帰還と安全・安心な生活の回復の可能性、

住民の安全・安心な帰還生活については、除染のみならず、

公共・生活インフラの回復状況をはじめ、さまざまなことが条

件になるが、市町村には、除染による被曝量の低減効果など

の観点から回答を求めた。

a）�避難指示解除準備区域における除染による住民の帰還と
安全・安心な生活の回復の可能性
避難指示解除準備区域は、避難指示区域の中では最も空

間線量率が低い地域に指定される区域であり、2014年 4月に

田村市、2014年10月に川内村の一部、2015年 9月に楢葉町、

2016年 6月に葛尾村と川内村の一部、同年 7月に南相馬市で

解除されている。このため、同区域が指定されている市町村

は、2013年調査の時点では 11市町村であったが、2016年調

査の時点では 6市町村に減少している
G）。

この避難指示解除準備区域における除染による住民の帰

還と安全・安心な生活の回復の可能性については、2013年
調査から一貫して、除染の進展や放射能の自然減衰の進行

にかかわらず、「不可能」と「分からない」がそれぞれ 3 ～ 5割
程度となっている（表12、図 11）。
「不可能」の理由としては、除染の実施後においても、国が

長期的な目標としている年間追加被曝線量 1 mSv（空間線量

率 0.23 µSv/h）、または、住民が求めている年間追加被曝線

量 1 mSv（空間線量率 0.23 µSv/h）もしくは原発事故前の線

量水準になっていないこと（2013年調査の楢葉町、葛尾村、

2014年調査の楢葉町、富岡町、葛尾村、2015年調査の富岡

町、飯舘村）、森林やため池などが手つかずになっていること

（2013年調査の川俣町、楢葉町、2014年調査の葛尾村、2015
年調査の葛尾村）などが挙げられている。

「分からない」の理由としては、放射線被曝に関する考え方

は住民一人ひとりで異なること（2013年調査の富岡町、大熊町、
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表12	 避難指示解除準備区域における除染による住民の帰還と安全・安心な生活の回復の可能性

2013年調査 2014 年調査 2015年調査 2016 年調査
選択 選択の理由 選択 選択の理由 選択 選択の理由 選択 選択の理由

川俣町 不可能

●�安全と安心は別物であ

る。

●�国は年間 20 mSv にとら
われ、住民が求める年間

1 mSv 以下へ低減させる
という意気込みが感じら

れない。
●�森林全体を除染しなけ

れば、住民は安心して

生活できない。

分から

ない

●�生活インフラの復旧は

もとより、飲料水の確

保、生活物資や医療

などにかかわる整備は

必要。事業再開、営農

再開ができる環境が必

要。

分から

ない

●�生活インフラの復旧は

もとより、飲料水の確

保、生活物資や医療等

に関わる整備は必要。

事業再開、営農再開が

できる環境が必要。
不可能

●�放射線による人体への影

響がないレベルになって

も、完全に放射性セシウ

ムは取り除かれていない

ため。

田村市 無回答 （指定区域なし） （指定区域なし） （指定区域なし）

南相馬市 分から

ない
無回答 無回答

●�安全について専門家の意

見も分かれていることか

ら、住民個々に様々な考

え方を持っている。また、

安心についても同様に、

年齢や家族構成などで

考え方が異なることから、

回答できない。

分から

ない

●�除染の結果と個々の住

民の受け止め方による。

（指定区域なし）

楢葉町 不可能

●�町は 2014年春に帰還
時期を判断するが、生

活圏以外の森林、ため

池、ダム等の除染を未

実施の箇所や、長期目

標の年間 1 mSv になっ
ていない箇所が多くあ

るため、国が安全だと

言っても町民が安心して

生活できると思うのは別

だと考える。

不可能

●�2013年度末をもって生
活圏の除染が終了した

が、国が示す長期目標

の年間被ばく線量の 1 
mSv（0.23 µSv/h）になっ
ていない箇所が多くあ

る。引き続き追加除染

等の対応が必要。
●�帰還して安全・安心に生

活するという観点は、町

民一人一人の判断基準が

様 で々ある。

可能

●�町内には比較的線量の

高い箇所が残っており、

町民の要望する箇所の

除染や、ホットスポッ

ト除染を引続き要望す

る。また、町民は木戸

ダム湖底に沈殿してい

る高濃度の放射性物質

に対し不安を抱いてお

り、除染を要望してい

る。

（指定区域なし）

富岡町 分から

ない

●�低線量被曝に関する科

学的な実証がなされて

いない中、どの程度の

被曝であれば帰還し、

安心して生活できるの

かという基準は各住民

が決めることになると

思われるため。

不可能

●�低線量被曝に対して科

学的な実証がなされて

おらず、どの程度の被

曝であれば、帰還し安

心して生活できるのか

の基準が示されていな

い状況の中で、原発事

故前の水準に戻るまで

安心できないという住

民が多いため。

不可能

●�低線量被曝に対して科

学的な実証がなされてお

らず、どの程度の被曝で

あれば、帰還し安心して

生活できるのかについて

の基準が示されていない

状況の中で、原発事故前

の基準に戻るまで安心で

きないという住民が多い

ため。

分から

ない

●�低線量被曝に対して科

学的な実証がなされてお

らず、どの程度の被曝で

あれば、帰還し安心して

生活できるのかについて

の基準が示されていない

状況の中で、原発事故

前の基準に戻るまで安心

できないという住民が多

いため。

川内村 分から

ない

●�除染の目標値が明確でな

い。しかし、低減率が高

く、0.23 µSv/h 以下の地
区が除染によって現れて

いる。

可能

●�除染作業によって低減効

果が得られており、物理

的な半減期なども考慮す

ると、帰還できる環境に

なると思う。

可能

●�除染作業において、現

場内にある放射性物質

の除去がされ、一定の

低減効果があると考え

られるため。

（指定区域なし）

大熊町 分から

ない

●�空間放射線量率の考え

方には個人差があるの

で、回答できない。
分から

ない

●�除染実施計画の通りに除

染を実施したとしても、住

民の帰還は個人の判断で

あることから、回答はで

きない。

分から

ない

●�空間放射線率の考え方は

個人差があるので一概に

回答できない。
分から

ない
無回答

双葉町 不可能

●�本町では、除染はふる

さと再建のためのステッ

プのごく一部。安心・

安全な社会構造を再建

しなければ生活はでき

ないと考える。生活は、

衣食住環境だけでなく

医療・福祉環境、公的

インフラ・流通・経済

活動が動かなければ、

山村僻地と同様の暮ら

しを強いられる。震災

後、既に 2 年以上経過

し、今後 4 年間帰宅制
限・事業制限がかかる

中で放置された社会は、

簡単には元には戻らな

い。心理的にも荒れた

光景からの再生は負担

が大きい。

不可能

●�核燃料のすべての取り

出しが終わり、それを

最終処分でき得れば可

能かもしれないが。

不可能

●�町民の心理的な問題

（国への不信感等）が大

きな割合を占めている

と考えられるから。

不可能

●�町民の心理的な問題

（国への不信感等）が大

きな割合を占めている

と考えられるから。
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表12	 避難指示解除準備区域における除染による住民の帰還と安全・安心な生活の回復の可能性（続き）

図11	 �避難指示解除準備区域における除染による住民の
帰還と安全・安心な生活の回復の可能性

注1:�住民の帰還と安全・安心な生活の回復の可能性については、除染のみならず、公共・生活インフラの回復状況をはじめ、さまざまなことが条件になるが、この設問は、除染による被

曝量の低減効果などの観点から回答を求めたものである。

注 2:斜体の文字は、設問として求めた回答ではないが、市町村が記入した補足回答を指す。

注3:�楢葉町では、2015年 9月に避難指示解除準備区域における避難指示が解除されているが、2015年調査の回答は避難指示の解除前のものであったため、2015年調査にも回答が記載

されている。

2013年調査 2014 年調査 2015年調査 2016 年調査
選択 選択の理由 選択 選択の理由 選択 選択の理由 選択 選択の理由

浪江町 無回答
分から

ない

●�福島第一原子力発電所

の廃炉作業が 30年～

40年といわれる中で、
政府は収束宣言をして

いるが、浪江町としては、

収束したとは考えておら

ず、帰還に向けて不安

があると考える。
●�除染後の低減率および

絶対値によると思うが、

除染を実施したことに

よって、住民が一定の安

心感は得られるのでは

ないか。ただし、各個

人の被曝や除染に対す

る考え方が異なるため、

一概に判断はできない。

分から

ない

●�除染の効果については、

一定の評価をされてい

るが、帰還についての

判断は個人の判断に差

が出てしまう。安全の

レベルの設定について

は、国が責任を持って

実施計画に詳細な数値

設定を示さなくてはい

けない。

分から

ない

●�除染の効果については、

一定の評価がされてい

るが、帰還についての

判断は個人の判断に差

が出てしまう。国が責

任を持って安全である

という証明を数値で示

さなければならない。

葛尾村 不可能

●�現在の除染目標に則っ

た形の除染では、住

民の希望である最低限

0.23 µSv/h、できるこ
となら事故前の水準と

いう数値にはなり得な

いため。

不可能

●�村内のほとんどが、年

間積算量 1 mSvを超え
ているため。

●�森林除染方法が決定し

ていないため。

●�村内各地（42 カ所）に
仮置場があるため。

不可能

●�表土剥ぎ取りを実施し

たところは、比較的に

低減効果はあるが、傾

斜地が多い本村におい

ては、表土剥ぎ取りでき

ない場所が多く、また、

居住環境が森林に囲ま

れていることで、不安が

払拭できない。

（指定区域なし）

飯舘村 無回答

●�帰還にあたっては、村民の

放射能に対する考えは、

個 人々それぞれが違う。村

としては個 人々の考えを尊

重したい。

可能

●�除染による効果が見込

めるため。

不可能

●�除染後の線量が、住民

の求める 0.23 µSv/hに
は、程遠いため。

●�営農再開に繋がる除染

になっていないため。

不可能

●�除染作業への不信と目

標線量がないことでの

不安のため。

注1:�2013 年調査の「無回答」には、アンケート調査票を回収で

きなかった 2市町村（18％）が含まれている。

注2：�楢葉町では、2015年 9月に避難指示解除準備区域における

避難指示が解除されているが、2015年調査の回答は避難指

示の解除前のものであったため、2015年調査の 10市町村に

含まれている。

0%	 20%	 40%	 60%	 80%	 100%

20% 40% 30% 10%

20% 40% 40% 0%

0% 0%50% 50%

0% 36% 36% 27%

可能 不可能 分からない 無回答

2013年（N=11）

2014年（N=10）

2015年（N=10）

2016年（N=6）
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2014年調査の大熊町、浪江町、2015年調査の南相馬市、大

熊町、浪江町、2016年調査の浪江町）、国が除染の目標値や

信頼しうる安全基準を示していないこと（2013年調査の川内

村、2015年調査の浪江町、2016年調査の浪江町）などが挙げ

られている。

b）�居住制限区域における除染による住民の帰還と安全・
安心な生活の回復の可能性

居住制限区域については、2014年10月に川内村の一部、

2016年 6月に葛尾村の一部、同年 7月に南相馬市で解除され

ており、同区域が指定されている市町村は、2013年調査の時

点では 8市町村であったが、2016年調査の時点では 5市町村

に減少している。この居住制限区域における除染による住民

の帰還と安全・安心な生活の回復の可能性については、2013
年調査から一貫して、除染の進展や放射能の自然減衰の進行

にかかわらず、「分からない」が5 ～ 6割で最も多く、次いで、

「不可能」が2～ 4割程度で多くなっている（表13、図 12）。
「分からない」の理由としては、避難指示解除準備区域に関

する理由と同様に、放射線被曝に関する考え方は住民一人ひ

とりで異なること（2013年調査の富岡町、大熊町、2014年調

査の大熊町、浪江町、2015年調査の南相馬市、大熊町、浪

江町、2016年調査の浪江町）、国が除染の目標値や信頼しう

る安全基準を示していないこと（2013年調査の川内村、2015
年調査の浪江町、2016年調査の浪江町）などが挙げられて

いる。
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表13	 居住制限区域における除染による住民の帰還と安全・安心な生活の回復の可能性

注1: �住民の帰還と安全・安心な生活の回復の可能性については、除染のみならず、公共・生活インフラの回復状況をはじめ、さまざまなこ

とが条件になるが、この設問は、除染による被曝量の低減効果などの観点から回答を求めたものである。

注2 :斜体の文字は、設問として求めた回答ではないが、市町村が記入した補足回答を指す。

2013年調査 2014 年調査 2015年調査 2016 年調査
選択 選択の理由 選択 選択の理由 選択 選択の理由 選択 選択の理由

川俣町 不可能

●�安全と安心は別物である。
●��国は年間 20 mSvにとら

われ、住民が求める年間

1 mSv 以下へ低減させる

という意気込みが感じら

れない。
●�森林全体を除染しなけれ

ば、住民は安心して生活

できない。

分から

ない

●�生活インフラの復旧はも

とより、飲料水の確保、

生活物資や医療などに

かかわる整備は必要。

事業再開、営農再開が

できる環境が必要。

分から

ない

●�生活インフラの復旧はも

とより、飲料水の確保、

生活物資や医療等に関

わる整備は必要。事業

再開、営農再開ができる

環境が必要。

不可能

●�放射線による人体への影

響がないレベルになって

も、完全に放射性セシウ

ムは取り除かれていない

ため。

田村市 （指定区域なし） （指定区域なし） （指定区域なし） （指定区域なし）

南相馬市 分から

ない
無回答 無回答

●�安全について専門家の意見

も分かれていることから、

住民個々に様々な考え方を

持っている。また、安心につ

いても同様に、年齢や家族

構成などで考え方が異なる

ことから、回答できない。

分から

ない

●�除染の結果と個々の住

民の受け止め方による。

（指定区域なし）

楢葉町 （指定区域なし） （指定区域なし） （指定区域なし） （指定区域なし）

富岡町 分から

ない

●�低線量被曝に関する科

学的な実証がなされてい

ない中、どの程度の被

曝であれば帰還し、安心

して生活できるのかとい

う基準は各住民が決め

ることになると思われる

ため。

不可能

●�低線量被曝に対して科

学的な実証がなされてお

らず、どの程度の被曝で

あれば、帰還し安心して

生活できるのかの基準が

示されていない状況の中

で、原発事故前の水準に

戻るまで安心できないと

いう住民が多いため。

不可能

●�低線量被曝に対して科学

的な実証がなされておら

ず、どの程度の被曝であれ

ば、帰還し安心して生活で

きるのかについての基準が

示されていない状況の中

で、原発事故前の基準に戻

るまで安心できないという

住民が多いため。

分から

ない

●�低線量被曝に対して科学

的な実証がなされておら

ず、どの程度の被曝であれ

ば、帰還し安心して生活で

きるのかについての基準が

示されていない状況の中

で、原発事故前の基準に戻

るまで安心できないという

住民が多いため。

川内村 分から

ない

●�除染の目標値が明確で

ない。しかし、低減率が

高く、0.23 µSv/h 以下の地

区が除染によって現れて

いる。

分から

ない

●�年間積算線量 20 mSv ～

50 mSvの区域であり、帰

還のための除染作業実

施や物理的な半減期な

どを考慮しても難しい地

域が出てくると思われる

ため分からない。

（指定区域なし） （指定区域なし）

大熊町 分から

ない

●�空間放射線量率の考え

方には個人差があるの

で、回答できない。
分から

ない

●�除染実施計画の通りに

除染を実施したとして

も、住民の帰還は個人

の判断であることから、

回答はできない。

分から

ない

●�空間放射線率の考え方

は個人差があるので一

概に回答できない。
分から

ない
無回答

双葉町 （指定区域なし） （指定区域なし） （指定区域なし） （指定区域なし）

浪江町 無回答
分から

ない

●�福島第一原子力発電所の

廃炉作業が 30年～ 40年
といわれる中で、政府は収

束宣言をしているが、浪

江町としては、収束したと

は考えておらず、帰還に向

けて不安があると考える。
●�除染後の低減率および

絶対値によると思うが、

除染を実施したことに

よって、住民が一定の安

心感は得られるのでは

ないか。ただし、各個人

の被曝や除染に対する

考え方が異なるため、一

概に判断はできない。

分から

ない

●�除染の効果については、

一定の評価をされている

が、帰還についての判

断は個人の判断に差が

出てしまう。安全のレベ

ルの設定については、国

が責任を持って実施計

画に詳細な数値設定を

示さなくてはいけない。

分から

ない

●�除染の効果については、

一定の評価がされている

が、帰還についての判

断は個人の判断に差が

出てしまう。国が責任を

持って安全であるという

証明を数値で示さなけ

ればならない。
●�未だ手が付けられてい

ない帰還困難区域に隣

接している地域について

は、不安を感じる住民

もいると思われる。

葛尾村 不可能

●�現在の除染目標に則った

形の除染では、住民の希

望である最低限 0.23 µSv/
h、できることなら事故前

の水準という数値にはな

り得ないため。

不可能

●�村内のほとんどが、年間

積算量 1 mSv を超えて

いるため。
●�森林除染方法が決定して

いないため。
●�村内各地（42カ所）に仮

置場があるため。
●�除染後の線量がまだまだ

高い。

不可能

●�表土剥ぎ取りを実施した

ところは、比較的に低減

効果はあるが、傾斜地が

多い本村においては、表

土剥ぎ取りできない場所

が多く、また、居住環境が

森林に囲まれていること

で、不安が払拭できない。

（指定区域なし）

飯舘村 無回答

●�帰還にあたっては、村民の放

射能に対する考えは、個 人々

それぞれが違う。村としては

個 人々の考えを尊重したい。

可能

●�除染による効果が見込め

るため。

不可能

●�除染後の線量が、住民の

求める 0.23 µSv/hには、

程遠いため。
●�営農再開に繋がる除染に

なっていないため。

不可能

●�除染作業への不信と目標

線量がないことでの不安

のため。
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図12	 �居住制限区域における除染による住民の帰還と
安全・安心な生活の回復の可能性

0%	 20%	 40%	 60%	 80%	 100%

13% 25% 50% 13%

0% 0%40% 60%

43% 57% 0%0%

0% 25% 50% 25%

可能 不可能 分からない 無回答

2013年（n=8）

2014年（n=8）

2015年（n=7）

2016年（n=5）

注：�2013 年調査の「無回答」には、アンケート調査票を回収でき

なかった 2市町村（18％）が含まれている。

図13	 �帰還困難区域における住民の帰還と
安全・安心な生活の回復の可能性

N =7

2013年

2014年

2015年

2016年

0%	 20%	 40%	 60%	 80%	 100%

14% 43% 14% 29%

0% 0%29% 71%

57% 29% 14%0%

0% 29% 43% 29%

可能 不可能 分からない 無回答

注：�2013 年調査の「無回答」には、アンケート調査票を回収でき

なかった 1市町村（14％）が含まれている。

図14	 �避難指示が解除された地域における除染による
住民の安全・安心な帰還生活の回復の状況

注1:�2013 年調査の時点では、避難指示が解除された市町村は

存在しなかった。

注2：�楢葉町では、2015年 9月に避難指示解除準備区域における

避難指示が解除されているが、2015年調査の回答は避難指

示の解除前のものであったため、2015年調査の 2 市町村に

は含まれていない。

回復した 回復していない 分からない 無回答
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「不可能」の理由としては、避難指示解除準備区域に関す

る理由と同様に、除染の実施後においても、国が長期的な目

標としている年間追加被曝線量 1 mSv（空間線量率 0.23 
µSv/h）、または、住民が求めている年間追加被曝線量1 mSv
（空間線量率 0.23 µSv/h）もしくは原発事故前の線量水準に

なっていないこと（2013年調査の川俣町、葛尾村、2014年調

査の富岡町、葛尾村、2015年調査の富岡町、飯舘村）、森林

などが手つかずになっていること（2013年調査の川俣町、

2014年調査の葛尾村、2015年調査の葛尾村）などが挙げられ

ている。

c）帰還困難区域における除染による住民の帰還と
安全・安心な生活の回復の可能性

帰還困難区域に関しては、これまで基本的に除染の対象に

されておらず、解除された地域は存在しないため、同区域が

指定されている市町村は、2013年調査の時点から7市町村で

変わらない。この帰還困難区域における除染による住民の帰

還と安全・安心な生活の回復の可能性については、それぞれ

の割合は調査年によって大きく異なるが、2013年調査から一

貫して、「不可能」と「分からない」が大部分を占めている（表

14、図 13）。
「不可能」の理由としては、2015年調査までは、当面除染

が実施しないものとされていること、または、除染の方針や

方法が決まっていないこと（2013年調査の葛尾村、2014年調

査の富岡町、葛尾村、2015年調査の富岡町、葛尾村）などが

挙げられていたが、2016年 8月に「帰還困難区域の取扱いに

関する考え方」が示されたこともあって、2016年調査ではその

ような理由はなくなり、現行の除染方法には限界があること

（2016年調査の飯舘村）などが挙げられている。

「分からない」の理由としては、避難指示解除準備区域や居

住制限区域に関する理由と同様に、放射線被曝に関する考え

方は住民一人ひとりで異なること（2013年調査の大熊町、2014
年調査の大熊町、2015年調査の南相馬市、大熊町、2016年
調査の南相馬市、葛尾村）などが挙げられている。

d）避難指示が解除された地域における除染による
住民の安全・安心な帰還生活の回復の状況

上述した避難指示解除準備区域と居住制限区域の解除に

伴って、避難指示が解除された地域がある市町村は、2014
年調査の時点では 1市町村であったが、2016年調査の時点で

は 5市町村に増加している。この避難指示が解除された地域

における除染による住民の安全・安心な帰還生活の回復の状

況については、対象となる市町村が少ないこともあって明確な

ことは言い難いが、2016年調査では、「分からない」が 6割、

「回復した」が 4割となっている（表15、図 14）H）。

2016年調査では、「分からない」の理由として、避難指示解

除準備区域や居住制限区域や帰還困難区域に関する理由と

同様に、放射線被曝に関する考え方は住民一人ひとりで異な

ることのほか（南相馬市、葛尾村）、生活圏などにホットスポッ

トなどが多数残っていること（楢葉町）、里山などにおいて除

染が行われていないこと（楢葉町）が挙げられている。他方、
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表14	 帰還困難区域における除染による住民の帰還と安全・安心な生活の回復の可能性

注1: �住民の帰還と安全・安心な生活の回復の可能性については、除染のみならず、公共・生活インフラの回復状況をはじめ、さまざまなこ

とが条件になるが、この設問は、除染による被曝量の低減効果などの観点から回答を求めたものである。

注2 :斜体の文字は、設問として求めた回答ではないが、市町村が記入した補足回答を指す。

2013年調査 2014 年調査 2015年調査 2016 年調査
選択 選択の理由 選択 選択の理由 選択 選択の理由 選択 選択の理由

川俣町 （指定区域なし） （指定区域なし） （指定区域なし） （指定区域なし）

田村市 （指定区域なし） （指定区域なし） （指定区域なし） （指定区域なし）

南相馬市 分から

ない
無回答 無回答

●�安全について専門家の意見

も分かれていることから、

住民個々に様 な々考え方を

持っている。また、安心につ

いても同様に、年齢や家族

構成などで考え方が異なる

ことから、回答できない。

分から

ない

●�除染の結果と個々の住

民の受け止め方による。

分から

ない

●�除染の結果と住民それぞ

れの受け止め方による。

楢葉町 （指定区域なし） （指定区域なし） （指定区域なし） （指定区域なし）

富岡町 分から

ない

●�高線量であることから、

除染作業が当面実施さ

れない区域であるため。
不可能

●�高線量のため、除染作

業が当面実施されない

区域であるため。
不可能

●�高線量であることから、

除染作業が当面実施さ

れない区域となってい

るため。

分から

ない

●�町の要望により重要な観

光拠点である夜ノ森地

区の除染が決定したが、

町が復興計画を示さね

ば除染実施計画を作成

しないことがおかしい。

川内村 （指定区域なし） （指定区域なし） （指定区域なし） （指定区域なし）

大熊町 分から

ない

●�空間放射線量率の考え

方には個人差があるの

で、回答できない。
分から

ない

●�除染実施計画の通りに

除染を実施したとして

も、住民の帰還は個人

の判断であることから、

回答はできない。

分から

ない

●�空間放射線率の考え方

は個人差があるので一

概に回答できない。
分から

ない
無回答

双葉町 不可能

●�本町では、除染はふるさ

と再建のためのステップ

のごく一部。安心・安全

な社会構造を再建しな

ければ生活はできないと

考える。生活は、衣食住

環境だけでなく医療・福

祉環境、公的インフラ・

流通・経済活動が動か

なければ、山村僻地と同

様の暮らしを強いられ

る。震災後、既に 2年以

上経過し、今後 4年間帰
宅制限・事業制限がか

かる中で放置された社会

は、簡単には元には戻ら

ない。心理的にも荒れた

光景からの再生は負担

が大きい。

不可能

●�核燃料のすべての取り

出しが終わり、それを

最終処分でき得れば可

能かもしれないが。

不可能

●�町民の心理的な問題

（国への不信感等）が大

きな割合を占めている

と考えられるから。

不可能

●�町民の心理的な問題

（国への不信感等）が大

きな割合を占めている

と考えられるから。

浪江町 無回答 無回答

●�福島第一原子力発電所の

廃炉作業が 30年～ 40年
といわれる中で、政府は

収束宣言をしているが、浪

江町としては、収束したと

は考えておらず、帰還に向

けて不安があると考える。
●�この区域に関しては、まだ

除染計画(モデル除染は

実施したが)が策定されて

おらず、現段階では回答で

きない。

無回答

●�除染計画が策定されてい

ないため、現段階では回

答不可。

分から

ない

●�現段階では回答不可。

葛尾村 不可能

●�未だ除染の方針も決

まっていないため。

不可能

●�村内のほとんどが、年

間積算量 1 mSvを超え
ているため。

●�森林除染方法が決定し

ていないため。

●�村内各地（42カ所）に仮
置場があるため。

●�帰還困難区域は、除染方

法が決定していないため。

不可能

●�帰還困難区域の除染方

法が示されていないため。

分から

ない

●�住民は、放射線量に対

する考え方がそれぞれ

違うため、一概に想定

することはできない。た

だし、帰還困難区域に

ついては除染実施計画

上記載がないため、国

の指針待ち。

飯舘村 無回答

●�帰還にあたっては、村民

の放射能に対する考えは、

個 人々それぞれが違う。村

としては個 人々の考えを尊

重したい。

可能

●�除染による効果が見込

めるため。

不可能

●�除染後の線量が、住民

の求める 0.23 µSv/h に
は、程遠いため。

●�営農再開に繋がる除染

になっていないため。

不可能

●�現在の除染方法では、

一定程度からの低減は

見込めない。
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表15	 避難指示が解除された地域における除染による住民の安全・安心な帰還生活の回復の状況

注1:�住民の安全・安心な帰還生活の回復の状況については、除染のみならず、公共・生活インフラの回復状況をはじめ、さまざまなことが条件になるが、この設問は、除染による被曝量

の低減効果などの観点から回答を求めたものである。

注 2:�楢葉町では、2015年 9月に避難指示解除準備区域における避難指示が解除されているが、2015年調査の回答は避難指示の解除前のものであったため、2015年調査では回答の対象

になっていない。

2013年調査 2014 年調査 2015年調査 2016 年調査
選択 選択の理由 選択 選択の理由 選択 選択の理由 選択 選択の理由

川俣町 （解除区域なし） （指定解除区域なし） （指定解除区域なし） （指定解除区域なし）

田村市 （解除区域なし） 無回答
回復

した

●�除染作業の完了後も福島環境

再生事務所によりフォローアッ

プが行われているため。

回復

した

●�除染作業の完了後も福島環境

再生事務所によりフォローアッ

プが行われているため。

南相馬市 （解除区域なし） （解除区域なし） （解除区域なし）
分から

ない

●�除染の結果と住民それぞれの

受け止め方による。

楢葉町 （解除区域なし） （解除区域なし） （解除区域なし）
分から

ない

●�2015年 9月で避難指示が解除
され町民が帰町し始めており、

町民は除染効果による線量低

減や国からの説明などを通し

て安全とは理解してきている

が、生活圏等に比較的線量の

高い箇所が多数残っているた

め、不安視している箇所や、ホッ

トスポット等の除染を引き続き

要望し、震災以前と同等の安心

して暮らせる環境づくりが必要

と考える。
●�また、今後は里山等の未除染箇

所の除染範囲の拡大が重要視

されると考える。

富岡町 （解除区域なし） （解除区域なし） （解除区域なし） （解除区域なし）

川内村 （解除区域なし） （解除区域なし）
回復

した

●�除染作業において、現場内に

ある放射性物質の除去がされ、

一定の低減効果があったと考え

られるため。

回復

した

●�除染作業において、現場内に

ある放射性物質の除去がされ、

一定の低減効果があると考えら

れるため。

大熊町 （解除区域なし） （解除区域なし） （解除区域なし） （解除区域なし）

双葉町 （解除区域なし） （解除区域なし） （解除区域なし） （解除区域なし）

浪江町 （解除区域なし） （解除区域なし） （解除区域なし） （解除区域なし）

葛尾村 （解除区域なし） （解除区域なし） （解除区域なし）
分から

ない

●�住民は、放射線量に対する考

え方がそれぞれ違うため、一概

に想定することはできない。

飯舘村 （解除区域なし） （解除区域なし） （解除区域なし） （解除区域なし）

図15	 除染の終了後における除染の実施の必要性

今後とも除染を実施する必要がある

今後の状況によっては除染を実施する必要がある

今後は除染を実施する必要はない

無回答

0%	 20%	 40%	 60%	 80%	 100%

2014年（n=4）

2015年（n=4）

2016年（n=6）

50% 25% 25% 0%

0%83% 17%

75% 0%

0%

0% 25%
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「回復した」の理由として、国がフォローアップを行っていること

（田村市）、除染によって一定の線量低減効果が得られたこと

（川内村）が挙げられている。

（8）除染の終了後における除染の実施の必要性
除染の終了後における除染の実施の必要性については、除

染の進展状況を踏まえて 2014年調査から設けた問いである。

この問いは、除染実施計画に基づく除染が終了した市町村を

対象としたため、回答の対象となった市町村は、2014年調査

と2015年調査では 4市町村、2016年調査では 6市町村であ

るが、2014年調査から一貫して、「今後とも除染を実施する

必要がある」と認識している市町村が半数以上となっており、

2015年調査と2016年調査では約 8割となっている（表 16、
図 15）。
「今後とも除染を実施する必要がある」の理由としては、除染

の実施後にも除染の実施基準である0.23 µSv/hを超える箇所

が残っていること（2014年調査の楢葉町、2015年調査の楢葉

町、川内村、大熊町、2016調査の楢葉町）、生活圏以外の森

林や帰還困難区域の除染が実施されていないこと（2014年調

査の大熊町、2015年調査の大熊町、2016年調査の大熊町、

双葉町、葛尾村）などが挙げられている。
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表16	 除染の終了後における除染の実施の必要性

注：斜体の文字は、設問として求めた回答ではないが、市町村が記入した補足回答を指す。

2014年調査 2015年調査 2016年調査
選択 理由 選択 理由 選択 理由

川俣町 - - -

田村市
今後は除染

を実施する

必要はない

無回答 無回答

今後は除染

を実施する

必要はない

●�福島環境再生事務所がフォロー

アップを実施しているため。 

南相馬市 - - -

楢葉町

今後とも

除染を

実施する

必要がある

●�当初、国が示した目標値（0.23 µSv/
h）に達していない地区や箇所が多
く見受けられるため。 今後とも

除染を

実施する

必要がある

●�国が目標とする年間追加被ばく

線量 1 mSv の根拠としている1
時間あたりの空間線量率の 0.23 
µSv/hを超える箇所が多数残っ
ており、継続的なモニタリング及

びきめ細やかな除染を実施すべ

きと考える。

今後とも

除染を

実施する

必要がある

●�国が目標とする年間追加被ばく線

量 1 mSv の根拠としている1時

間あたりの空間線量 0.23 µSv/h
を超える箇所が多数残っており、

避難指示解除後も町民の帰町を

妨げる原因となっているため、継

続的なモニタリング及びきめ細や

かな除染を実施すべきといえる。

富岡町 - - -

川内村
状況次第

では

必要あり

●�事後モニタリングにより、局所的に

線量が高い箇所があればフォロー

アップ除染など必要と考える。

今後とも

除染を

実施する

必要がある

●�局所的であるが、線量の高い場所

があるため、安全、安心な生活環

境を回復させるためには必要と考

える。

今後の状況

によっては

除染を実施

する必要が

ある

●�局所的に線量が高い箇所があれ

ば、フォローアップ除染など必要

と考える。

大熊町

今後とも

除染を

実施する

必要がある

●�除染後に線量上昇が見受けられ

る箇所などを再除染すべきであ

り、山林の除染は手付かずの状況

である。また、国による除染実施

計画は居住制限区域及び避難指

示解除準備区域のみの計画であ

り、空間線量率が比較的低い帰

還困難区域の除染も計画を立て、

除染も実施すべきと考える。

今後とも

除染を

実施する

必要がある

●�除染の実施後においても、ホット

スポットが残っていること、線量

が高い宅地などが存在すること

のほか、林縁部から 20 mを超え
る森林の除染が実施されていな

いこと。

今後とも

除染を

実施する

必要がある

●�林縁部から 20 mを超える森林
の除染が実施されていないため。

●�帰還困難区域の除染がまだ一部の

地域でしか行われていないため。

双葉町 - -

今後とも

除染を

実施する

必要がある

●�双葉町は 96%が帰還困難区域、

4%が避難指示解除準備区域で
ある。国の除染実施計画は避難

指示解除準備区域のみであるた

め、町の復旧、復興を推進してい

くためには、帰還困難区域も除染

実施計画を策定し、除染を実施し

てもらう必要がある。

浪江町 - - -

葛尾村 - -

今後とも

除染を

実施する

必要がある

●�現在、事後モニタリング調査が実

施されており、モニタリング結果

によってはフォローアップ除染を

実施することになっている。
●�また、本村は山林に囲まれた中山

間地域であることから、森林除染

については今後も何らかの形で実

施していく必要があると考える。

飯舘村 - - -

136
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期と整備場所の見通しが立っておらず、住民は仮置場がそのま

ま最終処分場になってしまうのではないかとの不安感と行政に

対する不信感を抱いていたこともあって、仮置場の確保が難航

し、除染がなかなか進まないという事態が生じていたことを背

景とするものである。

これに対して、環境省が中間貯蔵施設の供用開始時期とし

て示していた 2015年1月が経過した後の 2015年調査と2016
年調査では、引き続き、除染が終了していない市町村におい

ては仮置場の確保が課題として挙げられているものの、いくつ

かの市町村で仮置場の管理や除去土壌等の中間貯蔵施設へ

の搬出が課題として挙げられるようになっている（2015年調査

の川俣町、大熊町、浪江町、2016年調査の川俣町、大熊町、

（9）除染に関する課題
除染に関する課題については、市町村によって、また、調

査年によって多様であるが、2013年調査から一貫して、仮置

場と中間貯蔵施設、森林や河川・ため池など、除染の効果と

除染の目標値とフォローアップ除染に関することが多く挙げら

れているので（表17、図 16）、以下では、これらの課題につ

いて分析する。

a）仮置場と中間貯蔵施設に関する課題
2013年調査と2014年調査では、仮置場の確保が課題とし

て多く挙げられている（2013年調査の楢葉町、川内村、大熊

町、葛尾村、2014年調査の川俣町、楢葉町、大熊町、浪江町）。

これは、除染が開始された当初には、中間貯蔵施設の整備時
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図16	 除染に関する課題

川俣町
田村市
南相馬市
楢葉町
富岡町
川内村
大熊町
双葉町
浪江町
葛尾村
飯舘村

（市町村）2013年調査 0	 1	 2	 3	 4	 5	 6

N =11

注1:�この図は、除染を進める上での特に重要な課題を 3つ以内

で記入した自由記載欄の回答を整理したものである。

注2 :�田村市と浪江町は、アンケート調査自体に無回答であり、

南相馬市は本設問に関して無回答である。

仮置場の確保

現行の除染技術・方法による線量低減効果の限界への対応

森林の除染

住民の意向を踏まえた除染の実施

営農再開・事業所再開

長期的な放射線の管理

屋外廃棄物の処理

作業班等の能力の違いによる除染結果の違いへの対応

家屋の解体を望む住民の増加への対応

除染廃棄物の減容化

丁寧な除染

住民の同意取得

除染が困難と想定される市街地での対応

川俣町
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楢葉町
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注1:�この図は、除染を進める上での特に重要な課題を 3つ以内

で記入した自由記載欄の回答を整理したものである。

注2 :�田村市は、本設問に関して無回答である。

仮置場の確保・管理や除去土壌等の中間貯蔵施設への搬出

森林やため池などの除染

住民の同意取得

家屋の解体を望む住民への対応

ホットスポット対策の長期継続

現行の除染技術・方法による線量低減効果の限界への対応

屋外の汚染廃棄物の処理

作業班等の能力の違いによる除染結果の違いへの対応

帰還困難区域での除染の実施

効率的な除染方法の確立

再汚染への対応

営農再開の可能性を考慮した方法での農地除染の実施

再除染の工法の確立

現場に見合った除染の実施

住民の意向を踏まえた除染の実施

空間線量を0.23µSv/h 以下にすること

除染後の農地等での土壌改良

除染の目標値の設定

2014年調査

川俣町
田村市
南相馬市
楢葉町
富岡町
川内村
大熊町
双葉町
浪江町
葛尾村
飯舘村

（市町村）
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N =11

注1:�この図は、除染を進める上での特に重要な課題を 3つ以内

で記入した自由記載欄の回答を整理したものである。

注2 :�田村市は、本設問に関して「なし」と回答している。

森林やため池などの除染および除染手法の見直し・開発

仮置場の確保・管理と除去土壌等の中間貯蔵施設への搬出

除染の目標値の設定およびフォローアップ除染の実施

住民の意向を踏まえた除染の実施

ホットスポット対策の長期継続

継続的な放射線量のモニタリング

家屋の解体を望む住民への対応

帰還困難区域での除染の実施

住宅等の効率的な除染の推進

農地の効率的な除染の推進

住民の同意取得

除染完了後の土地の維持管理

国の住民への対応の改善

不適切除染を防ぐための受注業者との報告・連絡・相談

地域・地形条件に合った除染の実施

急傾斜地における除染後の土地の保全・管理

線量に応じた除染手法の採用

2015年調査

川俣町
田村市
南相馬市
楢葉町
富岡町
川内村
大熊町
双葉町
浪江町
葛尾村
飯舘村

（市町村）
0	 1	 2	 3	 4	 5	 6

N =11

注1:�この図は、除染を進める上での特に重要な課題を 3つ以内

で記入した自由記載欄の回答を整理したものである。

注2 :�田村市は、本設問に関して「なし」と回答している。

2016年調査

除染の目標値の設定とフォローアップ除染の実施

仮置場の確保・管理と除去土壌等の中間貯蔵施設への搬出

森林や河川などの除染および除染手法の見直し・開発

住民の意向を踏まえた除染の実施

住民の同意取得

住民の要望に対するフォロー体制の整備

継続的な放射線量のモニタリング

帰還困難区域での除染の実施

住宅等の効率的な除染の推進

農地等の効率的な除染の推進

除染完了後の土地の維持管理

国の町民への対応の改善

不適切除染を防ぐための報告・連絡・相談

作業員の技能の向上

現場に見合った除染の実施
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表17	 除染に関する課題（1/2）

市町村 2013年調査 2014年調査 2015年調査 2016年調査

川俣町

●�森林全体の除染によ

る放射線量の低減。

●�営農再開・事業所再開。 ●�長期的な放射線の管理。 ●�未だ方針が定まらない

森林と営農再開に不

可欠な溜池などの除染

の進め方（災害防止、

水源涵養、農業用水確

保などを考慮して）。

●�仮置場の確保・管理、

除染廃棄物の行き場

（中間貯蔵施設の行

方）。

●�高線量ポイント、いわ

ゆるホットスポット対

策の長期継続。

●�森林の除染手法の開発 ●�仮置場の設置・管理と

中間貯蔵施設への搬出

時期の明確化

●�高線量ポイント、いわ

ゆるホットスポット対策

の長期継続

●�取り残し箇所があるた

め、フォローアップ除染

を実施すること。

●�数十か所の仮置場が設

置されており、長期的

な保管および大量に設

置してある除去土壌等

の運搬の交通事故等の

懸念があること。

●�除染作業完了後に、地

域住民からの様々な要

望に対するフォロー体

制の整備をすること。

田村市 無回答 無回答 （なし） （なし）

南相馬市 無回答

●�線量の高い地域にお

いて除染を実施して

も、住民が望む状況と

異なることが予想され

ること（住民が望む状

況は 0.23 µSv/hとは
限らず、人それぞれで

あり、また、今の除染

の技術・方法や森林

等周囲からの影響に

より、線量の低減に

は限界がある）。

●�除染同意書の取得率

を上げること。

-

●�多くの市民が、除染に

より追加被ばく線量が

年間 1 mSv 以下（空間

線量率 0.23 µSv/h 以
下）となることを望んで

いるが、汚染度合いが

高かった地域では、除

染後でも1 µSv/hを超
える箇所があり、市民が

望む 0.23 µSv/h 以下と
乖離がある。特に屋敷

林部分の線量が高い傾

向にあり、この部分の線

量低減が課題である。

●�森林、山林で囲まれた

当地域において、安心

して山菜やきのこ採りが

できる環境を回復する

ためには、森林の除染

が必要である。

-

●�多くの市民が、除染によ

り追加被ばく線量が年

間 1 mSv 以下（空間線

量率 0.23 µSv/h 以下）
となることを望んでい

るが、汚染度合いが高

かった地域では、除染

後でも 1 µSv/h を超え
る箇所があり、市民が望

む 0.23 µSv/h 以下と乖
離がある。特に屋敷林

部分の線量が高い傾向

にあり、この部分の線量

低減が課題である。

- -

楢葉町

●�仮置場の確保。仮置

場は各行政区の説明

会において行政区毎

に設置することにな

り、20 行政区に設置
したが、何処に設置す

るかで難航し、除染を

遅らせた。

●�屋外廃棄物の処理。2
年以上避難していて

除染箇所の屋外に廃

棄したい物が沢山あ

り、除染で回収できな

い物や、屋根の補修

で出た瓦など汚染物

が除染完了箇所に処

分できないまま存在し

ている。

●�除染の結果の違いへ

の対応。除染は人力

作業で行うため、除染

作業班や作業員の能

力で除染の結果や見

栄えに差が出ている。

●�仮置場の確保。仮置

場は各行政区の説明

会において行政区毎

に設置することにな

り、20 行政区に設置
したが、何処に設置す

るかで難航し、除染を

遅らせた。

●�屋外廃棄物の処理。2
年以上避難していて

除染箇所の屋外に廃

棄したい物が沢山あ

り、除染で回収できな

い物や、屋根の補修

で出た瓦など汚染物

が除染完了箇所に処

分できないまま存在し

ている。

●�除染の結果の違いへ

の対応。除染は人力

作業で行うため、除染

作業班や作業員の能

力で除染の結果や見

栄えに差が出ている。

●�継続的な放射線量のモ

ニタリング。環境省事業

である除染後の事後モ

ニタリングを実施してい

るが、定点測定では発見

できないホットスポット

等が新たに発見されて

いるため、継続的なモニ

タリングを実施し、町民

へ周知することが必要

と考える。

●�住宅地外の生活圏周辺

の除染。森林や河川等

の町民生活に密接な関

わりがある箇所のきめ

細やかな除染が必要で

あると考える。

●�除染並びに放射線に対

する不安を抱える町民

へのリスクコミュニケー

ション。除染工法そのも

のに疑問を抱いている

町民がおり、また国に対

しての不信感から、除

染の同意を得られてい

ない現状があるため。

●�継続的な放射線量のモ

ニタリング。環境省事業

である除染後の事後モ

ニタリングを実施してい

るが、事後モニタリング

等で発見できないホット

スポット等があるため、

広範囲できめ細やかな

定点モニタリングを実施

し、町民への現状周知

が必要と考える。

●�住宅地外の生活圏外の

除染。生活圏外にあた

る森林や河川等の町民

生活に密接な関わりが

ある箇所のきめ細やか

な除染が必要と考える。

住宅地圏外森林(里山)

などについては、震災以

前はキノコ類の栽培な

どで日頃から立ち入るこ

とが多 あ々ったし、今後

の生活にも関わりがあ

るため、除染を要望して

いきたいと考える。

●�森林並びに放射線に対

する不安を抱える町民

へのリスクコミュニケー

ション。除染工法が市

町村によって異なってい

ることに疑問を抱いてい

る町民や、国に対しての

不信感を持っている町

民も多い。今以上に町民

目線になった除染が必

要と考える。

富岡町

●�町民の帰還を目的とし

た除染作業であるが、

現行の家屋除染方法

では放射線量の低減

率が低いため、あまり

期待できないので、こ

れへの対応が必要で

ある。

●�森林除染については、

居住地より20 m 以内
となっているが、森林

に隣接する町民は、汚

染物質が森林より流れ

てくるのではないかと

不安を抱えている。

●�避難指示が出され、全

町民が長期間にわたり

家屋の管理ができない

ので、雨水の侵入やネ

ズミ等の侵入により、

家屋内の老朽化が進ん

でいるため、家屋の取

り壊しを望む町民が増

えてきており、これへ

の対応が必要である。

●�森林等の除染におい

ては、現在は生活圏

から 20 mとなってい
るが、それ以外の大半

の森林の除染はどうす

るのか。また国の考え

方として道路について

は、生活圏となってい

ないので、20 m の除
染となっていない。

●�帰還困難区域の取り

扱いについて（具体的

な除染の実施時期な

ど）。早期除染により

放射線量の半減期が

短縮できる。

●�避難指示により全町

民が長期間にわたり

家屋や庭木の管理が

できない状況となって

しまったことから、雨

水の侵入やネズミなど

の侵入により家屋内

の荒廃が進んでおり、

家屋の取り壊しを望

む住人が増えている。

●�避難指示により全町民

が長期間にわたり家屋

や庭木の管理ができな

い状況となってしまった

ことから、雨水の侵入

やネズミ等の侵入によ

り家屋内の荒廃が進ん

でおり、家屋の取り壊

しを望む町民が増えて

いる。

●�帰還困難区域の取り扱

いについて（具体的な除

染の実施時期など）。早

期除染により放射線量

の半減期が短縮できる。

●�山林の除染は、堆積物

除去や除草のみの除染

だが、宅地に隣接してい

る山林はそれだけでは

不十分であり、表土の剥

ぎ取りや覆土を行わな

いと住民の安心にはつ

ながらない。

●�長期避難により家屋や

農地の管理が頻繁にで

きない状況にあるため、

樹木の伐採などの要望

があった場合において

は、地権者の要望に沿っ

た形が必要になる。

●�帰還困難区域の取り扱

いについて（具体的な除

染の実施時期など）。居

住制限区域と隣接して

いる帰還困難区域の除

染は決定したが、それ

以外の帰還困難区域に

ついても早期に除染を

行うことにより半減期の

短縮に繋がる。

●�山林の除染は、堆積物

除去や除草のみの除染

だが、宅地に隣接して

いる山林はそれだけで

は不十分であり、表土

の剥ぎ取りや覆土を行

わないと住民の安心に

はつながらない。

川内村

●�仮置場の確保。 ●�除染廃棄物の減容化

（焼却炉の設置等）。

●�丁寧な除染。 ●�避難指示区域におい

ては、年間積算線量が

20 mSv 超の区域が大
半を占めるため、効率

的な除染方法をいか

に確立させるか。

●�立ち入り時間等の制

限があるため、除染作

業で線量が下がって

も、その後の継続的な

住宅などの管理がで

きない場合、局所的に

線量が戻ってしまう恐

れがある。

-

●�放射線量が村内でも他

と比べ高い地区では、

住宅、道路除染など日々

の生活に直接に関わり

のある箇所について、安

心、安全な生活ができる

環境まで回復させるた

めに工期短縮も含め効

率的な除染をどのように

進めていくかが課題で

ある。

●�放射線量が村内でも他

と比べ高い地区では、

農地等の除染にあたり、

安心、安全な農作物の

作付がきる環境をどのよ

うに回復させるか、工期

短縮も含めて効率的な

除染をどのように進めて

いくかが課題である。

-

●�放射線量が村内でも他

と比べ高い地区では、

住宅、道路除染など日々

の生活に直接に関わり

のある箇所について、安

心、安全な生活ができる

環境まで回復させるた

めに工期短縮も含め効

率的な除染をどのように

進めていくかが課題で

ある。

●�放射線量が村内でも他

と比べ高い地区では、

農地等の除染にあたり、

安心、安全な農作物の

作付がきる環境をどのよ

うに回復させるか、工

期短縮も含めて効率的

な除染をどのように進め

ていくかが課題である。

-

大熊町

●�仮置場の確保（高線

量放射性廃棄物の仮

置場の確保等）。

●�除染効果の限界への

対応（低減率等では

なく数値）。

●�住民の同意取得（共

有地や未登記土地の

除染同意取得等）。

●�地権者からの同意取

得（除染特別地域内

において、地権者か

ら除染の同意を得ら

れない場合、その土地

は除染事業から取り

残されてしまう。後年、

同意をした際に、再度

除染を実施するのか

どうか国の方針が不

明である）。

●�仮置場の確保（除染

特別地域内において

も、仮置場を各地権

者から国が借りてい

るが、賃貸借期間が

延期になった場合の

対応が問題である。

地権者が延長に同意

しなかった場合の対

応策に苦慮すると思

われる）。

●�林地や農業用施設な

どの生活圏以外の除

染（国は山林を生活

圏から20 mの範囲し
か除染を実施しない

が、当町の除染特別地

域はほとんどが国有

林であり、除染が手付

かずである。また、農

業用施設（ため池等）

の底質土等の除去が

進んでいない）。

●�住民の除染同意（共有

地や未登記の土地の取

扱、賠償関係など）。

●�仮置場の確保（中間貯

蔵施設建設の見通しが

立っていない状況で除

染を行っているため、仮

置場が必要になってくる

が、大きな用地を確保す

るのが難しい）。

●�除染完了後の維持管理

（除染をしてキレイにして

もその後の管理が難しく

土地が荒れてしまう）。

●�除染の同意（共有地や

未登記地の取扱、東電

賠償関係の絡み等）

●�仮置場の確保（中間貯

蔵施設建設の見通しが

立っていない状況で除

染を行っているため、仮

置場が必要になってくる

が、大きな用地を確保す

るのが難しい）。

●�除染完了後の維持管理

（除染をしてキレイにして

もその後の管理が難しく

土地が荒れてしまう）。
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表17	 除染に関する課題（2/2）

注:この表は、除染を進める上での特に重要な課題を 3 つ以内で記入した自由記載欄の回答を整理したものである。

市町村 2013年調査 2014年調査 2015年調査 2016年調査

川俣町

●�森林全体の除染によ

る放射線量の低減。

●�営農再開・事業所再開。 ●�長期的な放射線の管理。 ●�未だ方針が定まらない

森林と営農再開に不

可欠な溜池などの除染

の進め方（災害防止、

水源涵養、農業用水確

保などを考慮して）。

●�仮置場の確保・管理、

除染廃棄物の行き場

（中間貯蔵施設の行

方）。

●�高線量ポイント、いわ

ゆるホットスポット対

策の長期継続。

●�森林の除染手法の開発 ●�仮置場の設置・管理と

中間貯蔵施設への搬出

時期の明確化

●�高線量ポイント、いわ

ゆるホットスポット対策

の長期継続

●�取り残し箇所があるた

め、フォローアップ除染

を実施すること。

●�数十か所の仮置場が設

置されており、長期的

な保管および大量に設

置してある除去土壌等

の運搬の交通事故等の

懸念があること。

●�除染作業完了後に、地

域住民からの様々な要

望に対するフォロー体

制の整備をすること。

田村市 無回答 無回答 （なし） （なし）

南相馬市 無回答

●�線量の高い地域にお

いて除染を実施して

も、住民が望む状況と

異なることが予想され

ること（住民が望む状

況は 0.23 µSv/hとは
限らず、人それぞれで

あり、また、今の除染

の技術・方法や森林

等周囲からの影響に

より、線量の低減に

は限界がある）。

●�除染同意書の取得率

を上げること。

-

●�多くの市民が、除染に

より追加被ばく線量が

年間 1 mSv 以下（空間

線量率 0.23 µSv/h 以
下）となることを望んで

いるが、汚染度合いが

高かった地域では、除

染後でも1 µSv/hを超
える箇所があり、市民が

望む 0.23 µSv/h 以下と
乖離がある。特に屋敷

林部分の線量が高い傾

向にあり、この部分の線

量低減が課題である。

●�森林、山林で囲まれた

当地域において、安心

して山菜やきのこ採りが

できる環境を回復する

ためには、森林の除染

が必要である。

-

●�多くの市民が、除染によ

り追加被ばく線量が年

間 1 mSv 以下（空間線

量率 0.23 µSv/h 以下）
となることを望んでい

るが、汚染度合いが高

かった地域では、除染

後でも 1 µSv/h を超え
る箇所があり、市民が望

む 0.23 µSv/h 以下と乖
離がある。特に屋敷林

部分の線量が高い傾向

にあり、この部分の線量

低減が課題である。

- -

楢葉町

●�仮置場の確保。仮置

場は各行政区の説明

会において行政区毎

に設置することにな

り、20 行政区に設置
したが、何処に設置す

るかで難航し、除染を

遅らせた。

●�屋外廃棄物の処理。2
年以上避難していて

除染箇所の屋外に廃

棄したい物が沢山あ

り、除染で回収できな

い物や、屋根の補修

で出た瓦など汚染物

が除染完了箇所に処

分できないまま存在し

ている。

●�除染の結果の違いへ

の対応。除染は人力

作業で行うため、除染

作業班や作業員の能

力で除染の結果や見

栄えに差が出ている。

●�仮置場の確保。仮置

場は各行政区の説明

会において行政区毎

に設置することにな

り、20 行政区に設置
したが、何処に設置す

るかで難航し、除染を

遅らせた。

●�屋外廃棄物の処理。2
年以上避難していて

除染箇所の屋外に廃

棄したい物が沢山あ

り、除染で回収できな

い物や、屋根の補修

で出た瓦など汚染物

が除染完了箇所に処

分できないまま存在し

ている。

●�除染の結果の違いへ

の対応。除染は人力

作業で行うため、除染

作業班や作業員の能

力で除染の結果や見

栄えに差が出ている。

●�継続的な放射線量のモ

ニタリング。環境省事業

である除染後の事後モ

ニタリングを実施してい

るが、定点測定では発見

できないホットスポット

等が新たに発見されて

いるため、継続的なモニ

タリングを実施し、町民

へ周知することが必要

と考える。

●�住宅地外の生活圏周辺

の除染。森林や河川等

の町民生活に密接な関

わりがある箇所のきめ

細やかな除染が必要で

あると考える。

●�除染並びに放射線に対

する不安を抱える町民

へのリスクコミュニケー

ション。除染工法そのも

のに疑問を抱いている

町民がおり、また国に対

しての不信感から、除

染の同意を得られてい

ない現状があるため。

●�継続的な放射線量のモ

ニタリング。環境省事業

である除染後の事後モ

ニタリングを実施してい

るが、事後モニタリング

等で発見できないホット

スポット等があるため、

広範囲できめ細やかな

定点モニタリングを実施

し、町民への現状周知

が必要と考える。

●�住宅地外の生活圏外の

除染。生活圏外にあた

る森林や河川等の町民

生活に密接な関わりが

ある箇所のきめ細やか

な除染が必要と考える。

住宅地圏外森林(里山)

などについては、震災以

前はキノコ類の栽培な

どで日頃から立ち入るこ

とが多 あ々ったし、今後

の生活にも関わりがあ

るため、除染を要望して

いきたいと考える。

●�森林並びに放射線に対

する不安を抱える町民

へのリスクコミュニケー

ション。除染工法が市

町村によって異なってい

ることに疑問を抱いてい

る町民や、国に対しての

不信感を持っている町

民も多い。今以上に町民

目線になった除染が必

要と考える。

富岡町

●�町民の帰還を目的とし

た除染作業であるが、

現行の家屋除染方法

では放射線量の低減

率が低いため、あまり

期待できないので、こ

れへの対応が必要で

ある。

●�森林除染については、

居住地より20 m 以内
となっているが、森林

に隣接する町民は、汚

染物質が森林より流れ

てくるのではないかと

不安を抱えている。

●�避難指示が出され、全

町民が長期間にわたり

家屋の管理ができない

ので、雨水の侵入やネ

ズミ等の侵入により、

家屋内の老朽化が進ん

でいるため、家屋の取

り壊しを望む町民が増

えてきており、これへ

の対応が必要である。

●�森林等の除染におい

ては、現在は生活圏

から 20 mとなってい
るが、それ以外の大半

の森林の除染はどうす

るのか。また国の考え

方として道路について

は、生活圏となってい

ないので、20 m の除
染となっていない。

●�帰還困難区域の取り

扱いについて（具体的

な除染の実施時期な

ど）。早期除染により

放射線量の半減期が

短縮できる。

●�避難指示により全町

民が長期間にわたり

家屋や庭木の管理が

できない状況となって

しまったことから、雨

水の侵入やネズミなど

の侵入により家屋内

の荒廃が進んでおり、

家屋の取り壊しを望

む住人が増えている。

●�避難指示により全町民

が長期間にわたり家屋

や庭木の管理ができな

い状況となってしまった

ことから、雨水の侵入

やネズミ等の侵入によ

り家屋内の荒廃が進ん

でおり、家屋の取り壊

しを望む町民が増えて

いる。

●�帰還困難区域の取り扱

いについて（具体的な除

染の実施時期など）。早

期除染により放射線量

の半減期が短縮できる。

●�山林の除染は、堆積物

除去や除草のみの除染

だが、宅地に隣接してい

る山林はそれだけでは

不十分であり、表土の剥

ぎ取りや覆土を行わな

いと住民の安心にはつ

ながらない。

●�長期避難により家屋や

農地の管理が頻繁にで

きない状況にあるため、

樹木の伐採などの要望

があった場合において

は、地権者の要望に沿っ

た形が必要になる。

●�帰還困難区域の取り扱

いについて（具体的な除

染の実施時期など）。居

住制限区域と隣接して

いる帰還困難区域の除

染は決定したが、それ

以外の帰還困難区域に

ついても早期に除染を

行うことにより半減期の

短縮に繋がる。

●�山林の除染は、堆積物

除去や除草のみの除染

だが、宅地に隣接して

いる山林はそれだけで

は不十分であり、表土

の剥ぎ取りや覆土を行

わないと住民の安心に

はつながらない。

川内村

●�仮置場の確保。 ●�除染廃棄物の減容化

（焼却炉の設置等）。

●�丁寧な除染。 ●�避難指示区域におい

ては、年間積算線量が

20 mSv 超の区域が大
半を占めるため、効率

的な除染方法をいか

に確立させるか。

●�立ち入り時間等の制

限があるため、除染作

業で線量が下がって

も、その後の継続的な

住宅などの管理がで

きない場合、局所的に

線量が戻ってしまう恐

れがある。

-

●�放射線量が村内でも他

と比べ高い地区では、

住宅、道路除染など日々

の生活に直接に関わり

のある箇所について、安

心、安全な生活ができる

環境まで回復させるた

めに工期短縮も含め効

率的な除染をどのように

進めていくかが課題で

ある。

●�放射線量が村内でも他

と比べ高い地区では、

農地等の除染にあたり、

安心、安全な農作物の

作付がきる環境をどのよ

うに回復させるか、工期

短縮も含めて効率的な

除染をどのように進めて

いくかが課題である。

-

●�放射線量が村内でも他

と比べ高い地区では、

住宅、道路除染など日々

の生活に直接に関わり

のある箇所について、安

心、安全な生活ができる

環境まで回復させるた

めに工期短縮も含め効

率的な除染をどのように

進めていくかが課題で

ある。

●�放射線量が村内でも他

と比べ高い地区では、

農地等の除染にあたり、

安心、安全な農作物の

作付がきる環境をどのよ

うに回復させるか、工

期短縮も含めて効率的

な除染をどのように進め

ていくかが課題である。

-

大熊町

●�仮置場の確保（高線

量放射性廃棄物の仮

置場の確保等）。

●�除染効果の限界への

対応（低減率等では

なく数値）。

●�住民の同意取得（共

有地や未登記土地の

除染同意取得等）。

●�地権者からの同意取

得（除染特別地域内

において、地権者か

ら除染の同意を得ら

れない場合、その土地

は除染事業から取り

残されてしまう。後年、

同意をした際に、再度

除染を実施するのか

どうか国の方針が不

明である）。

●�仮置場の確保（除染

特別地域内において

も、仮置場を各地権

者から国が借りてい

るが、賃貸借期間が

延期になった場合の

対応が問題である。

地権者が延長に同意

しなかった場合の対

応策に苦慮すると思

われる）。

●�林地や農業用施設な

どの生活圏以外の除

染（国は山林を生活

圏から20 mの範囲し
か除染を実施しない

が、当町の除染特別地

域はほとんどが国有

林であり、除染が手付

かずである。また、農

業用施設（ため池等）

の底質土等の除去が

進んでいない）。

●�住民の除染同意（共有

地や未登記の土地の取

扱、賠償関係など）。

●�仮置場の確保（中間貯

蔵施設建設の見通しが

立っていない状況で除

染を行っているため、仮

置場が必要になってくる

が、大きな用地を確保す

るのが難しい）。

●�除染完了後の維持管理

（除染をしてキレイにして

もその後の管理が難しく

土地が荒れてしまう）。

●�除染の同意（共有地や

未登記地の取扱、東電

賠償関係の絡み等）

●�仮置場の確保（中間貯

蔵施設建設の見通しが

立っていない状況で除

染を行っているため、仮

置場が必要になってくる

が、大きな用地を確保す

るのが難しい）。

●�除染完了後の維持管理

（除染をしてキレイにして

もその後の管理が難しく

土地が荒れてしまう）。
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市町村 2013年調査 2014年調査 2015年調査 2016年調査

双葉町

●�除染の効果的な技法

が限定されており、住

民に除染の結果に対

する不信感を生んでい

るので、効果的な技法

を柔軟に取り入れるな

ど、現在の技法による

除染効果の限界への

対応が必要である。

●�本町は海岸と反対の

山間部が高濃度汚染

地区のため、山林の完

全除染が求められる

が、国から明確な回答

はない。

●�震災による半壊・全壊

相当の家屋が放置さ

れ、倒壊家屋は除染の

対象外で、半壊家屋・

被災家屋等の除染も

実質的には除染不可

能。このため、市街地

の除染は困難となるこ

とが想定できる（帰還

困難区域の見直しまで

あと4 年であるが、自
然減衰や高濃度汚染

のバラつきが極端に

なった場合、国は年間

1 mSv 以下のエリアは
除染しない方針である

ため、市街地はホット

スポットの除染になる

確率が高い）。

●�農地の除染について

は、単に線量を下げる

ことだけを目的とする

のではなく、その先の

営農再開を考えたうえ

での除染方法を考慮

する必要がある。現在、

主となっている表土剥

ぎ取りと山砂の敷設と

いう工法では、土が痩

せすぎて営農再開後の

数年間はまともに作物

が育たない。

●�高線量地区において、

現行工法の除染を

行っても線量が下がら

なかった場合におい

ての再除染の工法の

確立が必要である。

●�現在までの環境省の

対応を見る限り、ガ

イドラインに沿ったマ

ニュアル通りの除染な

ので、その現場ごとに

見合った対応・工法

の除染方法を選択す

る必要がある。

●�町民の立場をしっかりと

考え、町民への丁寧の説

明と理解を求めるため

の国の対応の改善（仮

置場の確保や除染の同

意等）。

●�町民の不安を煽るような

不適切除染がないよう

受注業者との報告、連

絡、相談。

-

●�町民の立場をしっかりと

考え、町民への丁寧の説

明と理解を求めるため

の国の対応の改善（仮

置場の確保や除染の同

意等）。

●�町民の不安を煽るような

不適切除染がないよう

受注業者との報告、連

絡、相談。

-

浪江町 無回答

●�除染方法について、

個別の要望にどの程

度まで応えられること

ができるか。各個人に

より除染工事内容につ

いての要望が異なるの

で、差異が出ない上で

町民に寄り添った除

染が実施できるかが

課題である。

●�仮置場の確保。浪江町

は各行政区(地区 )ご

とに仮置場を設けてい

る。行政区ごとに設置

する上で、状況が異なる

ため（例えば仮置場の

必要面積や設置に対す

る理解度など）、行政区

ごとの仮置場の確保の

進捗状況に時間差が出

てしまう。

●�家屋の除染と解体と

の兼ね合い。除染を

するにあたり、建物の

除染ではなく、解体を

希望する町民もおり、

そのような解体する家

屋の処遇方法と時期

を除染実施時期とす

りあわせながら、効率

良く進めていかなくて

はならない。

●�除染方法について、個別

の要望にどの程度まで

応えられることができる

か。各個人により除染

工事内容についての要

望が異なるので、差異が

出ない上で町民に寄り

添った除染が実施でき

るかが課題である。

●�仮置場の確保と延長。

確保が終わったとして

も、中間貯蔵施設の問

題で、運びだし先及び

期限がわからない。

●�森林及びため池等の除

染について、現在の除

染範囲では森林(生活

圏から 20 m以外)やた
め池等は除染対象外と

なっている。

●�除染方法について、個別

の要望にどの程度まで

応えられることができる

か。各個人により除染

工事内容についての要

望が異なるので、差異が

出ない上で町民に寄り

添った除染が実施でき

るかが課題である。

●�当町の面積のうち森林

が約 7 割を占めている
が、現在の森林の除染

範囲は生活圏から20 m
以内となっているため、

除染できていない森林

が多 あ々る。

●�仮置場の延長について、

中間貯蔵施設の建造の

遅れにより、搬入時期

が不透明なままである。

また仮置場の延長につ

いては、現在の状況を

鑑みると契約年数であ

る 3年は超えると思わ
れる。

葛尾村

●�除染廃棄物の保管場

所（仮置場）の確保。

除染を進捗させる上

で、除染に伴い排出

される廃棄物の保管

場所の確保が必須で

あり、それが確保され

ないことには除染そ

のものが進捗を見な

いため。

●�住民の要望に見合っ

た除染の実施。現在、

本格除染が始まって

いるが、除染範囲や、

除染手法等で住民の

要望に沿えないケー

スが多い。帰還を促

すためには、住民の

要望に見合った除染

ができるようにならな

くてはならない。

-

●�空間線量を目標とする

0.23 µSv/h以下にする
こと。

●�居住空間の間近に森

林があるため、森林

の除染方法が重要で

ある。早急の解決策

がなければ、除染が

終了した居住空間に

放射能物質が移動し

ないような方策を考え

なければならない。

●�剥ぎ取り方式で行わ

れた農地等の土壌改

良が必要である。

●�現在行っている除染は、

数値目標がないため、

「除染をしました」だけと

なっており、除染に対す

る不満がある。数値目

標を示し、1回目の除染
で達成できなければ、

対策方法を練り直し 2
回目除染を実施すべき

である。

●�本村は、山間傾斜地の

地形形状にあるため、

平場平坦地とは大きく

条件が異なっているた

め、地域・地形条件に

合った除染を実施する

こと。

●�本村は、急傾斜地を村

内全域一斉に表土剥ぎ

取り除染を実施したた

め、事後の保全管理が

容易でなく、客土流出の

対策支援が必要である。

●�住民の同意。住民が除

染実施計画に基づく除

染について内容を理解

した上で、同意をいた

だくことがもっとも重要

な課題であると考える。 - -

飯舘村

●�国のガイドラインの除

染内容が、村民が意と

する除染内容または

村民に寄り添った除染

内容になっていないの

で、除染同意取得が

進まない。

- -

●�除染工事の目標線量

値がない。工事での目

標がないので、成果を

数値で評価できない。

●�溜池・用排水路・河

川・山林の除染見通

しがない。また、営農

再開や帰村に向けて、

里山除染などを早期

に実現してほしい。

●�仮置場の確保ができ

ない。仮置場の容量が

少なく、仮仮置場から

の搬出ができないで

いる。

●�除染の目標値がないため、

除染工事の出来形・施工

管理等ができない。現地

作業の手抜き工事を、見

抜けない等、現場の仕上

がりに不均衡がある。

●�営農再開に繋がる、河

川・ため池・水路の除

染が計画されていない。

生活の術である水に心

配がある状況では、復

興にならない。

●�線量に関係なく一律の

除染工法では、高線量

地区の低減にならない。

法面の剥ぎ取りや林縁

部の剥ぎ取りをしない

と、低減されない。

●�除染作業の目標線量値

がない。

●�未熟な作業員が多いた

め、高品質な作業が見

込めない。

●�国発注のため、作業時

の応用が利かない。

表17	 除染に関する課題（1/2）（続き）

140

K. Kawasaki

浪江町）。先述の通り、2015年3月から、保管場（ストックヤー

ド）へのパイロット輸送による搬入が開始されたが、用地確保が

難航しているため、今なお完成の見通しは立っておらず、また、

環境省が示した 2020年度までの搬入の見通しの通りに進んだ

としても、半分は仮置場に保管され続けることになるので、今後

とも、当分の間は、仮置場の管理や除去土壌等の中間貯蔵施設

への搬出という課題への対応が求められることになる。

b）森林や河川・ため池などに関する課題
先述の通り、森林や河川・ため池などについては、基本的

に除染の対象外となっているが、これらの除染が課題として多

く挙げられている。

具体的には、森林の除染については、2013年調査から一貫

して多く挙げられている（2013年調査の川俣町、富岡町、双葉

町、2014年調査の川俣町、富岡町、大熊町、葛尾村、飯舘村、

2015年調査の川俣町、南相馬市、楢葉町、富岡町、浪江町、

2016年調査の楢葉町、浪江町）。福島県は県土面積の約 7割
が森林で

33）、約 8割が中山間地域であって
34）、森林全体を除

染しなければ放射線量は下がらないし、安心して暮らせる環境

は回復しないというのが市町村の認識である。

河川・ため池などの除染については、2014年調査から挙げ

られている（2014年調査の川俣町、大熊町、飯舘村、2015年
調査の楢葉町、浪江町、飯舘村、2016年調査の楢葉町）。除

染特措法が問題とする空間線量率にはほとんど影響しないとし

ても、河川・ため池などの底質に放射性物質が溜まっているの
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市町村 2013年調査 2014年調査 2015年調査 2016年調査

双葉町

●�除染の効果的な技法

が限定されており、住

民に除染の結果に対

する不信感を生んでい

るので、効果的な技法

を柔軟に取り入れるな

ど、現在の技法による

除染効果の限界への

対応が必要である。

●�本町は海岸と反対の

山間部が高濃度汚染

地区のため、山林の完

全除染が求められる

が、国から明確な回答

はない。

●�震災による半壊・全壊

相当の家屋が放置さ

れ、倒壊家屋は除染の

対象外で、半壊家屋・

被災家屋等の除染も

実質的には除染不可

能。このため、市街地

の除染は困難となるこ

とが想定できる（帰還

困難区域の見直しまで

あと4 年であるが、自
然減衰や高濃度汚染

のバラつきが極端に

なった場合、国は年間

1 mSv 以下のエリアは
除染しない方針である

ため、市街地はホット

スポットの除染になる

確率が高い）。

●�農地の除染について

は、単に線量を下げる

ことだけを目的とする

のではなく、その先の

営農再開を考えたうえ

での除染方法を考慮

する必要がある。現在、

主となっている表土剥

ぎ取りと山砂の敷設と

いう工法では、土が痩

せすぎて営農再開後の

数年間はまともに作物

が育たない。

●�高線量地区において、

現行工法の除染を

行っても線量が下がら

なかった場合におい

ての再除染の工法の

確立が必要である。

●�現在までの環境省の

対応を見る限り、ガ

イドラインに沿ったマ

ニュアル通りの除染な

ので、その現場ごとに

見合った対応・工法

の除染方法を選択す

る必要がある。

●�町民の立場をしっかりと

考え、町民への丁寧の説

明と理解を求めるため

の国の対応の改善（仮

置場の確保や除染の同

意等）。

●�町民の不安を煽るような

不適切除染がないよう

受注業者との報告、連

絡、相談。

-

●�町民の立場をしっかりと

考え、町民への丁寧の説

明と理解を求めるため

の国の対応の改善（仮

置場の確保や除染の同

意等）。

●�町民の不安を煽るような

不適切除染がないよう

受注業者との報告、連

絡、相談。

-

浪江町 無回答

●�除染方法について、

個別の要望にどの程

度まで応えられること

ができるか。各個人に

より除染工事内容につ

いての要望が異なるの

で、差異が出ない上で

町民に寄り添った除

染が実施できるかが

課題である。

●�仮置場の確保。浪江町

は各行政区(地区 )ご

とに仮置場を設けてい

る。行政区ごとに設置

する上で、状況が異なる

ため（例えば仮置場の

必要面積や設置に対す

る理解度など）、行政区

ごとの仮置場の確保の

進捗状況に時間差が出

てしまう。

●�家屋の除染と解体と

の兼ね合い。除染を

するにあたり、建物の

除染ではなく、解体を

希望する町民もおり、

そのような解体する家

屋の処遇方法と時期

を除染実施時期とす

りあわせながら、効率

良く進めていかなくて

はならない。

●�除染方法について、個別

の要望にどの程度まで

応えられることができる

か。各個人により除染

工事内容についての要

望が異なるので、差異が

出ない上で町民に寄り

添った除染が実施でき

るかが課題である。

●�仮置場の確保と延長。

確保が終わったとして

も、中間貯蔵施設の問

題で、運びだし先及び

期限がわからない。

●�森林及びため池等の除

染について、現在の除

染範囲では森林(生活

圏から 20 m以外)やた
め池等は除染対象外と

なっている。

●�除染方法について、個別

の要望にどの程度まで

応えられることができる

か。各個人により除染

工事内容についての要

望が異なるので、差異が

出ない上で町民に寄り

添った除染が実施でき

るかが課題である。

●�当町の面積のうち森林

が約 7 割を占めている
が、現在の森林の除染

範囲は生活圏から20 m
以内となっているため、

除染できていない森林

が多 あ々る。

●�仮置場の延長について、

中間貯蔵施設の建造の

遅れにより、搬入時期

が不透明なままである。

また仮置場の延長につ

いては、現在の状況を

鑑みると契約年数であ

る 3年は超えると思わ
れる。

葛尾村

●�除染廃棄物の保管場

所（仮置場）の確保。

除染を進捗させる上

で、除染に伴い排出

される廃棄物の保管

場所の確保が必須で

あり、それが確保され

ないことには除染そ

のものが進捗を見な

いため。

●�住民の要望に見合っ

た除染の実施。現在、

本格除染が始まって

いるが、除染範囲や、

除染手法等で住民の

要望に沿えないケー

スが多い。帰還を促

すためには、住民の

要望に見合った除染

ができるようにならな

くてはならない。

-

●�空間線量を目標とする

0.23 µSv/h以下にする
こと。

●�居住空間の間近に森

林があるため、森林

の除染方法が重要で

ある。早急の解決策

がなければ、除染が

終了した居住空間に

放射能物質が移動し

ないような方策を考え

なければならない。

●�剥ぎ取り方式で行わ

れた農地等の土壌改

良が必要である。

●�現在行っている除染は、

数値目標がないため、

「除染をしました」だけと

なっており、除染に対す

る不満がある。数値目

標を示し、1回目の除染
で達成できなければ、

対策方法を練り直し 2
回目除染を実施すべき

である。

●�本村は、山間傾斜地の

地形形状にあるため、

平場平坦地とは大きく

条件が異なっているた

め、地域・地形条件に

合った除染を実施する

こと。

●�本村は、急傾斜地を村

内全域一斉に表土剥ぎ

取り除染を実施したた

め、事後の保全管理が

容易でなく、客土流出の

対策支援が必要である。

●�住民の同意。住民が除

染実施計画に基づく除

染について内容を理解

した上で、同意をいた

だくことがもっとも重要

な課題であると考える。 - -

飯舘村

●�国のガイドラインの除

染内容が、村民が意と

する除染内容または

村民に寄り添った除染

内容になっていないの

で、除染同意取得が

進まない。

- -

●�除染工事の目標線量

値がない。工事での目

標がないので、成果を

数値で評価できない。

●�溜池・用排水路・河

川・山林の除染見通

しがない。また、営農

再開や帰村に向けて、

里山除染などを早期

に実現してほしい。

●�仮置場の確保ができ

ない。仮置場の容量が

少なく、仮仮置場から

の搬出ができないで

いる。

●�除染の目標値がないため、

除染工事の出来形・施工

管理等ができない。現地

作業の手抜き工事を、見

抜けない等、現場の仕上

がりに不均衡がある。

●�営農再開に繋がる、河

川・ため池・水路の除

染が計画されていない。

生活の術である水に心

配がある状況では、復

興にならない。

●�線量に関係なく一律の

除染工法では、高線量

地区の低減にならない。

法面の剥ぎ取りや林縁

部の剥ぎ取りをしない

と、低減されない。

●�除染作業の目標線量値

がない。

●�未熟な作業員が多いた

め、高品質な作業が見

込めない。

●�国発注のため、作業時

の応用が利かない。

表17	 除染に関する課題（2/2）（続き）

注:この表は、除染を進める上での特に重要な課題を 3 つ以内で記入した自由記載欄の回答を整理したものである。
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で、避難指示が解除されても、水道水などの生活用水や農業用

水の安全性に不安があって、住民は帰還できないし、基幹産業

であった農業も再開できないというのが市町村の認識である。

なお、国は、2016年3月に、森林除染に関する新たな方針

を示し、除染特措法に基づく除染（環境省）、林業再生事業

（林野庁）、福島再生加速化交付金事業（復興庁等）を組み合

わせつつ、住居周辺の里山等の森林については、森林内の憩

いの場や日常的に人が立ち入る場所を対象とする除染や林業

再生等のための取り組みなどを実施する、奥山については、

間伐等の森林整備と放射性物質対策を一体的に実施する事

業や林業再生に向けた実証事業などを推進するものとしたが、

今なお具体的な事業は行われていない
35, 36）。また、営農再

開・農業復興の観点からの放射性物質対策が必要なため池に

ついては、2014年から、除染特措法に基づく除染とは別に、

福島再生加速化交付金事業によって底質の除去などを実施す

るものとされているが、今なおモニタリング調査の実施段階で

あって、ほとんど成果が上がっていない
I）。さらに、福島県は、

2016年3月に、河川に関して、比較的高い放射線量が確認さ

れた河川のうち、土砂の堆積量が多く洪水時の危険性が高い

河川を対象として、県が独自に堆積土砂の除去工事を実施す

るとの方針を示し
37）、事業を実施しているが、上述の市町村

の認識に照らし合わせるならば、堆積土砂の除去が必要な河

川は、放射線量が高く、洪水時の危険性が高い河川に限られ

ない。
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図17	 �中間貯蔵施設の整備・完成または中間貯蔵施設への
除去土壌等の搬出にかかわる経緯や現状に関する問題
など
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K. Kawasaki

c）除染の効果と除染の目標値と
フォローアップ除染に関する課題

2013年調査から一貫して、現行の除染技術・方法による線

量低減効果の限界への対応、除染の目標値の設定、フォロー

アップ除染の実施が課題として挙げられている（2013年調査の

富岡町、大熊町、双葉町、2014年調査の南相馬市、2015年
調査の南相馬市、葛尾村、飯舘村、2016年調査の川俣町、南

相馬市、飯舘村）。

これらの課題は密接に関連しており、国は、避難指示解除

の要件の一つとして、年間積算線量が20 mSv以下になること

を示しているが
J）, 17）、住民は、帰還して安全に安心して生活で

きるように、少なくとも年間追加被曝線量 1 mSv（空間線量率

0.23 µSv/h）、できれば原発事故前と同程度まで回復すること

を望んでいる。しかし、現行の除染技術・方法による線量低

減効果には限界があって、そこまで下がらない場合が多く、ま

た、除染の目標値が存在せず、0.23 µSv/hは除染の実施基

準値であってもフォローアップ除染の実施基準値ではないとさ

れていて、除染の実施後に空間線量率が 0.23 µSv/h以上で

あっても除染は終了ということになっており、これでは住民は

帰還しないし、安全に安心して生活できるようにはならないと

いうのが市町村の認識である。

（10）中間貯蔵施設に関する問題
中間貯蔵施設に関して、2013年調査と2014年調査では、

中間貯蔵施設の整備時期と整備場所が決定していなかったこ

とから、その整備の必要性や可能性について回答を求めたが、

2015年調査と2016年調査では、国が当初予定していた中間

貯蔵施設への搬入開始時期が経過し、パイロット輸送が開始

されたことを背景として、その整備・完成、または、除去土壌

等の搬出にかかわる経緯や現状に関して問題と考えること、あ

るいは、それらに関してこれから生じると考えられる問題につ

いて回答を求めた。

2013年調査と2014年調査における中間貯蔵施設の整備の

必要性や可能性については、いずれの調査においても、無回

答の市町村を除けば、すべての市町村が中間貯蔵施設の整備

は必要だと認識している（表18）。その理由としては、住民の

帰還や町の復興のためには除去土壌等を仮置場から移動させ

る必要があることが最も多く挙げられており（2013年調査の川

俣町、楢葉町、葛尾村、2014年調査の川俣町、楢葉町、川

内村、葛尾村）、次いで、仮置場を確保することが困難である

こと（2013年調査の南相馬市、富岡町、2014年調査の富岡

町）が多く挙げられている。また、中間貯蔵施設の整備の可能

性については、2014年調査までは、中間貯蔵・環境安全事業

株式会社法が施行される前であったこともあり、県外最終処

分の実現性が明確になっていないことが課題であると指摘され

ていた（2014年調査の楢葉町、富岡町、双葉町）。

2015年調査と2016年調査における中間貯蔵施設の整備・

完成または中間貯蔵施設への除去土壌等の搬出にかかわる経

緯や現状に関する問題などについては、いずれの調査におい

ても、すべての市町村が「問題がある」と回答している（図

17）。問題の具体的な内容としては、中間貯蔵施設の整備が

遅れていることが最も多く挙げられており（2015年調査の川俣

町、田村市、南相馬市、富岡町、川内村、浪江町、葛尾村、

2016年調査の田村市、南相馬市、楢葉町、川内村、双葉町、

浪江町、葛尾村、飯舘村）、次いで、本格輸送を実施するに

あたっては適切なルート選定や安全対策の実施などが必要で

あること（2015年調査の川俣町、楢葉町、川内村、大熊町、

双葉町、浪江町、2016年調査の川俣町、南相馬市、楢葉町、

富岡町、大熊町、双葉町）、中間貯蔵施設の整備の遅れに伴っ

て、仮置場での除去土壌等の保管の延長に関する住民や地権

者との協議・調整が必要になること（2015年調査の楢葉町、

川内村、浪江町、2016年調査の楢葉町、川内村、浪江町）が

多く挙げられている。

（11）仮置場の除去土壌等をすべて中間貯蔵施設に
搬出するまでの想定年数

仮置場の除去土壌等をすべて中間貯蔵施設に搬出するまで

の想定年数に関する問いは、2016年調査にのみ設けたもので

あるが、「5年以上 10年以内」が 4市町村（36%）で最も多く、

次いで、「10年以上 20年以内」と「20年以上 30年以内」が2
市町村（18%）で多くなっている（表19、図 18）。
市町村ごとの回答を見ると、これらの想定年数は、必ずし

も除去土壌等の保管量や搬出量に比例しているわけではない

ことがわかる。また、先述の通り、30年以内の県外最終処分

が法制化されているが、「30年以上」と考えている市町村も見

られる。

（12）国による除染と市町村の復興まちづくりを
連動させた取り組み

先述の通り、除染特別地域における除染の主体は国である

が、東日本大震災からの復興を担う行政主体は市町村が基

本であるとされている。このため、除染特別地域に指定され

た市町村の復興を効果的かつ効率的に進める上では、国に



©Journal of the Society for 

Remediation of Radioactive 

Contamination in the Environment

表18	 中間貯蔵施設の整備・完成または中間貯蔵施設への除去土壌等の搬出にかかわる経緯や現状に関する問題など

2013年調査 2014 年調査 2015年調査 2016 年調査

中間貯蔵施設の設置の必要性や可能性〔自由に記入〕
中間貯蔵施設に関して問題と考えること、あるいは、これから生じると考えられる問題
〔選択肢から1つ選択し、「ある」を選択した場合には具体的な内容を記入〕

選択 具体的な内容 選択 具体的な内容

川俣町

●�帰還する上で、仮置場の存在を

問題にしている住民が多いこと

から、中間貯蔵施設は必要では

ある。しかし、双葉町・大熊町

の地元住民の意向にもよるので、

可能性については疑問が残る。

●�帰還する上で仮置場の存在を問

題にしている住民が多いことか

ら施設は必要である。本来、非

のない被災地域に加害者側の廃

棄物を置くことは受け入れられ

ないが、中間貯蔵施設はやむを

得ないと考える。
●�設置を想定している地域の住民

の将来のことを十分に考慮する

ことで可能性が出るのではない

か。

ある

●�用地取得等の問題による整備の

遅れは喫緊の課題であるが、本

格輸送が開始された際の積込・作

業ヤードの確保、フレコンバッグ

の破損の恐れ、輸送ルート周辺

住民の理解など、その時点で問題・

課題は生じると考えられる。

ある

●�大量の除去土壌等を運搬する

ダンプトラックの走行に対する交

通事故及び路面損傷の懸念。

田村市 無回答

●�県内から発生した除染除去物が

各地域内に仮置きの状況で保管

されている現状において、管理

し続けることが困難であること

は明白であり、中間貯蔵施設に

集約しなければならないことは

言うまでもない。

ある

●�早期の搬出ができないことによ

る、維持管理上のさまざまな課

題が生じてくる。

ある

●�早期の搬出ができないことによ

る、維持管理上のさまざまな課

題が生じてくる。

南相馬市

●�仮置場を確保して除染作業に着

手するが、中間貯蔵施設の設置

が決まらないと仮置場が最終処

分場になるのではないかと住民

は不安になり、仮置場の確保に

向けての住民の合意形成にも時

間を要する。

●�除去物の長期間の保管・管理に

は、それに対応した施設が必要

であることから、中間貯蔵施設

は必要である。

ある

●�当初、3 年で供用開始することと
していたが、現在も供用開始でき

ていないこと。

ある

●�当初、3年で中間貯蔵施設を供用
開始すると言われていたが、現在

も土地取得・整備中であること。
●�中間貯蔵施設への除去土壌等の

搬出について、南相馬市に関して

は、他市町村分の輸送で、県道

12 号線の利用が想定されており、
交通量増加による渋滞、交通事

故の増加等が危惧される。
●�除去土壌等については、中間貯

蔵施設への搬出だけでなく、減

容化が必要と考える。

楢葉町

●�仮置場が各行政区に点在してい

るため、今後の町の復興や町民

の帰還に支障が出る。仮置場

から早期に廃棄物を移動し、国

が一括管理する施設は必要であ

り、どこかに整備しなくてはな

らない施設であると考える。

●�仮置場が各行政区に点在してい

るため、今後の町の復興や町民

の帰還に支障が出る。仮置場

から早期に廃棄物を移動し、国

が一括管理する施設は必要であ

り、どこかに整備しなくてはな

らない施設であると考える。現

時点では 30年間という保管期

間を設けているが、30年後に他
県への搬出が具体的にされてい

ない現状であり課題でもある。

ある

●�運搬時の安全対策並びに放射線

モニタリングの徹底。

●�当初、仮置きする期間を 3年とし
ていたが、中間貯蔵施設の整備、

完成状況を踏まえると、フレシキ

ブルコンテナの耐久性や仮置場

の設置延長または、中間貯蔵施

設への運搬工程を具体的に公表

すべき。 ある

●�中間貯蔵施設の整備・完成の見

通しが不透明なため、当初 3年
間の期限付きで借用した仮置場

の地権者から継続的に土地の借

用ができるか。また、フレキシブ

ルコンテナ等の耐久性は 3年とさ
れているため今後劣化・破損が生

じた際の具体的な対処法の整備

が必要と考える。

●�楢葉町は 2015年 9月に避難指
示が解除されており、仮置場から

中間貯蔵施設へ搬出する際には、

市街地を避けるなど、町民に配慮

した経路・時期の選定及び搬出

を行うことについて町民へ広く通

知することが必要であると考えら

れる。

富岡町

●�除染に伴い莫大な量の放射性廃

棄物が発生しており、仮置場の

設置もままならず、苦慮している

自治体が殆ど。高レベル廃棄物

等を長期的に貯蔵しつつ減容化

を行う施設は必要。候補地とな

る地権者や自治体に対して十分

な補償を行うことも重要。

●�県内の除染に伴い莫大な量の放

射性物質が発生しており、仮置

場の設置もままならず、苦慮し

ている自治体がほとんどであり、

必要性は誰もが認めるところで

あるが、候補地となる自治体や

地権者に対して説明や補償が十

分でないために遅 と々して進んで

いないのが現状である。また 30
年以内に県外処分する案も不透

明な部分が多く、それが候補地

となる地元にとっても不信感に

繋がっている。

ある

●�県内の除染に伴い莫大な量の放

射性物質が発生しており、仮置場

の設置もままならず、苦慮してい

る自治体がほとんどであり、必要

性は誰もが認めるところであるが、

候補地となる自治体や地権者に対

して説明や補償が十分でないた

めに遅 と々して進んでいないのが

現状である。また 30年以内に県
外処分する案も不透明な部分が

多く、それが候補地となる地元に

とっても不信感に繋がっている。

ある

●�搬入ルートや搬入日時、時間帯

を明確にし、沿線住民をはじめ、

地域住民に広く周知することが必

要となる。
●�搬出、搬入の際に事故があった

場合にどのような対応をとるのか、

あらかじめ想定しておく必要があ

る。

川内村

●�中間貯蔵施設は必ず国が責任を

持って建設をしなければならな

い。必要性や可能性などと言っ

ている段階でない。

●�避難指示区域においては、他の

地域より高い放射能除染廃棄物

が保管されていることから、安

心、安全な生活圏の確立のため

に中間貯蔵施設を早急に整備す

る必要性があると考える。

ある

●�村内に仮置場を設置するにあた

り、搬入完了から 3年後には除染
廃棄物の搬出を始めると住民側

へ説明しており、これ以上の遅れ

てくることは行政に対しての不信

感を抱かせてしまう。
●�中間貯蔵施設への搬出について

は、大型車両を利用して輸送を行

うことになるが、本村の道路は幅

員が狭いため、本格輸送が開始さ

れるまでには道路幅員の改良工事

が必要と考える。

ある

●�仮置場の設置にあたっては、住

民または地権者の方 と々保管期

限の約束をしており、それまでに

は中間貯蔵施設へ搬出しなけれ

ばならない。
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2013年調査 2014 年調査 2015年調査 2016 年調査

中間貯蔵施設の設置の必要性や可能性〔自由に記入〕
中間貯蔵施設に関して問題と考えること、あるいは、これから生じると考えられる問題
〔選択肢から1つ選択し、「ある」を選択した場合には具体的な内容を記入〕

選択 具体的な内容 選択 具体的な内容

大熊町 無回答 無回答 ある

●�搬出に関しては運搬路の選定に問

題がある。具体的には、選定され

たルート自体と選定のプロセスの

どちらにも問題がある。運搬ルー

トの選定は近隣の市町村との調整

も必要になるが、現状ではほぼさ

れていない。大熊より南にある町

村の廃棄物は国道 6 号を通過して
いくのが確実で速いが、わざわざ

高速道路に乗り、大熊の町中を通

るルートで運んでいる。本来は運

搬にあたっては各町村との協議が

必要であるが、ちゃんとされない

まま始まっているので、県や国が

主体になり福島県全域の輸送の計

画を調整してほしい。

ある

●�除染土壌の搬出に関しては国、

県が中心になって関係市町村との

調整を行ってほしい。
●�輸送路については大型の車両が

往来するため、破損等発生すれ

ば国で早急に補修が必要である。

双葉町

●�候補地の町としては、必要性は

あるが、なぜ双葉町と大熊町と

楢葉町なのかの疑問は永久的に

残る。町の将来を左右する施設

の計画を一方的に進めている環

境省の姿勢は、住民の反発を受

ける結果となっている。帰宅で

きる見通しも示さずに、施設を

作る（故郷・財産を奪われる）

計画ばかりを先行させていると

の批判も多く、この迷惑施設の

計画は簡単には進まないと受け

止めている。

●�県内の各市町村に仮置きしてある

除染物質の最終処分場が建設さ

れるまでの保管場所としては必要

なものである。しかし、地権者及

び自治体の理解を得るのが難し

い。あまつさえ、30 年後には最
終処分場に運び出すと国は公言

しているが、その最終処分場は

本当に県外に確保できるのかとい

う問題、また、経年にて線量が

10万 Bq/kg を下回った場合、30
年を待たずに管理型処分場に指

定してしまい、なし崩し的にうや

むやにするのではないかという嫌

な可能性もある。

ある

●�中間貯蔵施設予定地の地権者はも

とより、双葉・大熊両町民に対する

丁寧な説明等が行われていない。
●�輸送が始まるまでに、全ての工程表

及びルートの決定がされていない。
●�関係市町村への説明、協議をしっ

かり行い理解を求め、国が独自

に判断しない。
●�県外最終処分へ向けた具体の取

組がない。
●�町道等の補修について、災害復旧

事業との整理がされていない。

ある

●�用地取得の進捗が遅い。
●�中間貯蔵施設予定地の地権者は

もとより、双葉・大熊両町民に対

する丁寧な説明等が行われてい

ない。
●�輸送が始まるまでに、全ての工程

表及びルートの決定がされていな

い。
●�関係市町村への説明、協議をしっ

かり行い理解を求め、国が独自

に判断しない。
●�県外最終処分へ向けた具体の取

組がない。
●�町道等の補修について、災害復旧

事業との整理がされていない。

浪江町 無回答

●�一番良いのは、除染廃棄物を直

接最終処分場に搬出することで

あると考える。そうすれば、仮

置場および中間貯蔵施設自体必

要がない。ただ現状では、最終

処分場が決まっていないことも

あり、順序として、「仮置場→中

間貯蔵施設→最終処分場」とい

うことになっている。浪江町に

は施設の建造の予定は今のとこ

ろないが、隣接している双葉町

と大熊町が候補地ということで、

早く完成してほしい反面、両町

の地権者のことを考えると複雑

な思いに駆られる。他県の受け

入れ先が明確に決定していない

以上、双葉郡への設置は致し方

ない部分もあるので、地元住民

への理解（周辺町村も同様）を

十分に得た上で進めていただき

たい。政府が誠意ある対応をし

ていけば、当該地域への施設の

設置は可能であると思われる。

ある

●�本来、最終処分場に搬入するの

であれば、そこから解決しなくて

はいけない。最終処分場ができ

るのであれば、仮置場及び中間

貯蔵施設自体、必要がない。しか

し、現状でそれは先送りされ、中

間貯蔵を設置する双葉町・大熊

町では建設が遅れている状態で

ある。
●�今後に関しては、①パイロット輸

送を先行で行ったが候補地買収を

進めること、②本格輸送時期を明

示すること、③本格運用のあり方

を明示すること、④仮置場の延長

に対して住民の理解を得ること。

ある

●�中間貯蔵施設の建設が遅れている

状態である。このしわ寄せは町内

の仮置場に発生し、地権者との契

約年数の 3年は大幅に超えてしま
う。また、搬出についても、住民

との軋轢が生じる可能性もある。

葛尾村

●�環境省が地元に仮置場の設置を

説明する際、必ず中間貯蔵施設

の設置時期が質問に上がり、仮

置場に廃棄物が残置されている

間は安心して帰還は行えないと

いう意見が出る。このことからも、

除染を完了し帰還を促すために

も中間貯蔵施設は必須であると

考える。

●�現在村内にある仮置場のほとん

どが優良農地にあるため、営農

再開のため早期に中間貯蔵施設

に移動してもらいたい。

ある

●�除去土壌等を優良農地に保管し

ていることから、中間貯蔵施設

の完成が遅れれば、営農再開に

支障となることが懸念される。

ある

●�帰還困難区域を除く地域が避難

指示解除となった本村では、す

でに生活を再開した方もいるが、

仮置場が村内農地に点在してい

ることから、営農再開には支障

が出ている。中間貯蔵施設への

土壌搬出が進んでいないことか

ら、今後の本村農業の復興につ

いては問題が発生している。

飯舘村

●�国は除染廃棄物や汚染廃棄物

の搬入場所として中間貯蔵施設

を計画しているので、設置は必

要である。住民説明会では、国

が示したロードマップに基づい

て除染や廃棄物処理について説

明しているので、計画通りに進

める必要がある。

●�国の予定している搬入開始に向

けて、努力してほしい。また、

搬出の積み込みヤードの設置に

ついても、国の責任において実

行してほしい。

ある

●�村内の除染実証から、170万袋の
フレコンバッグが発生する予定で

ある。運び出しが始まり、50台/
日のダンプで 18年以上の日数を
要することを周知すべきである。

ある

●�用地確保の遅延や搬出時のボ

リュームから相当の時間を要する。

表18	 中間貯蔵施設の整備・完成または中間貯蔵施設への除去土壌等の搬出にかかわる経緯や現状に関する問題など（続き）
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表19	 仮置場の除去土壌等をすべて中間貯蔵施設に搬出するまでの想定年数

注：�葛尾村は無回答であるが、補足的に「現在の契約は、当初契約時には年数が記載されていたものの、中間貯蔵施設へと搬出されるまでという形に変更され

ており、中間貯蔵施設の土地取得状況に鑑みると、年数を想定することは困難である」と回答している。

資料：�環境省（2016）「平成28年9月30日時点の仮置場等の箇所数、保管物数及び搬出済保管物数（市町村別）」、http://josen.env.go.jp/area/provisional_
yard/number.html（2016年 11月1日に最終閲覧）

2016 年調査
備考

2016 年 9月末現在の
除去土壌等の保管量（袋≈m3）

2016 年 9月末現在の
除去土壌等の搬出量（袋≈m3）

川俣町 10 年以上 20 年以内 612,574 0

田村市 1年以上 3 年以内 36,286 1,254

南相馬市 10 年以上 20 年以内 783,399 0

楢葉町 5 年以上 10 年以内 585,251 3,465

富岡町 5 年以上 10 年以内 1,129,690 319,344

川内村 30 年以上 93,748 1,600

大熊町 20 年以上 30 年以内 271,657 5,499

双葉町 5 年以上 10 年以内 122,744 6,287

浪江町 5 年以上 10 年以内 796,223 250,413

葛尾村 無回答 392,189 170,644

飯舘村 20 年以上 30 年以内 2,303,351 19,913

図18	 �仮置場の除去土壌等をすべて中間貯蔵施設に
搬出するまでの想定年数

図19	 除染と復興まちづくりを連動させた取り組み

2016年調査

N =11
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9%

1年以内 1年以上 3年以内 3年以上 5年以内

5年以上 10年以内 10年以上 20年以内

30年以上 無回答20年以上 30年以内

注：�2013 年調査の「無回答」には、アンケート調査票を回収でき

なかった 2市町村（18％）が含まれている。

N =11

ないある 無回答

2013年

2014年

2015年

2016年

0%	 20%	 40%	 60%	 80%	 100%

55% 18% 27%

55% 27% 18%

55% 45% 0%

18% 82% 0%
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よる除染と市町村による復興まちづくりの連動が重要だと考

えられる。

環境省は、2013年12月に除染特別地域における除染スケ

ジュールの見直しを行った際に、インフラ復旧などの復興の

動きと連携した除染を推進するものとした
19）。その後、主とし

て環境省と福島県が連携し、道路やダムなどのインフラ復旧・

整備などに先行して除染が実施されてきたが、国による除染

と市町村の復興まちづくりを連動については、個別的な取り

組みが見られるといった程度である（表 20、図 19）。

（13）除染を効果的かつ効率的に進めるにあたって
必要なことなど

除染を効果的かつ効率的に進めるにあたって必要なことなど

については、市町村によって、また、調査年によって多様であ

るが、2013年調査から一貫して、除染の目標値とフォローアッ

プ除染の実施基準値を定め、除染の実施後にそれらを上回る

場合においては、フォローアップ除染を実施する必要があるこ

と（2013年調査の飯舘村、2014年調査の楢葉町、葛尾村、

2015年調査の楢葉町、葛尾村、2016年調査の川俣町、楢葉

町）が挙げられている（表 21）。また、先述の除染に関する課

題においても見られたように、住民の意向を踏まえた除染の

実施が必要であること（2013年調査の富岡町、2014年調査の

浪江町、2015年調査の楢葉町、2016年調査の楢葉町）が多く

挙げられている。
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表 20	 除染と復興まちづくりを連動させた取り組み

注：斜体の文字は、設問として求めた回答ではないが、市町村が記入した補足回答を指す。

2013年調査 2014 年調査 2015年調査 2016 年調査
選択 具体的な内容 選択 具体的な内容 選択 具体的な内容 選択 具体的な内容

川俣町 ある

●�スマートコミュニティ構想

（再生可能エネルギー事

業、過疎型スマートコミュ

ニティの推進）。
ある

●�農地の活用に対する連携

を取っている。例えば、除染

に合わせて圃場整備（暗渠

排水整備）を進めている。
●�スマートコミュニティ構想

（再生可能エネルギー事

業、過疎型スマートコミュ

ニティの推進）。

ある

●�農地の活用に対する連携

を取っている。例えば、

除染に合わせて圃場整備

（暗渠排水整備）を進め

ている。
ない -

田村市 無回答 ない - ない - ない -

南相馬市 ある

●�国に要望して、市の公共

施設を除染作業の拠点に

した事例がある。
●�避難指示解除準備区域で

は、早期に従前の生活を

取り戻すため、例年実施さ

れていた文化祭を本年 10
月に実施する予定であり、

この準備として会場となる

公共施設等の除染を優先

して実施する予定。

無回答 ない - ない -

楢葉町 ある

●�楢葉町除染推進組合を組

織し、町民参加型の除染や

資機材の購入先、雇用など

請負企業 JVの施工体制に
当組合を取り入れている。

ある

●�楢葉町除染推進組合を組

織し、町民参加型の除染や

資機材の購入先、雇用など

請負企業 JVの施工体制に
当組合を取り入れている。

ない - ない -

富岡町 ある

●�企画課において、「まちづく

り検討委員会」を立ち上げ、

復興期における町の再生

方法などを検討している。

ある

●�第二次復興計画を策定中。

ある

●�2015年 6月策定の富岡町
災害復興計画（第二次）

の中で、復旧・復興の大前

提として「除染」の実施を

掲げている。

ない -

川内村 ある

●�今後、富岡町や大熊町の除

染がスタートすると思うが、

除染作業員や町の住民が

宿泊できる施設やミニ仮の

町を建設することにより、

まちづくりをしていく。

ある

●�富岡町や大熊町での除染

の開始を見据えた除染作

業員や町民の宿泊施設な

どの建設。
ある

●�富岡町や大熊町での除染

の開始を見据えた除染作

業員や町民の宿泊施設な

どの建設。
ない -

大熊町 無回答
●�除染が始まったばかりであり、

まだ、その段階に至っていない。
無回答 ない - ない -

双葉町 ない

●�避難指示解除準備区域の復

興に向けた除染については、

計画として連動しているが、

津波被災地区として海岸線

の復旧と、防潮堤の再整備、

町としての社会・経済的機

能の帰還を前提としている。

現状としてこの地区は、ここ

2 ～ 3 年以内に年間 1 mSv
を下回る可能性があり、そ

の場合の対応と復興事業と

の兼ね合い・連携が難しい。

ない

●�復興まちづくり事業は、除

染が先行して実施されるこ

とを前提としている。

ある

●�双葉町復興まちづくり長期

ビジョン（27年 3月策定）
を実現していくために、

帰還困難区域の面的除染

を国に求めている。

ある

●�双葉町復興まちづくり長期

ビジョン（27年 3月策定）
を実現していくために、帰

還困難区域の面的除染の

実施の決定。（双葉駅西地

区約 40 ha）

浪江町 無回答 ある

●�営農及び事業再開、町

内における集約させたコ

ミュニティーの形成など、

当町各担当課にて復興の

ための動きはあるが、全

てが「除染ありき」であ

る現状。まずは、除染を

実施してからがスタートと

いうことになる。その中で、

業務に密接な部分に関し

ては、他課とも連携を取

りながら進めている。

ある

●�復旧工事などで除染が必

要な場合は先行的に対応

するものとしている。

ある

●�復旧工事等で除染が必要

になった場合は先行して

対応するものとしている。

葛尾村 ない - ない - ない - ない -

飯舘村 ある

●�村の復興、帰村には除染

が不可欠である。村復興

計画では、帰村宣言の時

期が除染完了と連動する。

ある

●�除染の完了を前提とした

復興計画に基づく復興ま

ちづくり。
ある

●�除染の完了を前提とした

復興計画に基づく復興ま

ちづくり。
ない -
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表 21	 除染を効果的かつ効率的に進めるにあたって必要なことなど

2013年調査 2014 年調査 2015年調査 2016 年調査

川俣町

●�住民の除染に対する期待がある反

面、若い世代の帰還への意向が少

ないことが課題である。

●�住民の除染に対する期待がある反

面、若い世代の帰還への意向が少

ないことが課題である。
●�その影響で、町外に移転先を求め

る動きがあることも課題である（人

口流出）。

●�住民の除染に対する期待がある反

面、若い世代の帰還への意向が少

ないことが課題である。
●�その影響で、町外に移転先を求め

る動きがあることも課題である（人

口流出）。

●�取り残し箇所のフォローアップ除染

を徹底してほしい。

田村市 無回答 無回答 無回答 無回答

南相馬市

●�除染を効果的かつ効率的に進める

にあたって必要なことは、除染の進

捗状況が地域の住民に確実に伝わ

ること。安心して暮らせる南相馬市

であるように線量の低減に努める。

無回答 無回答 無回答

楢葉町 無回答

●�除染の方法については、当初より

国が一定の仕様のもとで、家屋の

構造や敷地の形状によって実施さ

れたが、家屋の構造（瓦、壁材な

ど）によって効果が見られない箇所

があり、今後の追加除染では、実

施結果を踏まえ除染方法の仕様を

変更し、効率のある方法を取り入

れ実施してほしい。

●�町民はホットスポット等の点的除染

ではなく、面的除染を求めている。

●�自宅周辺の放射線量が 0.23 µSv/
hを下回っていなくても、環境省
は健康に影響する可能性は極めて

低いとの見解を示し、フォローアッ

プ除染の対象とする箇所が少ない

ため、フォローアップ除染の基準

を明確にし、対象箇所を増やすこ

とが必要である。
●�飲料水の安全を周知できるよう町

民の不安を払拭するような除染工

法を講じなければ、宅地等の線量

低減率を示すだけで理解を得るこ

とは難しく、帰町する町民が少な

くなると考える。

●�町民はホットスポット等の点的除染

ではなく、面的除染を求めている。

●�自宅周辺の放射線量が 0.23 µSv/
hを下回っていなくても、環境省
は健康に影響する可能性は極めて

低いとの見解を示し、フォローアッ

プ除染の対象とする箇所が少ない

ため、フォローアップ除染の基準

を明確にし、対象箇所を増やし住

民目線になった除染を行わなけれ

ばならない。
●�現在までの除染で実施されていな

い里山等の除染を求めている。

富岡町

●�効果的かつ効率的な除染を実施す

るのであれば、家屋の取り壊しを

望む方に対しては取り壊しを、取

り壊しを望まない家屋に対しては

屋根瓦や雨どい・集積枡等の交換

を実施するべき。

●�家屋の解体を望む方についても現

在は、仮置場の問題から除染して

から解体の流れになっているが、

費用面や効率から二度手間ではな

いか、解体してから除染の方が効

率的で費用も抑えられるのではな

いかという意見がある。

●�樹木の伐採については、樹冠の半

分もしくは4 mまでの枝打ちとなっ
ているが、全町避難により管理す

ることが困難であるため根本から

の伐採を求める意見が多数ある。

無回答

川内村

●�除染作業員が担当している除染現

場の線量を知ることと、除染によっ

て線量がどの程度まで下がったか

を一人一人把握することが必要。

中間貯蔵施設の設置は緊急の課

題。可燃性除染廃棄物の焼却処

分は必要。

無回答 無回答 無回答

大熊町 無回答

●�国の基準が朝令暮改になっており、

地方自治体としても、住民に説明

できない場合があるため、対応に

苦慮している（例えば、年間被ば

く量 1 mSv の考え方など）。

●�中間貯蔵施設の早期建設が必要で

ある。

●�中間貯蔵施設の早期建設が必要で

ある。

双葉町

●�マスコミの取り上げ方と、国の評価

との間にかい離があり、住民は国

の対応に疑問を持っている。
●�除染の効果について疑問視する声

も増えている。生活再建が困難な

状況下で、避難されている方たち

は、故郷の不確かな先の見えない

除染よりも、新たな生活再建や原

子力損害賠償の充実・早期対応に

対する要望・意見が多い。

●�モデル除染のみしか実施していな

いため、あまり住民の意見はない

が、その中では「帰還困難区域も

早急に除染してほしい」という要

望が多い。

●�帰還困難区域の除染方針を早急に

定めてほしい。
●�除染の効果についてもっと積極的

に周知してほしい。

●�帰還困難区域の除染方針を早急に

定めてほしい。
●�除染の効果についてもっと積極的

に周知してほしい。

浪江町 無回答

●�今、実施されている除染が「誰の

ための除染」なのかを各行政機関

が今一度十分に考え、取り組んで

いかなくてはならない。そして、一

日でも早く、目に見える形で町民

の皆様へお示しできるように、関

係機関との連携を密にし、町民の

皆様の声に耳を傾けて実施してい

きたい。

無回答 無回答
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表 21	 除染を効果的かつ効率的に進めるにあたって必要なことなど（続き）

2013年調査 2014 年調査 2015年調査 2016 年調査

葛尾村 無回答

●�除染については、環境省の環境再

生事務所担当部署が誠意を持って

進めていると思うが、環境省の本

庁がもっと現場の意向を聴き対応

してほしい。
●�除染は一回実施して終わりでなく、

原発事故前と同程度に戻るまで、

あらゆる手法を駆使して除染を継

続すべきである。
●�農地除染については、環境省任せ

ではなく、農林水産省でも除染後

の地力回復等の措置を考えるべき

である。

●�除染後のフォローアップを事業とし

て行うこと。具体的には、数値目

標を示し、それを上回る場合には

除染を実施することが必要である。

無回答

飯舘村

●�国が除染後のモニタリング調査で

ホットスポット、取り残しがあった際

に「再除染」をするとの考え方をき

ちんと示せば除染同意取得や国の

考え方が村民に理解されると国に

要望や提案をしている。しかし、そ

の考えは今のところないようである。

●�帰村や営農再開に向けて、居住空間

以外の除染も同時に進めてほしい。

●�除染特別地域内の除染事業を、市

町村でも事業主体になれるものと

すれば、除染の目標値の設定や地

域密着の工事が可能となる。
●�除染特別地域内は、住民や市町

村が自ら除染した廃棄物は、線量

が高くても特定廃棄物とならない

ため、行き場がない状態となってい

る。例えば、除染が終わり、営農再

開に向けて、関係者が用排水路の

土砂上げをしているが、その土砂の

線量がとても高い状況にある。ま

た、地域内の防火水路も、維持作

業で土砂上げしているが、行き場が

ない状況である。

●�直轄除染工事には、除染の目標と

する線量値がないことで、作業員

による除染効果のばらつきが多い。
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4．除染特別地域における除染に関する今後の課題
本研究の対象期間である2013年から2016年の 4年間は、

福島復興の起点かつ基盤としての位置づけのもとに、除染が

世界的に前例のない規模で実施された期間である。その除染

は、除染特別地域のうち、避難指示解除準備区域と居住制

限区域に指定された地域では、当初のスケジュールよりは遅れ

ることになったものの、福島原発事故が発生してから 6年後に

あたる2017年 3月で終了になることが予定されている。

しかし、以上の分析からは、除染が終了になるこれらの地

域において、除染に関する多くの課題が積み残されていること

が明らかになった。そして、それらの課題は、除染の終了に

伴って避難指示が解除され、住民の帰還がはじまっている地

域では既に顕著になっており、今後、避難指示が解除される

地域が増加するにつれて、ますます顕著になっていくように思

われる。

以下では、以上における分析の結果を踏まえて、除染特別

地域における除染に関する主な課題を提示する。

（1）森林や河川・ため池などの環境回復を目的とする
“除染 ”の実施

多くの市町村は、2013年調査から、国の除染に関する取り

組みが「不適切」な理由として、また、除染による住民の帰還

と安全・安心な生活の回復が「不可能」な理由として、さらに、

除染に関する課題として、「森林や河川・ため池などの除染」

が実施されていないことを挙げている。

先述の通り、除染の根拠法である除染特措法は放射線防護

を目的とする法律なので、森林や河川・ため池などについては、

健康や生活環境に影響を及ぼす場所ではないとして、基本的

に除染の対象外とされている。確かに、追加被曝線量にはほ

とんど影響しないという意味では、森林や河川・ため池などの

除染は必要ではないと言ってよいかもしれない。

しかし、水や緑は暮らしの基盤であり、物質的な意味でも

象徴的な意味でも、それらの安全性と安心性の回復なしには、

生活の再建も場所の再生もありえない。復興庁が実施した原

子力被災自治体における住民意向調査によると、「戻らないと

決めている」と回答した住民の理由として、すべての市町村に

おいて、「水道水などの生活用水の安全性に不安があるから」

といったことが挙げられているが
38）、これは、水と緑が手つか

ずのままである限り、住民の帰還を促し、安全・安心な生活を

回復させることは難しいことを示唆しているものと考えられる。

こうしたことを踏まえれば、除染特別地域のうち、避難指

示解除準備区域と居住制限区域に指定された地域では、除

染特措法に基づく放射線防護を目的とする除染が2017年3月
で終了になることが予定されているが、今後は森林や河川・た

め池などの除染特措法に基づかない環境回復を目的とする

“除染”の実施が重要な課題だと考えられる。先述の通り、最

近では、国が里山や奥山の除染や放射性物質対策に関する方

針を示し、また、福島県が河川の堆積土砂の除去を実施するな

ど、新たな動向が見られるが、森林や河川・ため池などの環境

回復を目的とする“除染”は、対象範囲が広大であることや現
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在の除染の技術水準などを考慮すれば、長期にわたる事業に

ならざるをえないことから、こうした個別的な取り組みによるの

ではなく、除染特措法にかわる新たな法律を制定し、実施する

ことが求められる。

（2）�場所の特性に即した総合的な放射線防護措置の一つ
としてのフォローアップ除染の実施

多くの市町村は、除染によって達成すべき空間線量率につ

いては「0.23 µSv/h」、住民が安全に安心して生活できる空

間線量率については「原発事故前と同程度」または「0.23 
µSv/h」と考えている。これらの理由として、「0.23 µSv/h」に
ついては、国が長期的な目標とする年間追加被曝線量 1 mSv
を空間線量率に換算した値であること、住民に除染の実施基

準値や目標値として浸透していること、「原発事故前と同程度」

については、低線量被曝による健康影響については科学的に

十分には解明されていないこと、住民の願い・思いであるこ

となどが挙げられている。

しかし、除染特別地域では、除染実施前の空間線量率が

高いので、除染による線量低減率が高くても、除染の実施後

に「原発事故前と同程度」はもとより、「0.23 µSv/h」を下回ら

ない場合が多い。このため、除染が終了した市町村の多くは、

「今後とも除染を実施する必要がある」と考えており、先にも

引用した復興庁による原子力被災自治体における住民意向調

査では、「戻りたいと考えている」と回答した住民が帰還する

場合に希望する行政の支援として「被ばく低減対策」が多くなっ

ている。

ところが、先述の通り、環境省は、フォローアップ除染につ

いて、事後モニタリングの結果等を踏まえ、除染効果が維持

されていない箇所が確認された場合には、個々の現場の状況

に応じて原因を可能な限り把握し、合理性や実施可能性を判

断した上で実施するとの方針を示しているだけで、具体的な

実施基準を定めていない。放射性物質による汚染の状況は多

様であり、除染の効果も実施箇所毎に様 で々あること、同じ

手法を用いて再度除染を実施したとしても放射線量の大幅な

低減効果は期待できないなど、除染による放射線量の低減に

は限界があることなどから、フォローアップ除染の実施基準や

空間線量率の低減目標を一律に定めることが難しい状況にあ

るというのがその理由である。

しかし、放射能汚染の状況や除染の効果が場所によって異

なることは、除染の実施基準を 0.23 µSv/hと定めた時も同じ

である。現在では、年間追加被曝線量 1 mSvに相当する空

間線量率が 0.23 µSv/hではなく、その 2～3倍であることが

経験的に明らかになっているのであるから、こうした知見を踏

まえてフォローアップ除染の実施基準を定めることは可能なは

ずである。

もっとも、環境省が説明する通り、除染の線量低減効果に

は限界があるので、除染特別地域では、フォローアップ除染の

みによって年間 1 mSvを実現することは困難な場合があると考

えられる。このため、第一に、場所の特性に即した総合的な

放射線防護措置体系を構築すること、第二に、放射線防護措

置の一つとしてフォローアップ除染を位置づけることが必要で

ある。そうだとすれば、今後は、住民、市町村、国の協働の

もとに、例えば、地区を単位として放射線防護計画を策定し、

その中でフォローアップ除染の実施基準を定めて実行するとい

う制度体系を構築することが検討されるべきだと考えられる。

（3）�中間貯蔵施設の早期整備・完成と仮置場の適正管理
と県外最終処分の実現可能性の検討

中間貯蔵施設の整備・完成または中間貯蔵施設への除去

土壌等の搬出にかかわる経緯や現状に関する問題などについ

て、すべての市町村が「問題がある」と考えており、その理由

として、多くの市町村が中間貯蔵施設の整備が遅れているこ

とを挙げている。確かに、避難指示の解除が進む中にあって、

中間貯蔵施設を早期に整備・完成させ、仮置場に保管されて

いる除去土壌等を中間貯蔵施設へと搬出することは、住民の

帰還を促し、安全・安心な生活を回復する上で重要な課題で

あろう。

しかし、現状からすれば、将来的に中間貯蔵施設が完成す

るとしても、相当の期間が要されると思われるし、先述の通り、

環境省による2020年度までの搬入の見通しの通りに進んだと

しても、当分の間、除去土壌等の半分は仮置場に保管され続

けることになる。このため、国は、多くの市町村が除染に関す

る課題として指摘している仮置場の管理、中間貯蔵施設に関す

る問題として指摘している仮置場での除去土壌等の保管にかか

わる諸問題への対応を適切に行うことが求められる。

また、中間貯蔵施設は、中間貯蔵開始後 30年以内におけ

る県外最終処分の完了を前提として、その整備が受け入れら

れたものである。中間貯蔵・環境安全事業株式会社法におい

て、県外最終処分に関する国の責務が規定されたものの、そ

の見通しはまったく立っていない。もちろん、国による県外最

終処分の実現に向けた努力に手抜かりがあってはならないが、

同時に、その実現が不可能になった場合のことを考慮して、

長期にわたる除去土壌等の保管・管理のあり方について検討し

ておいた方がよいと思われる。

（4）帰還困難区域全域を対象とする除染の計画策定と実施
先述の通り、これまで、除染特別地域においては、早期に

避難指示を解除し、住民の帰還を促すという観点から、避難

指示解除準備区域と居住制限区域に指定された地域におい

て除染が優先的に実施され、帰還困難区域に指定された地

域は基本的に除染の対象外とされてきた。しかし、国が 2016
年 8月に公表した「帰還困難区域の取扱いに関する考え方」

において、市町村が帰還困難区域に指定された地域に復興拠

点等を整備する場合、国がインフラ整備とあわせて除染を行
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うとの方針が示されたところである。

この方針が意味するところは、帰還困難区域とは避難指示

区域の中で最も放射能汚染が深刻な地域であり、放射能の自

然減衰によって空間線量率が低下しつつあるとはいっても、

今なお一律に避難指示を解除できるような状況にはないが、

例えば行政区域面積の 96%が帰還困難区域に指定された双

葉町の場合、帰還困難区域に復興拠点を整備し、これを足掛

かりとして住民の生活再建とふるさとの再生を同時的に実現す

るという計画を持っているので、国としてはこうした市町村の

意思を尊重し、まずは復興拠点の整備予定地から除染を実施

するということだと思われる。

もちろん、国は、復興拠点外の地区に関してまったく方針

を示していないというわけではなく、例えば、「市町村が、帰

還困難区域の今後の整備方針等の方向性を定めた全体構想

を策定した場合には、国はこれを踏まえ、中長期的な浜通り

の復興のための施策につなげるものとする」と述べている。し

かし、国は、これまで原子力政策を推進してきたことに伴う社

会的な責任を負う者として、帰還困難区域の全域について除

染を実施する必要があるのであって、今後、住民や市町村と

の協働により、帰還困難区域の全域を対象とする除染の計画

を策定し、これを的確に実施してゆくことが求められる。

謝 辞

本稿を執筆するにあたっては、除染特別地域に指定された

11市町村の方々には大変お世話になりました。末筆ながら、

ここに記して感謝いたします。

補 注
A） 汚染状況重点調査地域についても、2017年 3月をもって

除染が終了になることが予定されている。

B） 除染特別地域の面積は、表 3 に掲げた避難指示区域内

の数値に、楢葉町の避難指示区域外の数値を加えて算

出したものである。次に述べる除染特別地域内の人口も、

同様の方法で算出したものである。

C） 「除染に関する緊急実施基本方針」では、2013 年 8月末

までの一般公衆と子どもの推定年間被ばく線量の減少率

のうち、それぞれ約 40%は放射性物質の物理的減衰お

よび風雨などの自然要因による減衰（ウェザリング効果）

によるものと試算されており、除染による減少率の目標

は、一般公衆の場合で約 10%、子どもの場合で約 20%
とされている。

D） 原子力災害対策本部が 2011年 12月に決定した「ステップ

2 の完了を受けた警戒区域及び避難指示区域の見直しに

関する基本的考え方及び今後の検討課題について」にお

いては、「来年 3月末を一つの目途に、新たな避難指示

区域を設定することを目指す」とされていたが、すべて

の市町村で避難指示区域の見直しが終了したのは、2013

年 8月であった。

E） 2013 年 12 月26日に開催された第 10 回環境回復検討

会において環境省が提示した「国及び地方自治体が実施

した除染事業における除染の効果（空間線量率）につい

て」によると、主に 2012 年度以降に実施された国直轄

事業については、除染前の空間線量率が 1 µSv/h 未満

の場合は平均で 33%の低減、1 µSv/h 以上 3.8 µSv/h
以下の場合は平均で 45%の低減、3.8 µSv/h 超の場合

は平均で 52%の低減、全体では平均で 37%の低減と

なっている。また、土地利用別に見ると、平均値としては、

公共施設等は 34%の低減、住宅地は 43%の低減、道

路は 33%の低減、農地は 34%の低減、森林は 22%
の低減となっている。

F） 福島原発事故の発生前の福島県における空間線量率は、

0.04 µSv/h 前後であった。

G） 川内村では、2014年 10月に避難指示解除準備区域にお

ける避難指示が解除されたが、居住制限区域が避難指

示解除準備区域に再編され、また、楢葉町では、2015年
9月に避難指示解除準備区域における避難指示が解除

されたが、2015年調査の回答は避難指示の解除前のも

のであったため、2015年調査における回答の対象となっ

た市町村は 10市町村である。

H） 楢葉町では、2015 年 9月に避難指示解除準備区域にお

ける避難指示が解除されているが、2015 年調査の回答

は避難指示の解除前のものであったため、2015 年調査

では回答の対象になっていない。

I） 福島再生加速化交付金事業によって底質除去が実施さ

れるのは、底質における放射能濃度が 8,000 Bq/kg を

超える農業用ため池である。福島県のモニタリング調査

によると、福島県にある約 3,000か所の農業用ため池の

うち、この要件を満たすのは約 700か所であるが、2016
年 3月末現在、事業が実施されたのは川俣町の 1か所と

広野町の 2か所のみであり、ほとんどの農業用ため池で

は、福島県によるモニタリング調査の結果を受けて、市

町村が詳細モニタリング調査を実施している状況にある。

J） 2011年 12月に閣議決定された「ステップ 2 の完了を受

けた警戒区域及び避難指示区域の見直しに関する基本

的考え方及び今後の検討課題について」において、①年

間積算線量 20 mSv 以下となることが確実であることが

確認された地域を「避難指示解除準備区域」に設定し、

②電気、ガス、上下水道、主要交通網、通信など日常

生活に必須なインフラや医療・介護・郵便などの生活関

連サービスがおおむね復旧し、子どもの生活環境を中心

とする除染作業が十分に進捗した段階で、県、市町村、

住民との十分な協議を踏まえ、避難指示を解除するとさ

れている。
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和 文 要 約
本研究は、福島第一原子力発電所事故の発生に伴って、除染特別地域に指定された福島県内の11市町村の除染に関する評価と

見解を把握することを目的として、2013年から2016年までの 4年にわたって毎年実施してきたアンケート調査などの結果に基づき、

除染特別地域における除染の実態と課題について明らかにすることを目的とするものである。除染特別地域のうち、避難指示解除

準備区域と居住制限区域に指定された地域では、福島第一原子力発電所事故が発生してから 6年後にあたる2017年 3月で除染が

終了になることが予定されているが、本研究を通じて、除染が終了になるこれらの地域において、除染に関する多くの課題が積み

残されていることが明らかになった。本研究では、除染特別地域における除染に関する主な課題として、①森林や河川・ため池な

どの環境回復を目的とする“除染”の実施、②場所の特性に即した総合的な放射線防護措置の一つとしてのフォローアップ除染の

実施、③中間貯蔵施設の早期整備・完成と仮置場の適正管理と県外最終処分の実現可能性の検討、④帰還困難区域全域を対象

とする除染の計画の策定と実施を提示した。




